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はじめに 

 

本検討委員会においては、県立障害者支援施設（以下「県立施設」という。）の支援内容

についてのこれまでの検証等を踏まえ、今後、障がい者の地域生活への移行やその人らし

い暮らしを実現するためには、何より地域づくりが重要であるとの認識に立ち、そのため

の施策等について広範に検討を行ってきた。 

昨年 7月から、これまで、第一線の実践家からの事例紹介も織り込みながら、10回にわ

たり会議を重ねるとともに、関係の団体からヒアリングも実施したところであるが、今般、

昨年 10 月の中間報告も踏まえ、これまでの議論の内容を反映させた報告書を次のとおり

取りまとめた。 

 

 

１ これまでの経緯 

 

（１）中間報告までの検討の内容 

 

  本検討委員会では、20年後の神奈川の障がい福祉のあるべき姿（将来像）を以下のよ

うに設定し、この実現に向けて、いわゆるバックキャストの考え方で、中長期的な視点

から、行政、事業者、県民等がどのように取り組んでいくべきか議論を行ってきた。 

 

  【目指すべき将来像】 
 

   「 「ともに生きる社会かながわ憲章」の理念が当たり前になるほど浸透し、本人

の意思決定を踏まえた、その人らしい生活を支える当事者目線のサービス基盤

の整備が進んだいのち輝く地域共生社会                」 

 

  当初、議論の際の視点（案）として、以下について事務局から提示を受けたが、この

5つの視点は、中間報告の取りまとめに向けた検討の過程において、各委員の了解の下、

論点に据えた。 

 

 【神奈川の障がい福祉の将来展望の議論のための 5つの視点（論点）】 
 

① 津久井やまゆり園事件を契機に、地域共生社会の実現を図っていくべきではない

か 

② 障がい福祉において、家族目線・支援者目線ではなく、当事者目線の考えを徹底

するべきではないか（意思決定支援など） 
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③ いわゆる「強度行動障がい」、高齢障がい者、医療的ケア児など困難性の高い支

援課題に対し、県として果敢に取り組むべきではないか（地域の担い手の確保、人

材育成など） 

④ 障がい者は地域社会を構成する一員であり、本人が希望する場所で、尊厳をもっ

て、その人らしく暮らすことが当たり前であるべきではないか（社会資源の充実、

サービス基盤の整備など） 

⑤ それぞれの才能を引き出し、多様な価値観を取り入れ、SDGs の「誰一人取り残

さない」持続可能な多様性と全ての人が受け入れられる社会の実現を目指すという

理念を生かすべきではないか 

 

  また、本検討委員会がまずもって行うべき議論の視点として、「県立施設のあり方」に

関する以下の５つが加えられた。これは、４つの県立施設について、次期指定管理期間

が令和５年４月から始まることから、次期指定管理者の公募が本年（令和 4年）早々に

実施される予定であることに鑑み、本検討委員会での県立施設のあり方に係る議論を、

当該募集要項１に反映させることが必要であると考えられたためである。 

 

 【「県立施設のあり方」について議論を進める上での５つの視点】 
 

① 地域生活支援拠点の役割を持たせ、緊急時に対応できる短期入所の整備を必須と

してはどうか 

② 相談支援の機能と人材育成の機能を充実させることとしてはどうか 

③ 長期の入所者の地域生活移行を加速させるとともに、通過施設（有期限の入所期

間）として位置付けることとしてはどうか 

④ 長期入所の定員は漸減させることとし、終の棲家を念頭に置いた新規の入所につ

いては、原則として、行わないこととしてはどうか 

⑤ 民間では担えない理由を明確にし、目的を達成するために必要な実施態勢につい

ても検討してはどうか 

 

  前後するが、令和 2 年、複数の県立施設において、長時間にわたる居室施錠といった

身体拘束が長きにわたり続けられていることが有識者による検証２で明らかとなり、支

援の内容の改善が求められた。当然に県立施設のあり方にも議論が及び、県立施設のあ

り方を見直すには、神奈川全体の障がい福祉のあり方を議論する中で行うべきではない

か、という有識者からの提言を受け、本検討委員会が設置されたという経緯がある。 

 

  こうして、本検討委員会は、県立施設の当面の対応等を中心に議論し、昨年（令和 2

年 10月）、中間報告書としてその結果を取りまとめた。 
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  中間報告書においては、神奈川の障がい福祉の将来展望についても様々な提言が盛り

込まれてはいるが、県立施設も含む障害者支援施設（以下「入所施設」という。）全体の

将来展望についての議論は十分尽くされたとは言えない。 

  また、障がい福祉の将来展望を語るとき、福祉の分野だけではなく、医療や教育、雇

用・労働、住宅、運輸、商工、芸術・文化などの関連領域も、県が目指す「当事者目線の

障がい福祉」の推進のためには重要な要素であると考えられ、福祉の分野がこれら領域

とどのように連携、協働していくかの議論も深めていく必要である。 

 

  さらに、県は「ともに生きる社会かながわ憲章」の普及・啓発に注力してきたが、20

年後、この憲章が当たり前になるほど浸透した社会を目指すとき、今後、行政、事業者、

県民等が取組みを進めるべき施策等は公的なサービスだけでないだろう。障がい者が友

人と余暇活動を楽しんだり、野球を観に行くといった、その人が望む、その人らしい暮

らしの全体を皆でどう支えていくか、そういう議論の広がりが重要である。 

 

  このような経緯を踏まえ、本検討委員会は、報告書の取りまとめに向け、2040 年頃の

人口構造をはじめとする社会経済状況の予測を基礎に、障がい福祉を取り巻く政策の動

向、障がい当事者やその家族、支援者など関係する人々が抱える福祉課題の状況の変化、

そして障害者基本計画や「かながわ障がい者計画」３、あるいは、「神奈川県障がい福祉    

計画」４の検討の方向性、さらには自治体行政のあり方に関する議論の推移も注視しなが

ら、「当事者目線の障がい福祉」の推進のための具体の取組みについて、中間報告までの

検討からさらに議論を深めた。 

 

 

（２）会議の進め方 

 

 ア 幅広い論点からの議論と事例紹介 

 

   本検討委員会の第6回から第８回にかけての議論では、前述の5つの「議論の視点」

を踏まえ、それらを細分化する格好で、全部で 16の論点（中事項）が提示された。（詳

細は 6頁以降を参照いただきたい。） 

 

   各論点（中事項）は、中間報告までの意見等を踏まえた「現状と課題」、及び 2040

年頃のあるべき姿に向けて、どのように対応していくかという「検討の方向性」によ

り構成され、それぞれの論点について、各委員により自由かっ達に意見交換が行われ

た。 
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   また、各回の意見交換に先立ち、当該回で議論する論点に関係する施策等に取り組

んでいる団体や行政機関からの事例紹介が行われた。それぞれの事例紹介は、まさに

第一線からの報告であり、大変現実味のあるものであったし、本検討委員会の議論に

厚みと深みをもたらしたものと考えている。発表者各位におかれては、諸事ご多忙の

折、資料を作成していただき、また、当日の発表に時間を割いていただいたことに心

から感謝申し上げたい５。 

 

 イ 団体等からのヒアリングの実施 

 

   本検討委員会は、県のおよそ 20年後（2040 年頃）の障がい福祉のあり方を検討の

主務とすることから、広範にわたる議論となることが予想された。一方で、構成メン

バーについては、いわゆる「津久井やまゆり園事件」が議論の起点となっていること

もあって、主として知的障がいに関する施策等に知見を有する当事者や有識者が多い。 

 

   もとより、本検討委員会においては、特定の障がい種別に偏ることなく普遍的な提

言につながるよう議事の整理には留意したが、団体ヒアリングの実施に際し、本検討

委員会としては、身体障がいや精神障がいの分野についても、施策等の課題にしっか

りと目配りできるよう、事務局に対して、様々な障がい種別の団体等から意見を聴く

ように要請したところである。 

 

   団体ヒアリングは令和３年６月から同年８月にかけて、事務局により実施され、詳

細なレポートが本検討委員会に対して提示されるとともに、論点ごとに、各団体から

の主要な意見として取りまとめられたものが議事資料に加えられている。 

したがって、本報告書の提言は、こうした団体ヒアリングを通じた各団体からのご意

見も踏まえたものとなっている。 

また、県立施設（指定管理を含む）６か所のいずれかの施設を平成 28年度から令和

２年度に退所し、障害福祉サービス等を利用して地域生活をしている人のうち、インタ

ビューの同意が得られた９名に対するヒアリングが、令和３年 10 月から同年 11月に

かけて、事務局により実施された。その際のご意見は、本検討委員会で議論を行う上で

共有された。 

大変多忙な中、趣旨を理解いただき、ご対応いただいた団体各位・当事者及び支援者

の皆様には、この場を借りて心から御礼を申し上げたい。 

 

（参考）ヒアリング団体 

（順不同） 

・ 公益財団法人 神奈川県身体障害者連合会 



5 
 

・ 特定非営利活動法人 神奈川県障害者自立生活支援センター 

・ にじいろでＧＯ！ 

・ ピープルファースト横浜 

・ 神奈川県手をつなぐ育成会 

・ 神奈川県自閉症協会（神奈川県自閉症児・者親の会連合会） 

・ 神奈川県知的障害者施設保護者会連合会 

・ 神奈川県肢体不自由児者父母の会連合会 

・ 神奈川県知的障害施設団体連合会 

・ 神奈川県身体障害施設協会 

・ 障害のある人と援助者でつくる日本グループホーム学会 

・ 特定非営利活動法人 神奈川セルプセンター 

・ 特定非営利活動法人 神奈川県障害者地域作業所連絡協議会 

・ きょうされん 神奈川支部 

・ 特定非営利活動法人 かながわ障がいケアマネジメント従事者ネットワーク 

 

 

１）令和４年１月に「津久井やまゆり園指定管理者募集要項」が公表されている。 

２）障害者支援施設における利用者目線の支援推進検討部会「障害者支援施設における利用者目線の支援推進検討部会

報告書」（令和３年３月）

（https://www.pref.kanagawa.jp/docs/m8u/documents/shiensuishi/shiensuishitop.html） 

３）福祉、保健・医療、教育、雇用など様々な分野において、県の障がい者の自立及び社会参加の支援等の施策を推進

するための基本となる計画。神奈川県障害者施策審議会や障がい者団体等との意見交換会の意見を踏まて策定されて

いる。現行の「かながわ障害者計画」は、令和元年度（2019 年度）から令和5年度（2023 年度）までの 5年間を

対象期間としている。 

４）障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）に基づき、障がい者及び障が

い児の地域生活を支える障害福祉サービスなどの提供体制の確保を進めるため、市町村の障がい福祉計画の達成を支

援する県の計画。平成 18 年度に第１期「神奈川県障がい福祉計画」が策定されている。現行の計画は、令和 2年度

（2020 年度）で計画期間が満了しており、現在、これまでの計画の達成状況や新たな課題を踏まえて、「神奈川県障

がい福祉計画」改定素案が作成されている。パブリックコメントの手続きを経て、令和 3年度中に改定される予定。 

５）各事例紹介は、神奈川県HP「当事者目線の障がい福祉に係る将来展望検討委員会」を参照いただきたい。 

（https://www.pref.kanagawa.jp/docs/m8u/tenboukentou/tenboukentoutop.html） 

 

  

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/m8u/documents/shiensuishi/shiensuishitop.html
https://www.pref.kanagawa.jp/docs/m8u/tenboukentou/tenboukentoutop.html
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２ 中間報告の提言を踏まえた議論 

 

（１）神奈川の障がい福祉の未来予測 

 

  繰り返しになるが、本検討委員会に課せられた役割は、およそ 20 年後（2040 年頃）

の神奈川の障がい福祉のあるべき姿を展望し、その実現に向けて何にどのように取り組

んでいくのかを議論することであった。 

 

  本検討委員会が 10 月に取りまとめた中間報告に向けての議論の過程においては、議

論の前提となる障がい福祉を取り巻く社会経済状況の中長期的な変化について、「神奈川

県人口ビジョン」（平成 28年３月（令和２年３月改訂））や「８市の未来予測等に関する

報告書」（令和３年６月）をはじめ、各種の未来予想を参考とした１。 

  これらに共通していることは、将来推計の確度の高い、人口構造の推移を前提として

中長期的な見通しを立てているところであり、共通事項を整理すると概ね以下のとおり

である。 

 

  ・ 人口動態は大きく変化し、高齢者割合・単身世帯割合が増加すること 
 

→ 2040 年頃には、高齢者の増加幅は落ち着くものの、現役世代の減少が加速

し、100歳以上の高齢者が 30万人を超える見通しであること 

→ 単身世帯は 2040 年に 39.3%まで拡大し、最大の世帯類型となること 

→ 一方で、高齢者像は大きく変化し、高齢者の若返りが見られ、就業率も上昇す

ること 

 

  ・ 地域・コミュニティの変化、地方の働き手の更なる減少が生じること 
 

→ 人口ボーナスを享受してきた三大都市圏は急激な高齢化局面に突入し、 特に、

東京圏は入院・介護ニーズの増加率が全国で最も高く、医療介護人材が地方から流

出する恐れがあること 

→ 地方圏では東京からのサービス移入に伴う資金流出が常態化する可能性がある

こと 

 

  ・ 人々の考え方の変化・多様化が進むこと 

 

・ 基盤技術の進展がみられること 
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→ IoT、AI、ロボット技術など、第４次産業革命を踏まえた変革が進展し、ロ

ボット、自動運転等の基盤技術は、2040 年に向けて大きく進化すること 

→ 健康・医療・介護の分野においても、情報が統合管理され、AI が判断のサポ

ートを行ったり自動化する可能性があること 

 

  ・ グローバル化の影響がますます大きくなること 
 

→ 経済面では、アジアの中での重要性が低下する一方、人的移動の活発化の中

で日本における在留外国人は増加すると推計されること 

→ アジアを含む諸外国では高齢化が急速に進展し、医療・介護費の増加により

イノベーションへの投資が進まなくなる恐れがある一方、各国間の人材収奪競

争が高まる可能性があること 

 

  また、社会保障分野でかねてより注視されている、いわゆる 2040 年問題に関し、各

般の先行研究等の情報についても共有した上で議論を進めた。 

例えば、令和２年版の厚生労働白書においては、平成の 30年間の社会の変容と 2040

年にかけての今後の 20 年間の変化の見通しを踏まえ、今般の新型コロナウイルス感染

症の影響を含め、今後の対応の方向性等が以下のように提示されている。 

 

  ・ 人生 100 年時代に向けて 
 

   → 平均寿命は、平成 30 年間に約５年伸び、さらに 2040 年にかけて約２年伸び

る見通しであり、2040 年時点で 65歳の人は、男性の約４割が 90歳まで、女性

の２割が 100歳まで生きると推計され、「人生 100年時代」が射程に入ってきて

いること 

→ 健康寿命の延伸とともに、ライフステージに応じてどのような働き方を選ぶか、

就労以外の学びや社会参加などをどのように組み合わせていくかといった生き方

の選択を支える環境整備が重要になってきていること 

 

  ・ 担い手不足・人口減少の克服に向けて 
 

   → 今後、本格的な人口減少が進む中で、就業者を始めとする「担い手」の減少が

懸念され、女性や高齢者の就業率の一層の向上とともに、働く人のポテンシャル

を引き上げ、活躍できる環境整備が必要であること 

→ 特に、医療福祉従事者は 2040 年には最大 1,070 万人（就業者の約５人に１人）

に増加の見通しであり、健康寿命の延伸等の取組みと合わせて、医療福祉現場の生
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産性を上げることにより、より少ない人手でも現場が回っていく体制を実現してい

くことが必要であること 

→ 担い手不足が生じる根本的な原因は少子化の進行であり、長期的な展望に立って

総合的な対策を進めることが必要であること 

 

  ・ 新たなつながり・支え合いに向けて 
 

→ 平成の 30年間で、三世代世帯が約４割から約１割に減少するなど、世帯構造

は大きく変化し、「日頃のちょっとした手助けが得られない」や「介護や看病で頼

れる人がいない」など、生活の支えが必要と思われる高齢者世帯は、過去 25年

間で３.５倍程度増加。今後 25年間でさらに１.５倍程度増える見込みであること 

→ 「地縁、血縁、社縁」の弱まりの一方、ボランティア等によってつながる「新

たな縁」や、支え手・受け手といった枠を超え、支え合いながら暮らす「地域共

生社会」の実践も拡がりつつある。人口減少による地域社会の縮小が見込まれる

中で、新たなつながり・支え合いを構築することが必要であること 

 

  このような基本的な現状認識に加え、その後の国の政策動向として、厚生労働省にお

いては、「障害者総合支援法」の見直しの議論が進められていること、また、内閣府に設

置されている障害者政策委員会２においては、「障害者差別解消法」３に基づく基本方針

の改定の議論、障害者基本計画（第５次）の検討に向けた議論、国連障害者権利委員会

の審査に向けた審議などが行われており、こうした動向も注視しながら、本報告書の取

りまとめに向けた議論を進めてきた。 

 

  他方、グローバル化や情報化が進展する現代社会においては、多様な主体が速いスピ

ードで相互に影響し合い、一つの出来事が広範囲かつ複雑に伝播し、先を見通すことが

ますます難しくなってきている。 

こうしたことから、この報告書は、中間報告と同様、いろいろな要因を条件として設定

して、考えられる様々な将来像について議論されたことをベースに置きながらも、神奈

川のあるべき障がい福祉の姿を思い描き、その実現に向けて、行政、事業者、県民等はこ

れから何にどう取り組んでいくのかという視点に重点をおいて記述している。 

 

  これは、いわゆる「バックキャスティング」の発想であり、「規範的シナリオ」と言わ

れる考え方であるが、本検討委員会においては、県のホームページにおいて公開されて

いる議事録からも分かるとおり、神奈川のおよそ 20 年後の障がい福祉のあるべき姿、

すなわち将来展望（ビジョン）について、活発に意見交換が行われたのである。 
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（２）当事者目線の障がい福祉 

 

  本論に進む前に、県が目指す「当事者目線の障がい福祉」とはどのようなものなのか、

その内容について本検討委員会としての一応の整理を行い、共有しておく必要があるだ

ろう。 

  本検討委員会は、「当事者目線の障がい福祉」を厳格に定義することを本務としている

訳ではないが、これが今後、県が取組みを進めていく障がい関係施策等の思想的支柱に

なると考えられるからである。 

 

 ア 「利用者目線の支援」 

 

   県は、県立施設の支援内容の検証等を行うため、令和２年（2020 年）７月、県の附

属機関である神奈川県障害者施策審議会の部会として「障害者支援施設における利用

者目線の支援推進検討部会」（以下「支援推進検討部会」という。）を設置した。支援

推進検討部会は、民間の入所施設への広がりも視野に、県立施設における支援内容の

改善、充実に向けて様々な提言を行った。 

 

   支援推進検討部会は、令和３年３月に取りまとめた報告書において、その会議体名

にも含まれる「利用者目線の支援」について、次のように記述している。 

 

  「 検討部会では、利用者目線の支援について、「『利用者のためにはこれが良い』と

いう支援者側の目線ではなく、どんなに重い障がいがあっても、利用者本人には必

ず意思があるという理解に立ち、本人を中心に、本人の望みや願いを第一に考え、

本人の可能性を最大限引き出す支援を行うこと」と考える。          」 

 

 イ 予算案における施策名称 

 

   次に、県の予算編成において、「当事者目線の障がい福祉」がどのように位置付けら

れてきたかを見てみたい。 

 

   県の令和 3 年度当初予算（案）付属資料（当時）においては、一部新規の予算事項

として「「利用者目線」による新しい障がい福祉の実現」との記載がある。 

 

   当該事業は、目的を「「利用者目線」の新しい障がい福祉の実現を目指し、障がい者

の意思決定支援の全県展開に向けた取組みを始める。また、県立施設における適切な
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支援・身体拘束ゼロの実現に取り組む」としており、当該事業費約 34.7 億円のうち約

34.5 億円が津久井やまゆり園及び芹が谷やまゆり園新築工事関係費用である。 

   具体的には、居室を個室化するとともに、居住単位を 11人とし、プライバシーに配

慮して一人ひとりが落ち着いて生活できる環境の下、手厚い支援を行う「小規模ユニ

ットケア」の実践のための経費である旨、説明されている。 

 

   また、県の令和 4年度当初予算（案）の主要施策概要においても、「障がい児・者が

地域で安心して暮らせるしくみづくり」という施策の一環として「「当事者目線」の新

しい障がい福祉の実現」が掲げられており、「県立障害者支援施設での取組み及び意思

決定支援の普及・定着」や「ともに生きる社会かながわ憲章の理念の普及に向けた取

組み」に関する事業として約 3億円が盛り込まれている。 

 

   このように、「利用者（当事者）目線の障がい福祉」という表現は、「利用者（当事

者）目線の支援」でいう、直接的な支援の姿勢の転換にとどまらず、施策等のあり方

に範囲を広げ、当事者の立場に立った、当事者からの視点による障がい関係施策等へ

の転換を図っていくという県の意思を見ることができる。 

 

   なお、「利用者目線」という文言は、入所施設の利用者という趣旨で用いられてき

た経緯があり、県は施策の広がりを踏まえて、「利用者目線」から「当事者目線」と

いう文言を使用する旨表明している。 

 

 ウ 議会での答弁 

 

   県議会においても、「当事者目線の障がい福祉」に対する関心は高く、たびたび質疑

が行われている。令和 3 年第３回定例会の本会議（11 月 30 日）においては、「当事

者目線の障がい福祉」について、知事が次のように答弁している４。 

 

  「 「当事者目線の障がい福祉」とは、当事者の心の声に耳を傾けて、工夫しながら

サポートすることが、当事者の皆様の幸せとなり、これにより、支援者や周りの

仲間の喜びにもつながるものです。                                   」 

 

 エ 「当事者目線の障がい福祉実現宣言」 

 

   昨年（令和３年）11 月、芹が谷やまゆり園の開所式において、県は、「当事者目線

の障がい福祉実現宣言」を発信した。この宣言は、その後の県議会における議論を経



11 
 

て一部が修正されたが、「当事者目線の障がい福祉」について以下のように言い表され

ている。 

 

  「 私たちは、津久井やまゆり園事件のような悲惨な事件を二度と起こさないために、

これまでの障がい福祉のあり方を根本的に見直し、「当事者目線の障がい福祉」に大

転換することを誓います。それは「あなたの心の声に耳を傾け、お互いの心が輝く

ことを目指す障がい福祉」です。                     」 

 

   県は、障がい当事者や、障がい者支援の第一線の従事者等と対話を重ね、「当事者目

線の障がい福祉」についての考えを深化させ、この「宣言」に至ったとしている。 

 

   事件のあった津久井やまゆり園は、神奈川県障害者施策審議会での検討を経て、県

が策定した「津久井やまゆり園再生基本構想」に基づき、２つの新たなやまゆり園（新

しい「津久井やまゆり園」及び「芹が谷やまゆり園」）として再建された。 

 

   県は、この宣言に前後して、長時間の居室施錠等の不適切な支援が続けられていた

県立施設の支援内容を見直す中で、これからの障がい福祉は、本人の望みや願いを第

一に考える「障がい当事者の目線」の支援を行うことが重要であると認識を新たにし、

両園の開所を新しい障がい福祉の開始時点と位置付けている。 

   令和３年 11 月の芹が谷やまゆり園の開所式での「当事者目線の障がい福祉実現宣

言」の発信は、障がい福祉のあり方を「支援者目線」から「当事者目線」へ転換を図

り、「当事者目線の障がい福祉」を実現するという決意を示したものと言える。 

 

 オ 「当事者目線の障がい福祉」の捉え方 

 

   前述の議会答弁や「当事者目線の障がい福祉実現宣言」における「当事者目線」に

関する説明は、必ずしも法令的な解釈を示したものではない。県民等に対し、障がい

関係施策等のあり方について広くメッセージを届けるために、その基本的な考え方、

理念を分かりやすく示したものと捉えることができる。 

 

   県の予算（案）に盛り込まれている事項名が「当事者目線の新しい障がい福祉」と

表現されているように、「当事者目線の障がい福祉」は、「本人のため」「安全のため」

と言いながら本人の自由を制限してしまっていた、これまでの支援者の目線での支援

から転換をはかり、思いを新たにして当事者の目線に立った支援に取り組むべき、と

いう考えが出発点であったとされる。 
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   この直接の支援の構造の転換が「当事者目線の支援」と言い表されていると思われ

るが、そのような直接の支援のみならず、障がい者に関わる公的な障害福祉サービス

も含め関係施策等まで領域を広げたものが「当事者目線の障がい福祉」ということに

なるのであろう。これは、「ミクロ」（小領域）と「メゾ」（中領域）という事象の捉え

方にも似ている。 

   この２つの表現の間に明確な境界は希薄であって、帯状につながるものであり、障

がい者本人を中心に置いて、関係する人的、物的、あるいは制度等の様々な要素との

関わりの深度によって、「支援」なのか「障がい福祉」なのか、変わってくるものと考

えられる。 

 

   さらに、およそ 20年後の 2040 年頃の神奈川の障がい福祉の将来展望（ビジョン）

として掲げる「いのち輝く地域共生社会」は、障がい関係施策等のいわば究極的な目

標であり、最も広く捉えるならば、「人間の福祉」（well-being）を目指すものと考え

ることができるだろう。「当事者目線の障がい福祉」が「支える人も支えられる人もお

互いの心が輝く」ということであるならば、この究極的な目標と同義であるとも言え

る。 

   この、地域社会にまで広げた捉え方は、行政の関わり、国の政策との関わり、社会

の様々なサービスとも関係するものであり、「マクロ」（大領域）として捉えるもので

ある。 

 

 カ 「当事者目線の障がい福祉」の一応の整理 

 

  〇「当事者目線の支援」 

 

   障がい者に対する支援の立ち位置、視点を言い表した「当事者目線の支援」である

が、「当事者目線の障がい福祉実現宣言」において、障がい者に対する「サポート」に

ついての捉え方が、支援する者と支援される者とが相互に心を輝かせるという、双方

向の関係性へと広がっている。 

   したがって、「障害者支援施設における利用者目線の支援推進検討部会」報告書の「利

用者目線の支援」の定義については、現段階においては、次のような若干の加筆が必

要ではないかと考える。 

 

  「 障がい当事者に直接に関わる支援者等が本人に寄り添い、支援者等の目線からで

はなく本人の目線に立ち、本人の望みや願いについて、（意思の表出が難しい重度の

障がい者にあっては意思決定支援を行い、）心の声に耳を傾けてしっかりと汲み取り、
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本人の可能性を最大限引き出せるよう、工夫をしながらお互いの心が輝く支援を行

うこと                                 」 

 

  〇「当事者目線の障がい福祉」 

 

   前述のとおり、「当事者目線の支援」と「当事者目線の障がい福祉」との境界は決し

て明確ではなく希薄であると考えられるが、前者を直接的な支援の関係について言い

表したものだとすれば、後者は、直接的な支援だけではなく、本人の望みや願いに寄

り添い、本人らしい暮らしを実現するための様々な公的なサービスや地域の社会資源

との関わりも含まれるものと捉えることができるだろう。そのように整理するとすれ

ば、「当事者目線の障がい福祉」は次のように言い表せるのではないか。 

 

  「 障害福祉サービス事業者、行政機関、インフォーマルケアや互助活動に取り組む

団体、ボランティア等が障がい者を直接に支援する者と連携し、それぞれの主体が

障がい者本人の望みや願いに寄り添い、障がい当事者の目線に立った施策等を展開

するとともに、地域の社会資源の整備を進めていくことにより、障がい者本人が望

むその人らしい暮らしを実現していく取組み                」 

 

  〇「いのち輝く、ともに生きる社会かながわ」 

 

   「当事者目線の障がい福祉」を推進することで行き着く先は、本検討委員会が議論

を進めてきた「「ともに生きる社会かながわ憲章」の理念が当たり前になるほど浸透し、

本人の意思決定を踏まえた、その人らしい生活を支える当事者目線のサービス基盤の

整備が進んだいのち輝く地域共生社会」である。 

 

   地域共生社会は障がい者のみならず、高齢者や生活困窮者、あるいは子どもなど、

全ての人々が含まれる。行政、事業者、県民等が当事者の目線に立って、障がい関係

施策等に取り組むことにより実現する、支え、支えられる関係を越えた、全ての人が

受け入れられる社会を言い表すものである。 

 

   「福祉」を「施策」と狭く捉えるのではなく、「幸せ」、「豊かさ」とするなら、前述

のとおり、「いのち輝く、ともに生きる社会かながわ」は、広い意味では「当事者目線

の障がい福祉」と同義と言え、次のように表すことができるのではないか。 

 

  「 地域社会の様々な構成員が、障がい当事者の地域生活について理解を深め、県や

市町村、県民等が相互に連携しながら、障がい者差別の解消、障がい者の権利擁護
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並びに障がい者の自立及び社会参加の支援のための施策等に、当事者の目線に立っ

て取り組んでいくことにより実現する、誰もがいのち輝かせて暮らすことのできる

地域共生社会                              」 

 

 キ 深化する「当事者目線の障がい福祉」 

 

   「当事者目線の障がい福祉」の考え方は、様々な議論等を経て広がりや深みが増し

ている。したがって、固定化した定義付けを行うことは難しく、上記を本検討委員会

として共有する一応の整理とするが、今後も、関係者により議論が続けられ、さらな

る深化が図られるものと考えられる。 

 

   もとより、社会福祉の援助技術であるソーシャルワークにおいては、「自己決定の尊

重」は大原則とされていることを忘れてはならない５。我が国では、「利用者本位」へ

の改革を目指し、措置制度から契約制度への社会福祉の基礎構造の改革が行われてか

ら 20年以上が経過した６。その改革では、個人の自立を基本とし、その選択を尊重し

た制度を確立することとし、権利擁護の仕組みを整えるとともに、サービスの質の向

上のための事業も開始された。 

 

   このように本人を中心に置いた支援を推進していくことについては、かねてより制

度上の整備が進められてきた。しかしながら、先般来、県立施設において不適切な支

援が続いていることが指摘されており、その理由は、こうした理念が第一線にはまだ

まだ十分に浸透していなかったのか、あるいは、徐々に忘れ去られてしまったのか、

きちんと検証が行われなければならないだろう。 

 

   そういう意味からすると、「当事者目線の障がい福祉」は、障がい者に対するサポー

トのあり方について、こうした現状からの転換を図り、本来の障がい福祉の姿を取り

戻すための強力なメッセージであると言えるのである。 

 

ク 社会保障審議会障害者部会 

 

なお、厚生労働省の審議会においても、「当事者の目線」について取り上げられてい

る。 

 

   厚生労働省の社会保障審議会障害者部会は、障害者総合支援法等の見直し作業にお

いて、令和３年 12月に「障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しについて（中間

整理）」を取りまとめているが、その見直しの基本的な考え方を、 
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① 障がい者が希望する地域生活を実現する地域づくり 

② 社会の変化等に伴う障がい児・障がい者のニーズへのきめ細かな対応 

③ 持続可能で質の高い障害福祉サービス等の実現 

の３つの柱に整理したとしている。 

 

これに続けて、「（略）こうした基本的な考え方に沿って、当事者中心に考えるべきと

の視点をもち、どのように暮らしどのように働きたいかなど障がい者本人の願いをで

きる限り実現していけるよう、支援の充実を図っていくべきである。その際、障がい者

自身が主体であるという考え方を前提に、行政や支援者は、「ともに生きる社会」の意

味を考えながら、当事者の目線をもって取り組むことが重要である。また、家族への支

援を含め、障がい者の生活を支えていくという視点が重要である」と記述している。 

 

 

（３）普遍的な仕組みへの論点設定と憲章、宣言を起点にした条例等の制定 

 

 ア 報告書の取りまとめに向けた論点の設定 

 

   中間報告の取りまとめ以降の議論については、それまでの議論をさらに深化させる

ために、前述の「神奈川の障がい福祉の将来展望の議論のための 5つの視点」を基に、

論点（大事項）を以下のように設定した。 

 

  〇 障がい福祉施策の充実強化が必要ではないか 

  〇 地域の福祉資源の充実が必要ではないか 

〇 障害者支援施設（県立施設含む）の必要性を含めたあり方をどう考えるか 

〇 当事者目線の徹底と権利擁護に取り組むべきではないか  

  〇 地域共生社会の実現にどう取り組むか 

  〇 先駆的な施策を積極的に取り入れるべきではないか 

 

 イ 普遍的な仕組み 

 

   本検討委員会の中間報告の取りまとめに向けた議論では、「長期ビジョンの実現を着

実に進めるには、指針、計画、条例といった仕組みが必要」、「条例を作って障がい者

の居場所を作っていく決意を示すべき」などの意見が示された。 

 

   また、県議会においても、当事者目線の障がい福祉に取り組んでいくに際し、計画

の策定、憲章、宣言、条例も大きな取組みの一つであり、あらゆる可能性、選択肢を 
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排除することなく検討すべき旨の要請がなされた７。 

 

   県は、こうした意見を受け止め、「当事者目線の障がい福祉」に必要な施策を確実に

実行する普遍的な仕組みについて検討した結果、理念や目的、責務などを市町村や事

業者、県民等と共有することが必要であり、県議会の議決を得て制定する「条例」が

最も効果的と判断している。 

 

   本検討委員会においては、幅広い論点による議論を経て、後述のとおり、様々な提

言を行うに至ったが、本報告書には、「当事者目線の障がい福祉」を地域においてしっ

かりと実践していくための施策等の方向性が多く盛り込まれている。 

   今後、検討されていくであろう具体的な施策等について、行政、事業者、当事者も

含む県民等がそれぞれの役割を果たしつつ、一体となって取組みを継続していくこと

が必要であり、条例等の普遍的な仕組みを作ってけん引していくという視点は大変重

要である。 

 

   かつて、地域の人々の様々な生活課題は、家族や地域の助け合いによって解決され

てきた側面があるが、急速に少子高齢化が進み、世帯の小規模化、地域における人と

人とのつながりの薄まり、市民の「我々意識」の低下などにより、孤立・孤独といっ

た新たな生活課題が深刻化している。 

   このような人と人がつながる力が弱くなり、心のつながりも失われつつある今日の

地域社会にあっては、障がい者が最も影響を受ける可能性があり、これからの障がい

福祉関係施策は、「新たなつながり」を築いていくことに注力すべきである。「当事者

目線の障がい福祉」の理念は、支え、支えられる関係を越えて、お互いに心を輝かせ

るものであり、その方向性と一致するものと考える。 

   あの許しがたい津久井やまゆり園事件から約５年半が経過したが、「ともに生きる社

会かながわ憲章」、「当事者目線の障がい福祉実現宣言」の思いと決意を起点に、条例

等の普遍的な仕組みが構築され、長期的な展望をもって、必要な施策等が計画的、総

合的に実施されていくことが期待される。 

 

 

１）その他、神奈川県「神奈川まち・ひと・しごと創生総合戦略」（平成 28 年 3 月）や、神奈川県政策研究・大学連携

センター「人口減少・労働力人口減少への対応」（平成 27 年 3 月）、同「今後の人口減少社会における政策のあり方」

（平成 25年 3月）、株式会社三菱総合研究所「ウィズコロナ下での世界・日本経済の展望（2021～2022 年度の内外

経済見通し）」（令和 3年 11月）、厚生労働省「人口動態統計速報（令和 3年 10 月分）」（令和 3年 12 月）なども参考

にした。 

２）障害者基本法が平成 23年 8 月に改正され、障害者基本計画の策定又は変更に当たって調査審議や意見具申を行うと

ともに、計画の実施状況について監視や勧告を行うための機関として、内閣府に「障害者政策委員会」が設置された。 
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３）障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律 

４）令和３年 11月 30 日、神奈川県議会本会議において同旨を知事が答弁している。 

５）例えば、米国の社会福祉学者、フェリックス・P・バイスティック（Biestek.F.P.）が唱えた「ケースワークの原則」

（1957 年）では、① 個別化（クライエントを個人としてとらえる）② 意図的な感情表現（クライエントの感情表現

を大切にする）③ 統制された情緒的関与（援助者は自分の感情を自覚して調整する）④ 受容（クライエントをありの

ままに受けとめ批判をしない）⑤ 非審判的態度（クライエントを一方的に非難しない）⑥ 利用者の自己決定（クライ

エントの意思に基づく自己決定を促して尊重する）⑦ 秘密保持（秘密を保持して信頼感を醸成する）の 7つがソーシ

ャルワーカーの基本姿勢とされている。 

６）昭和 26 年（1951 年）の社会福祉事業法制定以来大きな改正の行われていない社会福祉事業、社会福祉法人、措置

制度など社会福祉の共通基盤制度について、今後増大、多様化が見込まれる福祉需要に対応するために行われた、社会

福祉事業法等の改正（平成 12 年（2000 年）6月）などの一連の改革が社会福祉基礎構造改革と呼ばれている。 

  この改革の基本理念としては「自立」および「自立支援」を根幹とし、これを実現するための「利用者の立場に立っ

た社会福祉制度」及び「福祉サービスの充実」を柱としている。「利用者の立場に立った社会福祉制度」は、具体には、

①福祉サービスの利用制度化、②利用者の利益保護、③福祉サービスの質の向上、を目指したものである。とりわけ「利

用制度化」は、これまでの措置制度から大転換を図るもので、利用者に選択と主体性（利用者主体）を可能とするもの

とされた。 

７）神奈川県議会令和 3年第 3回定例会（前半）10 月４日の厚生常任委員会での質疑 
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Ⅰ 神奈川の障がい福祉の将来展望 

 

  この章は、次章「Ⅱ 論点ごとの提言の詳細」について概括できるように、いわばダ

イジェスト編としてまとめたものである。 

  今般の検討から導き出された「当事者目線の障がい福祉」の基本的な考え方と、目指

すべき将来展望（ビジョン）を要素分解したものについて若干の解説を行い、「今後取

り組むべき重要な課題」として、基本的な考え（7つの理念）の各事項に主要施策等を

当てはめ、その要点を記述している。また、これら施策等について、「横串」でどのよ

うに進めるべきか、若干の考察を最後に加えている。 

 

 

１ 当事者目線の障がい福祉の基本的な考え方と目指す未来 

 

  これまでの議論を踏まえ、本検討委員会として考える、神奈川県民、事業者、行政等

が、当事者目線の障がい福祉を推進し、地域共生社会を実現するための取組みを展開す

る際の基本的な考え方と目指す未来（方向性）は以下のとおりである。 

 

ⅰ 誰もが個人として尊重されること 

  ⅱ 心の声に耳を傾け、お互いの心が輝く支援を広げていくこと 

  ⅲ 政策決定過程への当事者の参加を進めること 

  ⅳ その人らしい、希望する暮らしを実現すること 

  ⅴ 可能性を引き出す、専門性の高い個別のサポートに取り組むこと 

  ⅵ 持続可能で多様性があり、誰も排除しない社会を実現すること 

  ⅶ オール神奈川で地域共生社会を創造すること 

 

 

（１）基本的な考え方（７つの理念） 

 

 ⅰ 誰もが個人として尊重されること 

 

  〇 平成 28（2006）年 12月、国連総会で「障害者の権利に関する条約」（障害者権

利条約）が採択され、我が国は国内法の整備に取り組み、平成 26（2014）年 1 月

20日、障害者権利条約を批准した。 
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  〇 障害者権利条約は、障がい者の人権や基本的自由の享有を確保し、障がい者の固

有の尊厳の尊重を促進するため、障がい者の権利を実現するための措置等を規定し

ており、障がい者に関する初めての国際条約である。その内容は前文及び 50 条か

らなり、市民的・政治的権利、教育・保健・労働・雇用の権利、社会保障、余暇活動

へのアクセスなど、様々な分野における障がい者の権利実現のための取組みを締約

国に対して求めている。 

 

  〇 県は、当事者目線の障がい福祉を推進し、誰もがいのち輝く地域共生社会の実現

を標榜し、障がい者の権利の実現と人権尊重に向けた取組みを力強く展開していく

ことを既に目標として掲げており、障害者権利条約の締約国の自治体として、これ

を実体のあるものにしていくべきである。 

 

 ⅱ 心の声に耳を傾け、お互いの心が輝く支援を広げていくこと 

 

  〇 どんな重い障がいがあっても、本人には必ず意思があるという「能力存在推定」

の考えの下、事件のあった津久井やまゆり園においては、意思決定支援の取組みが

行われてきた。 

 

  〇 不自由な仮住まいの状況から、どのような暮らしに移行したいのか、取組みが始

められた平成 28 年当時、厚生労働省から示された意思決定支援ガイドラインは存

在していたものの、具体的な意思決定支援の実施方法は、関わりを始めた支援者ら

が工夫しながら実践を積み上げていった。 

 

  〇 津久井やまゆり園での意思決定支援は、コロナ禍の中にあって、本人の暮らし方

を考えてく上で重要な、グループホームの体験入居などの様々な地域での暮らし方

の体験が十分にできないといった課題を抱えながらも、支援を進める中で、本人の

感情の表出が増え、関係者にとって、これまでの支援内容について省察する機会と

なり、支援者の意識変革につながったことは大切にすべき成果であったと言える。 

 

  〇 こうした津久井やまゆり園の再生に向けた過程において、県が取り組んできた障

がい当事者との対話や様々な支援の第一線の人達との意見交換を通じて、「当事者

目線の障がい福祉」の考えはさらに深化し、「心の声に耳を傾け、お互いの心が輝

く支援」こそが本当の当事者の立場（目線）から形作られる障がい福祉であると考

えられた。 
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  〇 本検討委員会としても、今後、障がい福祉に関する施策等を展開していく上で、

重要な考え方として基底に据えるべきと考える。 

 

 ⅲ 政策決定過程への当事者の参加を進めること 

 

〇 本検討委員会は 11人の委員のうち 3人が当事者委員として参画した。議事録に

記録されているように、物事の本質を鋭く突く質問や意見が多く出され、先の中間

報告についても、各当事者委員の様々な意見が提言として多く取り込まれている。 

 

〇 今日、当事者団体や親の会を中心に、知的障がい者の本人活動（当事者活動）が 

全国的に広がってきているが、神奈川においては、本検討委員会での活躍をバネとし

て、社会参加の機会を増やしていくことはもとより、本人活動のさらなる推進、さら

には、政策決定過程への当事者の参加を進めていくことが重要である。 

 

 ⅳ その人らしい、希望する暮らしを実現すること 

 

〇 障がい者の地域生活を実現していくためには、人と人とがつながり合い、その関

係の中から居場所と出番のある地域社会を目指していく必要がある。 

 

〇 生まれ育ち、住み慣れた地域で、社会の一員として尊重され、自分らしく暮らした

いという思いは、全ての人々の共通の願いである。障がい者は地域を構成する市民の

一人であって、自治会、ボランティアグループ、社会福祉協議会などの地域団体、

NPO 法人や企業など幅広い民間団体の参加の下、地域住民が主体となって、地域社

会において、人とのつながり、居場所と出番のある、その人らしい暮らしが実現でき

ることが重要である。 

 

 ⅴ 可能性を引き出す、専門性の高い個別のサポートに取り組むこと 

 

〇 本検討委員会での入所援施設のあり方に関する議論においては、管理的、閉鎖的

な支援環境に陥りやすい大規模入所施設の構造的な課題が指摘された。 

 

〇 現行の障害者総合支援法に基づく公的サービスにおいては、一人ひとりに応じた

サービス等利用計画と個別支援計画を必ず作成することとされている。それは、決

して支援者目線の支援計画ではなく、本人を中心に置いて、本人と一緒に考えられ

た個別の計画でなければならない。 
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〇 いわゆる「強度行動障がい」や高齢化、あるいは医療的なケアの必要など、一人

ひとりの状態に対応した、根拠のある専門性の高い個別のサポートに取り組んでい

くことが重要であり、その人の可能性を引き出すような支援であるべきである。 

 

 ⅵ 持続可能で多様性があり、誰も排除しない社会を実現すること 

 

〇 持続可能で多様性があり、誰も排除しない社会を実現するとする SDGs（持続的

な開発目標）の考え方は、今日、社会経済の発展のための普遍的な考え方として広

く知られるようになった。SDGs の具体のターゲット（目標）には、障がい関連の

目標が４つ設定されており、2030 年までの目標設定とされる SDGs は、次のステ

ージの議論に関心が移っている。 

 

〇 SDGs 先進自治体を掲げる県においては、ポスト SDGs の議論に資する提案を行

っていくことも視野に、当事者目線の障がい福祉の取組みを SDGs の考えと関連さ

せてくことが重要である。 

 

〇 そのための大事な視点としては、効率性や生産性を優先する既存の価値観を変え

ていくという視点、例えば、現代アートを席巻する障がい者アートのように、「障が

い」が新たなイノベーションを生み出すという視点である。多様性が重要視されてい

る今、障がい者アートは大きな役割を果たす可能性を秘めていると言われている。こ

うした視点が、誰も排除しない社会の構築という SDGs の大目標の具体化にもつな

がっていくものと考える。 

 

 ⅶ オール神奈川で地域共生社会を創造すること 

 

〇 誰もがいのち輝かせて暮らすことのできる地域共生社会を実現するには、住民に

最も身近な市町村の役割が非常に重要である。今日の社会福祉制度は、そのほとん

どが市町村を一義的な実施主体として位置付けており、神奈川で地域共生社会を創

造していくには、各市町村の取組みを進め、県が各市町村の取組みをしっかりと支

援していく仕組みを作っていくことが重要である。 

 

〇 市町村が実施主体とされていることで、本来、広域的な調整を行う立場にある県

は、包括的な支援体制の構築など、地域共生社会を実現していくための施策等の推進

が市町村任せとならないように留意し、市町村支援に取り組んでいくべきである。 
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（２）目指す未来（10 の方向性） 

 

本検討委員会の議論は、前述のとおり、将来のあるべき姿を設定し、そのゴールに向

けて何にどう取り組むか、という考え方の下で進めてきた。 

設定したゴールは「「とも生きる社会かながわ憲章」の理念が当たり前になるほど浸透

し、本人の意思決定を前提とした、当事者目線の障がい福祉の推進を図り、その人らしい

生活を支えるサービス基盤整備が進んだ、いのち輝く地域共生社会」の実現である。この

ゴールに向けた具体の施策等を議論、検討するに当たり、事務局において要素分解した

案は以下の 10点であった。 

 

  ① 住み慣れた場所で、差別や虐待を受けることなく、安心して生活できる 

② いつでも生活上の困難を相談できる機関、場所がある 

③ 本人の自己決定が尊重され、権利擁護の仕組みが機能している 

④ 支援者と対等な関係で、良き暮らし、良き社会を目指して協働できる 

⑤ いのち輝かせて豊かな生活が送れる、その人らしい暮らし方が選択できる 

⑥ 医療や教育などの関連領域との連携により、生活課題が解決される 

⑦ いきいきと過ごすことのできる日中活動の場と、快適な住まいがある 

⑧ 地域生活が実現できるよう、可能性を引き出す専門的な個別の支援体制がある 

⑨ それぞれの様々な才能を発揮でき、違いを認め、誰も排除しない地域社会である 

  ⑩ 地域の担い手として活躍できる、社会参加や就労等の機会がある 

 

いわゆるツリー型ロジックモデルとして考えられた「最終的アウトカム」（取組みの成

果の状況）とされるものである１。これらの「ゴール」については、本検討委員会の議論

の経過から、完全ではないかも知れないが、一定の理解が得られているものと考えられ

ることから、次節においては、前述の 7 つの基本的な考え方と、この 10 の方向性を関

連付けて、今後の具体の重要な施策について記述する。 

 

 

（３）提言が目指すもの 

 

本報告書に盛り込まれた提言は、実に 280 にも上る。幅広い論点により議論された証

左であるが、敢えてフレーミング（枠付け）を行って、前述の 7 つの理念を大きく三つ

の柱にまとめて、前述の 10の方向性と併せて整理すれば、次のようになるだろう。この

三つは、県が目指すおよそ 20 年後、2040 年頃の神奈川、「いのち輝く地域共生社会」

を実現するための普遍的な目標というべきものである。 
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① 個人の尊厳が守られる社会を作る 
 

・ 障害者差別解消法、障害者虐待防止法２関連の措置を強力に進める 

・ 「ともに生きる社会かながわ憲章」「当事者目線の障がい福祉実現宣言」等の 

理念の普及啓発に努める 

・ 可能性を引き出す、一人ひとりに対応した専門的なサポートを確立する など 

 

② 本人の自己決定、自己選択を尊重した障がい施策を展開する 
 

・ 本人活動、当事者の政策決定過程への参加を推進する 

・ 必要とする障がい者全てが意思決定支援を受けられるようにするとともに、伴

走型の相談支援体制を築く 

・ その人らしい暮らしを選択できるよう、地域の社会資源の充実を図る  など 

 

③ 入所施設の役割を転換し、地域共生社会の実現にオール神奈川で取り組む 
 

・ 入所施設の役割の縮小、転換を図り、緊急時の対応と通過型のサービス提供に

重点化する 

・ 地域包括ケアシステムの対象拡大、関連領域との連携等により包括的な支援体

制を作る 

・ 圏域の自立支援協議会への県の関わり強化するなどにより、市町村支援に取り

組む                                 など 

 

 

１）日本財団が作成した「ロジックモデル作成ガイド」を参考にした。 

２）障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律 

  



24 
 

２ 今後取り組むべき重要な施策 

 

  この節は、前述の「基本的な考え方（7つの理念）」に沿って、次章（Ⅱ）において

詳細に記述する各提言の要点をまとめたものである。 

 

（１）個人の尊厳が守られる社会の構築 

 

 ア 理念の普及啓発 

 

  〇 「ともに生きる社会かながわ憲章」、「当事者目線の障がい福祉実現宣言」の理念

の普及啓発に取り組んでいくべきである。 

 

  〇 理念とは、その事がどうあるべきかという根本的な考えであり、今日、障がい福

祉の分野においては、地域で「普通に」「当たり前に」暮らすことのできる社会を作

ろうというノーマライゼーションの考え方や、地域住民が様々な地域の社会資源を

利用して包み込む共生社会を作ろうというインクルージョンの考え方が普及定着し

てきた。 

 

  〇 津久井やまゆり園事件のような事件を二度と起こさないという決意の下、県議会

と共同で策定した「ともに生きる社会かながわ憲章」の理念や、お互いの心が輝く

支援を目指すことを決意した「当事者目線の障がい福祉実現宣言」の理念は、ノー

マライゼーションやインクルージョンといった考えと共通するものであり、こうし

た理念が県民にも広く浸透した社会を目指すべきである。 

 

 イ 障がい者差別のない社会 

 

〇 障がいを理由とした差別のない社会を実現することを目指すべきである。 

 

〇 県においては、いわゆる障がいを理由とする差別に関する条例が制定されていな

い。平成 25年に「障害者差別解消法」が制定されたが、平成 27年２月に閣議決定

された「障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方針」において、同法と条

例との関係に触れ、「新たに制定することも制限されることはなく、障がい者にとっ

て身近な地域において、条例の制定も含めた障害者差別を解消する取組みの推進が

望まれる」としている。 
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  〇 津久井やまゆり園事件は、犯人の障がい者に対する差別意識がその犯行の根底に

あったと指摘されており、障がいを理由とする差別の解消に向けた取組みの強化が

求められている。 

 

 ウ 障がい者虐待のない社会 

 

  〇 権利擁護の仕組みが整えられた、障がい者虐待のない社会を実現すべきである。 

 

  〇 虐待は重大な人権侵害であり、我が国では、障害者虐待防止法に基づく諸施策が

実施されているが、同法に基づく通報は増加傾向にある。また、県立中井やまゆり

園では、長時間の居室施錠などの不適切な支援が行われていることが明らかになり、

現在、改善に向けた取組みの途上にある。 

 

〇 施設等での虐待の防止には、職員のスキル養成、管理者の公正な姿勢、風通しの 

良い組織風土の醸成が重要であり、加えて、適切な意思決定支援は、権利擁護の観点

から今後更なる取組みを進めていくべきである。 

 

✓ 支援スキルの向上を図るための階層別の研修会の実施 

✓ 身体拘束によらない支援を進めるための適切なアセスメントの手法の確立 

✓ 権利侵害が疑われるヒヤリハットの事例の分析と再発防止の仕組みの構築 

✓ 事業所等における虐待防止委員会の設置の必須化 

   ✓ 市町村の虐待防止に関する知見の蓄積の支援 

✓ 支援の好事例の情報発信の促進による支援者のやる気の好循環化 

✓ 障がい当事者による事業所等の支援内容の評価・検証の仕組みづくり 

 

 

（２）心の声に耳を傾け、お互いの心が輝く支援 

 

 ア 意思決定支援の推進 

 

〇 意思決定支援の取組みは、障がい者の自己選択、自己決定を尊重するものであ

り、当事者目線の障がい福祉の基礎となるものである。今後、必要とする障がい者

全員が適切に意思決定支援を受けることができるようにすべきである。 

 

〇 障害者総合支援法に、事業所等の責務として、障がい者の意思決定の支援に配慮

するよう努める旨の規定が盛り込まれ、厚生労働省は「意思決定支援ガイドライ
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ン」を策定する等、意思決定支援の実施・定着を進めている。県としても、津久井

やまゆり園再生基本構想に基づき、同ガイドラインも参考に、津久井やまゆり園か

ら県独自の意思決定支援の取組みが始められた。 

 

〇 現在、県内 4施設において、意思決定支援の試行的な取組みが実施されており、

その結果を踏まえ、「かながわ版意思決定支援ガイドライン（試行版）」をまとめた

上で、県内の入所施設から段階的に取組みを広げていくこととしている。 

 

〇 県が取り組む意思決定支援は、本人の願いや希望に沿った、意思決定支援計画

（サービス等利用計画及び個別支援計画）の策定を目指すものであるが、津久井や

まゆり園における意思決定支援の成果について、所期の目的を果たせたのか、きち

んと検証すべきとの意見や、名称や実施する内容が分かりにくいという意見も出さ

れた。県は、こうした指摘にしっかりと対応した上で、県下の各事業所等での意思

決定支援の実施に取り組んでいくべきである。 

 

   ✓ 津久井やまゆり園での意思決定支援の取組みの評価・検証 

✓ 意思決定支援の重要性についての普及啓発 

✓ 意思決定支援を県下に広げていくための推進体制の構築 

✓ 適切な意思決定が受けられない場合の苦情処理、仲裁あっせん機関の創設 

 

 イ 相談支援体制の充実 

 

〇 地域での生活を実現するには、いつでも身近に相談できる相談支援専門員が果た

す役割は重要である。今後、相談支援体制の充実に努め、「ひとりにさせない」伴走

型の支援の実現を図るべきである。 

 

〇 伴走型の支援体制を作るため、相談支援専門員のみならず、地域の様々な機関・団

体が連携し、「ひとりにさせない地域共生社会」についての学びを深め、多様なつな

がりができる環境整備を進めていく必要がある。 

 

✓ 主任相談支援専門員を対象とした連絡会議の開催 

✓ 相談支援専門員のアセスメント力向上を図るための実践的な研修の実施 

✓ 基幹相談支援センターの未設置市町村と連携した設置の促進 

✓ 圏域毎の相談支援事業の連携体制の強化 

✓ （自立支援）協議会の活動強化に向けた、好事例、運営ノウハウの共有 

✓ 地域生活支援拠点等の設置促進に向けた関係者による協議の場の設定 
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（３）本人活動の推進 

 

 ア 本人活動の支援と社会参加の促進 

 

  〇 当事者目線の障がい福祉の推進は、障がい者本人が中心となって取り組まれるべ

きであり、本人活動の推進を図るべきである。 

 

〇 「本人活動」は、障がい者同士が様々な自主的な活動を行うグループを中心とし 

た活動であり、我が国では、特に知的障がいをもつ当事者たちの自主的活動を指す。

当事者が運営の中心を担っているが、活動を支援する人が不可欠であり、親の会や行

政機関、社会福祉協議会などがバックアップしている場合もある。 

 

〇 全日本手をつなぐ育成会（当時）による過去の調査（平成 17年）では全国で 239

団体、神奈川で 15 団体が活動している。その後は本格的な調査が行われておらず、

ネットワーク組織化が当事者の間で議論されている。 

 

〇 本人活動の具体的な活動内容は、当初はレクレーション活動が主軸であったが、近

年は、障害者権利条約、福祉サービス制度、成年後見制度などの勉強会等も行われる

ようになっている。 

 

〇 また、身体障がい者の自立生活運動から始まったピアサポートと呼ばれる本人（当

事者）活動は、近年、知的障がいや精神障がいの分野にも広がっており、国において

も、研修事業を創設し養成等を支援している。県では、精神障がい当事者のピアサポ

ーターを養成し、精神科病院からの退院促進を進めている。 

 

〇 国の調査では、活用資金の不足、活動の幅の拡大、活動する場の不足などが課題と

されており、また、本人活動の課題としては、利用者の対人関係、支援者の確保、運

営資金などが挙がっており、こうした課題に向き合って、障がい当事者の様々な社会

参加を支援していくことが重要である。 

 

✓ 本人活動の大切さの県民への周知、啓発 

✓ ピアサポーターの活動範囲の知的障がい分野への拡大 

✓ ピアサポーター養成後のフォローアップ（交流会やスキルアップ研修） 

✓ 企業活動への障がい者の参加事例についての情報共有、啓発 

✓ 本人活動の支援者の養成・確保に向けた実態把握 

✓ 本人活動を広げていくための公的助成が必要 
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 イ 政策決定過程への参加 

 

〇 当事者目線の障がい福祉を推進していくには、とりわけ、障がい福祉に関する政策

を決定していく行政等における議論の過程に、障がい当事者の参加を、最大限、図っ

ていくべきである。 

 

✓ 県設置の障がい福祉関連の検討会議体への障がい当事者の参加の必須化 

✓ 県が行う福祉関係の研修に当事者の声を聴くプログラムを用意 

✓ 意思決定支援の多職種チームへの本人以外の当事者の参加の推進 

 

 

（４）その人らしい暮らしの実現～社会資源の充実方策 

 

ア 居場所と出番 

 

〇 居場所と出番を作り、人がつながる当たり前の地域生活を実現していくことが重

要である。 

 

〇 平成 18年に障害者自立支援法が施行され、公的な日中活動サービスである生活

介護や就労支援Ｂ型事業等の整備が進んできた。今日、障がい者の地域生活を支え

る重要な社会資源となっているが、①利用者の高齢化への対応、②「行動障がい」

のある人や医療的ケアが必要な人の支援、③支援者の確保、が大きな課題となって

いる。 

 

〇 また、①自法人の相談支援事業所によりサービス等利用計画を策定することが権

利擁護の観点から問題ではないか、②ノウハウのない営利法人等の参入が増大し、

質に課題があるのではないか、③生産活動を行う場合の工賃の水準が低い、④一般

就労につなげる取組みが弱い、⑤地域生活支援事業との組合せによるより多様な日

中活動のあり方を検討すべき、といった指摘もある。 

 

   ✓ 事業所数の増加に対応した適切かつ効率的な事業所指導 

✓ 利用者の高齢化、強度行動障がい、医療的ケア児・者等、困難性の高い支援ス

キルを学ぶ機会の確保 

✓ サービス等利用計画の策定に際し、意思決定支援の手法を取入れ、多職種によ

るチームで検討を行う仕組みの導入 

✓ 小規模な事業所に対する経営指導の実施 
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✓ 就労支援事業所の事業内容の充実を図るための意見交換、好事例等の共有 

✓ 企業との連携の強化による一般就労につながる取組みの推進 

✓ 地域生活支援事業を組み合わせた、より多様な支援の実施 

 

 イ 地域生活移行の推進と地域生活の支援の強化 

 

〇 本人の自己決定・自己選択を尊重し、地域でその人らしい暮らしが実現できるよ

う、必要な支援を組み立てていくべきである。 

 

〇 障害者基本法では「全て障害者は、可能な限り、どこで誰と生活するかについての

選択の機会が確保され、地域社会において他の人々と共生することを妨げられない」

とされており、障害者総合支援法においても「どこで誰と生活するかについて選択肢

が確保され、地域社会において他の人々と共生することが妨げられない」と基本理念

において定めている。このような考えの下、これまで、全国的にグループホームや日

中活動の場の整備が進められ、入所施設や精神科病院からの地域生活移行の取組み

が進められてきた。 

 

〇 これまで、県としてもグループホームの加配人件費や改修費の補助を行い、居住支

援の充実に注力してきたが、足元では、入所施設等からの地域生活移行がやや鈍化の

傾向となってきており、国は、重度の障がいの人もグループホームに移行できるよ

う、平成 30年度に日中サービス支援型グループホームを創設した。 

 

〇 一方で、入所施設が一番適切であり地域移行は不要という意識の施設も一定数存

在する。施設か地域かという問いかけではなく、どのような暮らしをしたいのか、心

の声に耳を傾け、願いや希望に寄り添う意思決定支援に取り組むことが重要である。

とりわけ県立施設は率先して、地域生活移行に取り組む専任職員の配置などの体制

整備、地域生活体験用のグループホームの設置、街中での居住支援の提供に取り組む

べきである。加えて、施設が提供する日中活動はできる限り施設外に出ていくように

すべきである。 

 

〇 入所施設は（自立支援）協議会に積極的に参加し、関係者との連携に努めること 

が重要であり、県立施設は地域生活移行のロールモデルとなるよう取り組むべきで

ある。 
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 ウ 居住支援の推進 

 

〇 誰もが自立して尊厳をもち、住み慣れた地域で安心して暮らし続けることのでき

る居住の場が用意されるべきである。 

 

〇 入所施設ではない公的な居住支援として、グループホームの整備が進められてき

た。身辺自立が困難な重度の障がい者の受入れを進めるため、夜間支援員の配置、

「強度行動障がい」のある人の受入れに伴う報酬上の評価、医療との連携を図る加

算など、制度の改善が図られてきているが、「親亡き後」の不安が完全に払しょく

されてはいない。 

 

〇 こうしたことから、平成 30年度創設の「日中サービス支援型」グループホーム

の全国の先進事例を収集し、制度の周知を図り、事業者の取組みを促すとともに、 

重度の障がい者の受入れを容易にするための改修費用の助成を引き続き実施してく

ことが重要である。 

 

〇 もとより、住まいをどこにするか、本人の意向をよく聞くことが重要であり、意

思表出が難しい人には、意思決定支援を行いながら、サービス等利用計画を作成す

ることが必要である。 

また、近年、経営ノウハウのない営利法人等のグループホームの開設運営への参

入が続いており、新規参入した法人に対する質の確保を図るための経営指導を行う

ことも重要である。 

 

✓ 民間賃貸住宅の利用を円滑にするため、神奈川県居住支援協議会に参画すると

ともに、住宅確保要配慮者居住法人等と連携を図る 

✓ 建物構造の整備ノウハウを関係者が容易に得られるよう、知見を有する機関と

の連携関係を作る 

 

 エ 関連領域と連携を図った包括的な支援体制 

 

〇 今後、個人や世帯が抱える生活課題がますます複雑化、多様化していくことが予

想されるところであり、重層的支援体制整備事業等を活用した包括的な相談体制づ

くりが必要不可欠である。 

 

〇 また、県は、相談支援体制づくりのエンジンとなる（自立支援）協議会の活動強

化にも取り組むべきである。その設置が目的化して形骸化しているとの指摘がある
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障がい保健福祉圏域の（自立支援）協議会について、関係者間の連携態勢を強化す

べきである。 

 

〇 障害者基本計画においては、障がい者が各ライフステージを通じて適切な支援を

受けられるよう、教育、文化芸術、福祉、医療、雇用等の各分野の有機的な連携の

下、切れ目のない支援を行うことが必要、とされている。 

 

〇 県の障がい関係施策も福祉部局だけに留まらないことから、関係部局が連携し、

施策を一体的に実施することが重要であり、障がい者の地域生活支援を実効性のあ

る取組みとするには、政令指定都市、中核市を含む市町村との連携も必要不可欠で

ある。 

 

〇 関連各分野が一体となって、以下に掲げるような当事者目線の障がい福祉を推進

していくために、知事をトップとした全庁的な推進体制を組織することが必要であ

る。 

 

✓ 障がい者団体、職能団体、企業、経済団体等の協力体制を構築する 

✓ 障がい当事者（本人）の活動団体は当事者目線の障がい福祉の推進に不可欠 

✓ 医療と福祉の効果的な連携のあり方についての市町村レベルでの検討 

✓ 学校と放課後等デイサービス事業者との情報共有の促進 

✓ 教育関係者に対する福祉制度の研修の実施 

✓ 障がい児のきょうだいに対する支援ニーズの早期の把握 

✓ 保育所での障がい児の受入促進のための保育所等訪問支援の更なる活用 

✓ ハローワークと就労系障害福祉サービス事業者の協働による、一般就労した障 

がい者の職場定着支援の推進 

✓ 一般住宅の利用の円滑化策（居住支援協議会）の推進 

✓ 障がいの状態像に応じた住宅改修のノウハウの蓄積と情報提供の促進 

✓ 「農福連携」の一層の推進 

✓ 介護の地域支援事業で取り組む移動支援のノウハウの活用 

✓ 障がい者の地域生活がより豊かになるよう、商工会、観光業者、商店街、生協

などの既存の社会資源を活かすための支援コーディネーターの設置の検討 

 

 オ 福祉人材の確保と養成 

 

 〇 公的なサービスが質を確保しながら必要十分に提供されるには、持続的に人材を

確保、養成していくことが不可欠であり、今日、社会保障分野に限らず、全ての産 
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業において共通する課題となっている。 

 

〇 福祉人材の確保は一市町村だけでは解決が困難な課題であり、県がリーダーシッ

プを発揮して、関係者と緊密に連携しながら、重層的で広範な取組みを進めること

が必要である。 

 

〇 今後 20年で労働力人口は約 1,000 万人減少し、介護分野と同様の推計比率を障

がい分野に当てはめると、20年後の 2040 年には、約 25万人が不足すると予想さ

れる。国は平成３年頃からマンパワー確保対策を講じてきており、平成 19年に新

たな人材確保指針を策定し、以来、福祉事業従事者の福利厚生の充実、退職手当共

済制度、処遇改善交付金等の措置を講じるとともに、外国人労働者の福祉分野への

誘導策も実施してきた。 

 

〇 今日、福祉分野の有効求人倍率は、他産業よりも大きく（人手不足感が大きい）、

とりわけ大都市圏はその差がさらに大きい。給与水準が直近の毎月勤労調査で全労

働者が約 33.7 万円に対し、福祉・介護は 31.3 万円と下回っている一方で、離職率

は全産業との差は殆どなく、離職理由は「人間関係」が一位という特色がある。 

 

〇 今後、各障害福祉サービス事業所等は、ロボット・ICT 技術の導入やキャリアパス

制度の整備など、職場環境の改善を図っていくことはもちろんであるが、支援者皆が

やりがいを感じながら、いきいきと働くことのできるチームづくりや、職場内コミュ

ニケーションの向上を図る運営マネジメント力の向上が必要であり、行政が積極的

にその支援を行っていく必要がある。 

 

✓ 国が実施する処遇改善加算の申請率の向上を図る 

✓ 産業カウンセラーの派遣を可能にする仕組みを整えるなど、メンタルへルス対

策を進める 

✓ やる気のある職員が孤立したり燃え尽き症候群にならないように、スーパービ

ジョンやコンサルテーションの導入を進める 

✓ 社会福祉連携推進法人の仕組みの活用を図りながら、法人間の人事交流等を進

めることにより、キャリアラダーの設計につなげる 

✓ 現役の職員のキャリアアップを図るため、リカレント教育を受けやすくする方

策を検討する 

✓ 障がい福祉の仕事に関心をもってもらうため、情報発信を工夫するとともに、

障がい福祉の仕事に関するWEBサイト等を整備する 



33 
 

✓ ボランティアやアルバイトで事業所に関わりをもった人に丁寧な対応を行い、

就業につながるよう努める 

✓ 事業所等で長期のインターンを受け入れ、就業後のミスマッチを防ぐ 

✓ 企業者と連携の上、「創業等支援措置制度」を活用し、元気高齢者の障がい福祉

分野への就業を促す 

✓ 移り住んで障がい福祉の仕事に就きたいと考える人を増やしていくため、働く

エリアと住むエリアの魅力を情報発信する取組みを進める 

 

 カ 入所施設（県立施設も含む）のあり方の議論の深化 

 

〇 国の障害福祉基本計画では、グループホーム等の地域の受け皿を整備しながら、

入所施設については、段階的・計画的に縮小していく方針とされている。実際、入

所施設の入所者数は減少しており、今日、グループホーム入居者数の方が、それを

上回っている現状にある。 

 

〇 一方で、「親亡き後」の恒久的な居住の場として、入所施設に安心感を持つ家族

もあり、また、今日、障がいの重度化、高齢化、医療ケアの必要性など、新たな課

題も生じていることから、こうした課題に入所施設がどう関わっていくべきか具体

的に考えていく必要がある。 

 

〇 また、戦後間もないときに、入所施設が在宅の障がい児・者を受け止めてきたと

いう歴史も踏まえておくことが重要であり、その上で、①入所施設でしか担えない

役割、②入所「待機者」の需要とは何か、③現入所者のケアをどうするのかといっ

た論点を十分に検討することが必要である。 

 

〇 障がい当事者の施設での暮らし、地域での暮らしに関する考えは、立場によって

も異なり、様々な意見があるが、今日、ノーマライゼーションの考えに基づき、地

域における本人中心の当たり前の暮らしを可能とすべきである。今後、県がしっか

りと関与し、（自立支援）協議会等の場で議論を重ね、県下の各事業者の理解、合

意の下で、社会福祉連携推進法人や地域生活支援拠点等の仕組みを活用しながら、

神奈川全体で、必要な支援の組立てを行っていく必要がある。 

 

〇 具体的には、「相談」、「住まい」、「日中活動」、「居宅支援」、「移動」、「集いの

場」、「地域のつながり」について充実させ、入所施設の機能の分散化を図っていく

必要がある。 
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そして、施設機能の分散化を図りながら、①旧来の保護収容型の入所施設は解消を 

目指し、②新規入所は、緊急時対応を除き、原則として有期の自立訓練のみとし、併

せて、実質的な「昼夜分離」を進め、施設の機能は、居住支援（夜間の支援）に特化

させる（地域に対する日中活動サービス等の提供は妨げない）。うち、③県立施設に

ついては、機能（市町村支援、基幹相談支援、研修機能）の移転を進め、規模を縮小

の上、民間移譲を目指すことを提案する（ただし、県として求められる臨床研究的役

割、人材育成は別途検討）。 

 

〇 しかしながら、夜間部分（施設入所支援）の報酬だけで運営を維持できるかが課

題であるため、国への要望も検討に含めながら、入所施設の役割の縮小、転換を図

り、緊急時対応と通過型のサービス提供に重点化することを、2040 年頃の目標と

するよう提案したい。 

 

 キ 県立施設の支援内容のさらなる検証 

 

〇 県立施設において続いていた、長時間の身体拘束などの不適切な支援について、

なぜそうしたことが続けられてきたのか、また、どのようなプロセスにより身体拘

束を解消することができたのか、更なる検証に取り組み、必要な情報を行政や民間

事業者と共有すべきである。 

 

〇 折しも、本年（令和 4年）3月、県立中井やまゆり園における利用者支援外部調

査委員会が設置された。これは、令和元年 7月に発生した骨折事案における再調査

を進める中で、別の不適切な支援に関する情報を把握したことから、徹底的に調査

を行うためのものである。 

 

〇 県立中井やまゆり園における不適切な支援に関する報道をきっかけにした対応に

ついては、本検討委員会の中間報告においても言及したところである。本件に関し

ては、本検討委員会としても、早期の真相の解明を期待するとともに、入所者に対

する適切な支援が確保され、支援者の就労環境の整備が図られることを望むもので

ある。 

 

（５）本人の可能性を引き出す、専門的な個別のサポート 

 

 ア いわゆる「強度行動障がい」のある人の支援の充実 

 

〇 いわゆる「強度行動障がい」のある人に対する支援の充実・強化を図ることが必 
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要である。 

 

〇 神奈川では、「強度行動障がい」のある人の約 60％が入所施設で生活している。県

立施設にも多くの行動障がいのある人が入所しているが、不適切な身体拘束等が指

摘されており、課題が多い。 

 

〇 当事者本人の合意と了解の上で入所し、「地域を作る」視点から「強度行動障がい」

のある人が地域に戻っていくことのできる環境を作るといった、優れた支援を実践

している民間施設に学び、こうした支援の理念や手法を神奈川全体に広げていくこ

とが重要である。 

 

   ✓ 「行動障がい」についての理解が広がるよう県民への周知に努める 

✓ 支援のノウハウを蓄積し、事例検討や実践報告の場を設ける 

✓ 適切なアセスメントとモニタリング手法の確立 

✓ 全ての支援者が「強度行動障がい」のある人の支援の基礎的研修を受講する 

✓ より実践的で高度な研修の機会を設ける 

✓ スーパーバイズやコンサルテーションの機会を設け、支援の評価を適切に行う

とともに、支援者が燃え尽きないようにサポートする 

✓ 居宅サービス等を活用した地域生活のためのモデル的な取組みを行う 

✓ 入所施設の個室化、ユニット化を進め生活の質を高める 

✓ グループホームでの受入れが進むよう、住環境と人員配置の改善を図る 

✓ 適応障がいにしない療育・教育の予防的な取組みを進める 

✓ 「強度行動障がい」ゆえに地域生活を続けることが困難な人の支援体制づくり 

✓ 神奈川全体で、「行動障がい」のある人に対する支援のネットワークを構築 

✓ 専門性の高い支援のノウハウを持つ事業者をその拠点として指定し、人材育成

や施策の評価・効果測定等を行う 

 

 イ 高齢化への対応 

 

〇 我が国の少子高齢化の進展速度はすさまじく、障がい者の高齢化も同時に進行し

ていることが数値的にも明らかになっており、障がい者の高齢化への対応を推進す

ることは急務である。 

 

〇 国においては、平成 30年に共生型サービスを創設し、介護サービスを障がい者

が利用しやすいようにしたほか、障がい者が介護老人福祉施設に入所した際の利用
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者負担の軽減措置についても併せて創設され、障がい福祉と介護の連携が強化され

てきた。 

 

〇 しかしながら、ターミナルケアが必要となった場面の支援等については、障がい

者だけの課題ではなく、誰もが適切な対応を受けられるようにすべきである。この

ため、障がい者が高齢になっても、地域での生活を維持することができるよう、訪

問看護や訪問医療を受けやすくすることや、入所施設やグループホームの夜間の看

護師配置を強化することで、夜間の緊急時対応を可能とするなどの取組みが必要で

ある。 

 

○ さらに、共生型サービスについて制度周知を図るなどして実施事業者を増やすと

ともに、障害福祉サービス事業所の専門職が、高齢の障がい者支援のノウハウを介

護サービス事業所に対し助言を行うことや、自立支援協議会などの場を活用して、

障がい福祉、介護、医療などの関係者が情報交換、課題共有を行い、高齢の障がい

者に対する総合的な支援ができる体制を作ることが重要である。 

 

 ウ 新たな課題への対応 

 

〇 医学の進歩を背景として、NICU（新生児集中治療室）等に長期入院した後、引

き続き人工呼吸器や胃ろう等を使用し、たんの吸引等の医療的ケアが日常的に必要

な子どもたち（医療的ケア児）やその家族への支援の必要性が高まっている。 

 

〇 医療的ケアが必要な人とその家族に対する支援は、医療、福祉、保健、子育て支

援、教育等の多職種連携が必要不可欠であるとされおり、医療的ケア児及びその家

族に対する支援を推進するため、「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関す

る法律」が令和３年６月に成立し、同年９月に施行されている。 

 

〇 同法においては、国、地方公共団体等の責務や、保育及び教育の拡充に係る施

策、医療的ケア児支援センターの指定等について定めており、神奈川においても、

関係施策の推進が期待される。 

 

〇 また、障がいに関連して、ひきこもり、孤立・孤独、生活困窮、ケアラー、家族

支援といった新たな課題への対応も急がれる。こうした課題に対しても、市町村や

事業者、県民と情報を共有するとともに、連携を図って、解決に向けた取組みを進

めていくべきである。 
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（６）多様な価値感の取込み、持続可能な誰も排除しない社会の実現 

 

 ア 障がい者アートやＩＣＴ技術活用の推進 

 

〇 文化芸術先進県を標榜し、障がい者アート（障がい者の文化芸術活動）の推進を

図るべきである。 

 

〇 我が国の障がい者の文化芸術活動は、近年、障がい分野だけなく、文化芸術分野

からも機運が高まり、平成 30年、「障害者文化芸術推進法」が成立し、「文化芸術

基本法」に基づく「文化芸術推進基本計画（第 1期）」においても、障がい者によ

る文化芸術活動の推進環境の整備等が重要な施策として位置付けられている。 

 

〇 いわゆる「障がい者アート」は現代アートの領域に、剰余価値や効率主義といっ

た既存の価値観を覆すものとして強烈なインパクトを与えており、「障がい」が、

今までにない発想によってより良い変化をもたらし、社会を大きく変化させるよう

な新しい価値観の創造の可能性を秘めているといえる。 

 

〇 国は、各種補助事業等により障がい者の文化芸術の普及を進めており、県も、神

奈川県障がい者芸術文化活動支援センターを運営し、人材育成やワークショップ等

を実施するなど、障がい者の芸術文化の振興に努めてきたが、先進地では、障がい

者アートで町おこしに取り組むところも現れている。 

 

〇 障がい者の創作活動は、多くが自己表現の一つとして行われるものであり、芸術

的な価値のみにとらわれずに、身近に自己表現を行う機会や作品発表の機会を増や

す取組みを進めることを基本にしつつ、アーティストの発掘や創作した作品の展示

の機会を創出する取組みを行ってきた「ともいきアートサポート事業」をさらに進

め、地域における文化芸術に関する相談支援、ネットワーク形成、人材育成等の取

り組み、芸術家や専門家が福祉施設等を訪問・巡回し、利用者等と共に行う多様な

創造活動を促進する取組みを進めていくべきである。 

 

〇 また、県は、知見を有する民間団体等と連携し、障がいの種類や程度、ニーズに

合った最新の障がい者向けロボット・ＩＣＴ機器、サービスに関する情報提供の充

実強化を図るとともに、ＩＣＴ機器に不慣れな障がい者が、それぞれの状態像に応

じた利用方法を学び、また利活用のための支援が受けられる仕組みづくりを進める

べきである。 
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○ 先端技術であるロボットやＩＣＴ技術を活用して、障がい者の地域生活を支援す

るため、その状態像に応じた自立支援機器が持続的に開発されることも重要であ

る。そのためには、先端技術（シーズ）と本人の必要性（ニーズ）のマッチングが

円滑に行われることが必要である。県は、国の機関等と連携し、障がい当事者、関

係機関・関係団体、ロボット・ＩＣＴ機器の製造開発事業者や販売事業者とコンソ

ーシアム（共同事業体）を設立し、それぞれの障がい特性に応じた機器の開発や普

及に努めることも検討すべきである。 

 

 イ ポストＳＤＧｓ 

 

〇 今後、SDGs の考えが、障がい福祉と深く関連付けられることについて普及啓発を

図り、事業者等が積極的に関わる意識を醸成し、ポスト SDGs に向けた議論の広が

りを目指すべきである。 

 

〇 今後、SDGs の考えが、障がい福祉と深く関連付けられることについて普及啓発を

図り、事業者等が積極的に関わる意識を醸成し、ポスト SDGs に向けた議論の広が

りを目指すべきである。 

 

〇 例えば、SDGs の目標８「働きがいと経済成長」の「包括的かつ持続可能な経済成

長及びすべての人々の完全かつ生産的な雇用と働きがいのある人間らしい雇用（デ

ィーセントワーク）を促進する」ことの実現に向けては、障がい者が、自らの力を発

揮して、就労していくことが重要な要素と位置付けられており、障がい者の社会参加

と自立にとって大変重要な目標となっている。 

 

〇 こうした中、近年、働き難さを抱える障がい者の就労の実現に向けて、同じ思いを

持った仲間が共に働く場として、ワーカーズコレクティブ、労働者協同組合、労働統

合型社会的企業、支援付き中間就労といった働き方が注目されている。 

 

〇 行政、地域の関係機関・団体、住民が連携しながら、障がい当事者一人ひとりの「出

番」を持続的に作っていくための、コンソーシアム（共同事業体）を立ち上げるなど、

障がい者の就労の場の持続的な確保を目指すことが重要である。 

 

〇 また、企業の障がい者雇用の課題解決に向け、「ジョブヘルパー」などの本検討委

員会における提言も踏まえ、県関係部局間で連携を図るとともに、労働者協同組合、

社会的企業等について情報を発信し、知見のある公益団体の協力を得ながら、その起

業等を支援することも必要である。 
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 ウ 制度の持続可能性の確保 

 

〇 障がい福祉を含む社会保障制度は、今日、国民、県民にとって、守るべき共有財

産ともいえるほど必要不可欠なものとなっており、必要な財源の手当てはしっかり

と行いつつ、効果検証を行いながら、公的なサービス提供をはじめとする施策等の

最適化を図っていくべきである。 

 

 

（７）地域共生社会を目指したオール神奈川の取組み 

 

 ア 地域包括ケアシステムの対象拡大 

 

〇 障がい者も含めた地域包括ケアシステムを目指し、誰もがいのち輝かせて暮らす

ことのできる地域共生社会を実現することを目指すべきである。地域包括ケアシス

テムに障がい分野全体も加えていくことを念頭に、関係部局と連絡調整を進め、各

施策の滑らかな連結に努める必要がある。 

 

〇 「地域包括ケアシステム」は、可能な限り住み慣れた地域で、自分らしい暮らし

を人生の最期まで続けることができる、地域の包括的な支援・サービス提供体制」

を目指すものであり、国も県も、その構築を進めてきた。近年、障がい分野と関連

付けが進展し、国の障害福祉計画の基本指針において、精神障がいにも対応した地

域包括ケアシステムの構築が成果目標とされた。 

 

〇 平成 30年から「共生型サービス」が、令和 3年から重層的支援体制整備事業が

始まり、介護と他分野の一層の連携を進める公的な仕組みが整備されてきた。今

後、旧農漁村型のコミュニティに戻ることは困難であり、「新たな地域のつなが

り」が求められており、人口減少と高齢化が進み、生活課題も複雑化、複合化して

いくことが予想される中で、いわゆる 2040 年問題の課題解決に向けて、地域共生

社会の実現が求められている。 

 

〇 今後、市町村レベルでは困難な医療機関・団体との協力体制づくりに注力すると

ともに、専門職が配置されている地域包括支援センターは大きな社会資源であるこ

とに着目し、県は、重層的支援体制整備事業等を活用し、地域包括ケアシステムが

障がい分野へ対象を拡大していけるよう市町村を支援することが重要である。 
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〇 また、障がい者が地域の大切な「担い手」として、耕作放棄地を再整備したり、

移動商店街を展開したりするなどの取組みが広がっており、こうした情報の共有を

図り、関係者の相互の連携を進めることも重要な視点である。 

 

〇 地域包括ケアシステムは地域の再生につながる取組みであり、行政だけでは完結

できない。住民一人ひとりが自分ごととして捉えられるよう、考え方の普及啓発が

重要であり、県は、各地の取組みの実態を把握し、必要な総合調整を行う必要があ

る。「新たな地域のつながり」を作っていくために、支援する、支援される関係が

固定されないよう、障がい福祉事業者は、地域での当事者の出番を創造する役割を

果たすべきである。 

 

 イ （自立支援）協議会の活動の推進 

 

〇 障がい保健福祉圏域毎に自立支援協議会を設置し、その活性化を図っていくべき

である。この圏域毎の自立支援協議会には、県職員がコミュニティワーカーとして

しっかりと関与を行い、各市町村自立支援協議会の活動に関し、市町村間で格差が

生じないように、総合調整等の役割を果たしていくべきである。 

 

 ウ 市町村支援 

 

市町村支援に関する議論については、本検討委員会において、特段のテーマ（論

点）設定１はしなかったが、各論点の検討の過程で、以下の重要な提案がなされた。 

 

〇 神奈川は政令指定都市が３市、中核市が１市、その他が県域という複雑な構成で 

あり、市町村との連携体制を強化していく必要がある。県が市町村と、どこまでど

のような連携を行っていくのか。「連携」は実体が伴うことが重要である。 

 

〇 市町村の時代である。県は様々な取組みにおいて、市町村の後方支援の立場。県

は黒子に徹して、全体を調整していくことが必要だが、全国のいろいろな自治体を

見てきて感じるのは、局所的に頑張っている市町村や地域はあるが、県が頑張らな

いで、市町村が頑張っているところはない。 

 

〇 県立施設の利用者を地域生活に移行する、あるいは今まで地域で暮らしてきた人

が、親亡き後もずっと地域で生活するという仕組みを作るのは、やはり市町村であ

る。県立施設が地域生活移行に本格的に取り組むに当たっては、地域に社会資源が

必要だ。市町村とそこをどのように共有していくかがこれからの課題である。 
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〇 神奈川は広く、いろいろな地域にたくさんの障がい当事者が暮らしている。県が

本気になって、市町村をまとめてほしい。 

 

 

１）本検討委員会の中間報告以降の議論に際しての論点設定の考え方については、14 頁を参照されたい。 
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３ 今後の施策等の進め方 

 

  上記の施策等を力強く着実に進めていくためには、以下のことに留意することが重要

である。 

 

（１）長期的なビジョンに基づいた実行プランの策定 

 

〇 本検討委員会では、長期的な戦略的視点で、神奈川の障がい福祉のあるべき姿を議

論してきた。目指す将来像からバックキャストで何にどう取り組んでいくか、中長期

的な展望を踏まえつつ、今後、計画的、段階的に課題を解決していくための、地に足

の着いた実行プランの策定が極めて重要である。 

 

〇 県は、かつて極めて深刻な財政難に直面している。神奈川県緊急財政対策本部調 

査会が平成 24年９月に取りまとめた「神奈川県における緊急財政対策に対する最終

意見」には、「本調査会としては、「県有施設は原則全廃」という視点に立ち、設置目

的、民間代替性、県・市町村の役割分担、更新期に見込まれる財政需要、税負担の公

平性といった様々な観点から、その必要性・あり方について原点に立ち返った見直し

を進める」ことが提言されている。 

 

〇 前述の「最終意見」では、県立施設については、「社会福祉施設」という括りで、

「平成 15年度に、県の「県立社会福祉施設の将来展望検討会議」において示された

「将来展望」に基づいて取組みを進め、民間移譲を進めるべき５施設及び民間委託の

検討を進めるべきとされた２施設については、平成 23年度までにそれぞれ移譲ある

いは指定管理者制度の導入に至っている」と現状認識を示した上で、「しかし、「将来

展望検討会議」から 10 年近くが経過した現在（平成 24 年当時）、社会福祉を巡る

制度や社会環境も大きく変わってきていることから、改めて施設運営のあり方を精

査し、民間活力の更なる導入の可能性について、考えていくべきである」と提言して

いる。 

 

〇 平成 26 年に取りまとめられた「県立障害福祉施設等のあり方検討委員会」では、

県立施設を存続させる理由として、「民間では受け入れることが困難な最重度の障が

い者の受入れ」を挙げているが、結果的に、「強度行動障がい」などの重度の障がい

者が多く入所することとなり、ニーズが支援力を上回って、不適切支援につながって

いなかったか、検証が必要であろう。 
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〇 長期的な視点で段階的、計画的に施策を進めていくには、全体を見据えた総合的な

戦略が必要である１。そのためには、関係者が課題解決に向けた議論を通じて信頼関

係を築き、同じ価値観を共有しながら、お互いに協力していくという公共的な意識が

欠かせない。県は、積極的にフィールドに出向き、関係者との対話を重ねることが極

めて重要である。 

 

（２）できることから速やかに取り組むこと（サブグループづくりなど） 

 

〇 着実に施策等を展開していくためには、財源の裏付けも重要である。しかし、予

算要求→予算査定→議会審査→予算執行という1年がかりのサイクルを待っていて

は、時宜を得た取組みは進まないだろう。本検討委員会での意見にあるとおり、い

わゆる「ゼロ予算」あるいは「実行予算」で着手することができるものも少なくな

い。 

 

〇 今後の取組みには、県の本気度が問われている。予算がないからといった、でき

ない（やらない）理由をどんなに時間をかけて考えても、事態は進まない。できる

ことから速やかに、これが合言葉となるよう施策等の展開に取り組んでいただきた

い。 

 

 

（３）効果検証をしっかり行うこと～ＰＤＣＡサイクル 

 

〇 ゼロ予算にしても人的な資源投入は行われる。限られた人的資源、財物を投入す

るからには、効果測定は必須である。なにより、障がい当事者にとって本当に役に

立っているのか、常に目を凝らしておく必要があるだろう。障がい者のため、と思

って取り組んできたことの多くが不適切であったという先の検証等から導かれる

教訓である。 

 

〇 施策等の実施に当たっては、PDCA サイクルをしっかりと回していくことが重要

であり、評価する人には、是非とも当事者に加わっていただき、「当事者目線」で評

価を行っていくことが重要である。 

 

１）溝端 幹雄「目に見えにくい長期的視点の大切さ」（大和総研 経済調査部、2007） 

  



44 
 

 

Ⅱ 論点ごとの提言の詳細 

 

 

1 障がい福祉施策の充実強化 

 

① いわゆる「強度行動障がい」のある人に対する支援 

 

 ア 現状・課題 

 

〇 いわゆる「強度行動障がい」とは、生まれつきの障がいではなく、周囲の環境や関

わりによって、人や場に対する嫌悪感や不信感を高め、自傷行為等が高い頻度で出現

している状態であるとされている１。 

 

〇 「行動障がい」のある人については、全国的な調査は行われておらず、平成 25年

に国立のぞみの園が厚生労働省障害者総合福祉推進事業として実施した調査研究２

において、「強度行動障がい」とされる人は全国で約 8,000 人と推計（療育手帳交付

者の１％）している。また、公的な障害福祉サービスである行動援護の支援対象は、

令和元年９月時点、全国で 14,254 人（障がい者 11,820 人、障がい児 2,434 人）

である。 

 

〇 県では、関係施策の基礎資料とするため、平成 11年から３年おきに実態調査を行

っており、直近の平成 29年調査では、「強度行動障がい」のある人は、1,310 人（政

令指定都市除く）と把握されているところ、そのうち施設に入所している人は約60％

となっている。 

 

〇 「行動障がい」のある人に対する公的な障害福祉サービスとしては、訪問系サービ

スの行動援護があるほか、生活介護や放課後等デイサービスにおいて、サービス提供

時の報酬上の評価を行っており、居住支援を行うグループホームや入所施設につい

ても、手厚い職員配置が可能となるよう、報酬上の評価が行われている。これらの報

酬の算定には、支援者等の資質の確保を図るため、所定の研修の受講を要件としてい

る。 

 

〇 県においては、県立施設に対し、民間で受け入れることが難しい「強度行動障がい」

のある人等を引き受けるといった障がい者支援の先頭を走る役割を与えられ、県独

自に「強度行動障害対策事業」などを実施するなど、支援内容の質を高めるための研
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究活動も、かつては盛んに行われていた。しかし今日、県立施設でのそのような活動

は行われておらず、支援の質の低下が指摘されている。 

 

〇 また、先の津久井やまゆり園利用者支援検証委員会（以下「支援検証委員会」とい

う。）及び支援推進検討部会では、県立施設において、長時間の居室施錠等の身体拘

束が、長期にわたり行われていた事例が複数あることが明らかとなり、とりわけ「行

動障がい」のある入所者に対して不適切な支援が行われる傾向にあることが分かっ

た。 

 

〇 もとより、大規模な入所施設の中で、「強度行動障がい」のある人に集団生活を強

いることは、その状態像をより重篤なものに変容させていくという構造的な課題に

加え、「強度行動障がい」のある人に対する全国の先駆的な支援の取組みにより標準

化されている支援方法を導入するも、県の組織・財政が見直される中で、指導的な役

割を果たしてきた職員が人事異動等により流出し、その支援手法が当初の考え方か

ら変質したとの指摘もある。 

 

〇 一方で、100人規模の入所施設ではなく、グループホームにおいて、「強度行動障

がい」のある人に対し適切な支援を行っている先進事例や、入所施設においても、ユ

ニット化、個室化するとともに、「行動障がい」のある各利用者に適した日中活動の

場を用意し、昼はできる限り施設の外で地域と関わりながら働き、やがて地域生活に

移行することを本人とも約束し、根拠に基づく専門性の高い支援を行うといった取

組みも存在する。 

 

〇 平成 29 年の調査３では、事業所等における障がい者虐待の要因として、「支援者  

のスキル不足」、「障がい特性の理解不足」が高い割合を占めているという結果であ

り、適切な支援手法の確立はもとより、一人ひとりの状態像に応じた支援内容を組立

てるための適切なアセスメントとモニタリングの仕組みが求められている。 

 

〇 今日、「強度行動障がい」のある人に対する専門的な支援手法を、各事業所の支援

者 まで広く習得させることを主眼として、国が実施している「強度行動障害支援者

養成研修（指導者研修）」と県による支援者向けの「強度行動障害支援者養成研修」

が実施されているが、講義と演習によるものであるため、より実践的なプログラムと

することが求められる。また、研修規模が小さいこと等により、「強度行動障害支援

者養成研修」の基礎研修の受講が、報酬の加算要件にされているにも関わらず、受講

機会が十分に確保できていないとの指摘がある。 
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〇 加えて、「強度行動障がい」のある人に対する専門性の高い支援を実際に担える人

材が非常に少なく、また、医療との連携が重要であるところ、「行動障がい」を理解

している医師が非常に少ない、との指摘もある。 

 

〇 また、国は、平成 16 年に成立した発達障害者支援法を踏まえ、「行動障がい」の

ある人も含め、発達障がいの人に対する総合的な施策を進めており、県においても、

地域の支援拠点として、相談支援、発達支援、就労支援、情報提供等を行う発達障害

者支援センターの設置を行うとともに、各障がい保健福祉圏域に、発達障がい者地域

支援マネージャーを配置し、障害福祉サービス事業所等が抱える困難ケース等に対

する訪問支援（相談支援・技術支援）等を行っているが、期待された成果が上がって

いるのか、どのように効果測定を行うのかといった課題が指摘されている。 

 

 

イ 検討の方向性 

 

（「強度行動障がい」という捉え方） 

〇 「強度行動障がい」や「行動に課題のある人」という言葉の使い方を整理すべきで

ある。「強度行動障がい」といった状態像が客観的に評価されていない中で、支援者

の力や施設の方針に左右されてしまい、支援者が対応できなくなったときに、「強度

行動障がい」というレッテルが貼られてしまう。この現状をまず押さえる必要があ

る。 

 

〇 また、「行動に課題のある人」という表現があるが、その人自身に何か問題がある

というふうに読み込める。むしろ、社会がその人に、そういう課題を与えているとい

う側面があるのであり、社会自体、地域自体が変わっていかなければならず、支援者

も変わっていかなければいけないという理解に立つべきである。 

 

〇 「発達障がいのことを理解するために、私は一般の人と一緒になって勉強してい

る。やはり他の障がいを知ることは大事であるし、仲間同士でそういう研修を行った

方が良い。そのために当事者同士の研修会を作ってほしい」との意見もあった。 

 

〇 「行動障がい」は、本人の問題ではなく、合理的な配慮がなされなかった結果と 

して誘発されるものであり、「他に有効な方法が見当たらない」として、身体拘束や

行動制限を行うことは避けるべきである。行政は、この基本的な考えを、研修会等の

実施を通じて、障害福祉サービス事業者や支援者はもとより、県民にも広く周知する

よう努めるべきである。 
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（「強度行動障がい」のある人に対する支援の基本的な視点） 

〇 日常的に「行動障がい」のある人と接する機会のある委員からは、「「強度行動障

がい」といわれる自閉スペクトラム症の人を怖がる人が結構いるが、常に会話を大

事にし、優しく接すれば、本人たちは分かってくれる」という意見や、「この人難し

いと言う前に、やはり、まず興味のあることを話すと良いと思う」という意見があ

った。 

 

〇 また、「一人ひとりの可能性をしっかりと周囲が感じていくことが、地域での生活

を継続させていくことにつながっていく。一人ひとりの可能性が無限にあるのだと

いう、その状況を作っていくことがいかに大切であるか、それが専門性になる」と

の意見もあった。 

 

〇 障がい者が抱えている困難さは、環境因子によるものである。一人ずつ違うその

環境の中でどう支援していくかについては、研修だけではなく、支援の現場を常に

支援者も家族も含めて見て、改善していくという試みが行われ続けなければならな

い。 

 

〇 「障がいがあると分かってから、周りの大人たちが「こんなこと危ないから、危

険だからやっちゃ駄目よ」と、一時期、ずっと止められていた。何でそこで自分の

力が縮まされたんだろうと後悔している。そのまま子どもから大人にどんどんステ

ップアップしていれば、「こんな支援が必要」と言えた」という意見や、「まずは自

分で聞こう、私に対しても聞いてもらって、私はこういう人ですって。そういうこ

とが小さいときに分かっていれば、もっともっと違うんだろうなと思う」という意

見があった。 

 

〇 「強度行動障がい」のある人に集団生活を強いることは、行動の課題をより重篤

に変容させる可能性がある。しかし、「強度行動障がい」のある人が人間関係を持て

ないというのは全く性格の異なる話である。「強度行動障がい」のある人に対する支

援は、「人が刺激になる」、「言葉が刺激になる」という理由から、人との接触を遮断

するという手法が多く用いられている。そういった方法論に当てはめるのではなく、

心の発達や個別性を重視することが必要である。 

 

〇 「行動障がいがある」、「行動に課題がある」と言われる人達たちは、適切な支援

により、実際には人間関係を作ることができる。そういった障がい福祉の実践が存

在する。支援により本当に人間として回復していき、地域にまた戻っていくことが

できるというプロセスが極めて重要である。 
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〇 「強度行動障がい」のある人、日常の行動に課題を多く抱えている人に対し て、

支援者が諦めることがあってはならない。その人の状態に応じた支援についてしっ

かりと話し合うことが重要であり、アセスメントの際には、心の発達、身体の発達、

動作、参加、環境因子、個人因子などが全て絡み合う。とりわけ、環境設定について

は、簡単に一言でくくられている現状があり、環境設定とはどういうことなのか、議

論を深めていく場を設けることが必要である。 

 

〇 「行動障がい」のある人が事業所や入所施設を利用する際には、本人が何のため 

にその施設を利用するのか、納得した上でなければ「行動障がい」が重篤化する恐れ

がある。本人が事業所等を利用する際には、本人と「約束と合意」を交わすという実

践をしている入所施設がある。 

 

〇 「身体の発達は、脳科学的な観点などからもしっかりと学んでいかないと、本人 

の生き難さの解消にはつながっていかない」という指摘がある。今日、入所施設で行

われている環境設定の方向性については、社会に向かっていくべきであり、心の発達

と身体の発達とが一体的に考えられるべきである。 

県は、市町村や事業者、さらには教育・研究機関等とも連携し、「強度行動障がい」

のある人に対する支援について、表面的な「構造化」手法によるのではなく、根拠あ

る専門的な支援への転換を図るよう取組みを進めるべきである。 

 

（適切なアセスメントとモニタリング） 

〇 「強度行動障がい」のある人について、現状にのみ対処していくという方法では、

最 終的な解決にならないことを踏まえるべきである。家族も含めて支援の関係者

は、子どもの時からの様々な経過について遡って、確認することが重要である。 

 

〇 現行のサービス管理責任者の研修は、基礎、実践、更新と段階別・階層別に体系 

化されており、アセスメント等の重要性についても、各段階において伝えるプログラ

ムとされていることから、同研修も活用しながら、「行動障がい」のある人の適切な

アセスメント及びモニタリングの充実を図っていく必要がある。 

 

〇 個人の状況に応じて、適切な支援の方法を組み立てるには、アセスメントが非常 

に重要であり、本人の持っている強みや可能性という「ストレングス」に着目をした

アセスメントの強化に取り組んでいくべきである。 

 

〇 そのため、事業所等は、担当する支援員と管理監督者、各種専門職（医師、看護師、

薬剤師、栄養士、心理士、理学療法士、作業療法士など）が参加し、「本当は本人が
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一番困っている」、「もっと自由でいたい」という本人理解を前提に、課題行動への要

因を探る必要がある。また、各事業所等は、本人の好きなこと、得意なこと、苦手な

ことなどに注目しながら、きめ細かな分析が行われるよう、アセスメントの手法の確

立を目指すこととし、県はその実現に向けた支援を行うべきである。 

 

〇 本人の「できることが増えていく」、「居場所が増えていく」という支援の実践を 

積み重ねながら、定期的に評価を行うモニタリングも重要であり、事業所等は、支援

を行う多職種の連携を図りながら、快適な支援の環境を形作ることができるよう、モ

ニタリングの手法の確立を目指すこととし、県は、その実現に向けた支援を行うべき

である。 

 

（日中活動の充実） 

〇 「行動障がい」のある人の不得意なことに注目するのではなく、本人の得意なこ 

と、できることに着目し、事業所等は、本人の特性を踏まえた日中活動の場を用意し、

本人が自信を取り戻すような支援を行うことが重要である。 

 

〇 また、入所施設における日中活動については、できる限り、施設の外に出ていく 

工夫をすべきである。そのためには、地域のサービス基盤の充実を図ることが必要で

あるが、入所施設は、日中の生産活動等の時間と、それ以外の時間を明確に区切り、

余暇を楽しむ機会を作るとともに、住まいでは、くつろぐことができ、ゆっくり睡眠

をとるという当たり前の暮らしの実現を目指すべきである。 

 

〇 入所施設に入所する「行動障がい」のある人は、刺激を遮断することが本人の生活

の安定につながるという考えから、昼間、施設外に出て日中活動を行っている例は少

ない。しかし、障がい者本人の望む暮らしを実現するためには、法人内の施設利用に

とどまらず、地域の社会資源を活用し、幅広い選択肢を通して、社会とつながりなが

ら、本人の自律を支援することが重要である。 

実際、昼間は全ての入所者が施設外に出て就労活動を行っている先進的な入所施設

も存在する。県は、県下の入所施設を設置する法人間の情報交換の機会を設けるとと

もに、他法人の日中活動の相互利用をしやすくする地域連携推進法人制度の導入方法

について分かりやすく情報提供を行うなど、県下の事業所等の日中活動の底上げを図

るべきである。 

 

（住まいの整備４） 

〇 「行動障がい」のある人ばかりを大規模な入所施設に集めるような支援は、本人 

にとって極めて過酷な生活環境に置かれるものであり、入所規模のダウンサイジン
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グを進めるとともに、居室のユニット化と個室化を進めることが重要である。県はそ

のための財政的な支援を行うべきである。 

 

〇 また、グループホームの人員体制について、「強度行動障がい」のある人が入居し

た場合の報酬上の評価は、報酬改定を重ねるごとに改善されているものの、夜間支援

体制は一人を原則としていることや、支援者の確保の困難性、世話人の専門性の必要

性など、様々な課題が指摘されており、こうした第一線が捉えている課題を、行政が

（自立支援）協議会などの場を活用して、しっかりとキャッチし、制度改善、充実に

つなげる仕組みを作っていくべきである。 

 

〇 「強度行動障がい」のある人に対する支援は、居住支援として行うグループホー 

ムだけの支援では非常に難しい。日中活動を含め、本人の望みや願いに基づいた支援

を提供していくことができるよう、県は、市町村とも連携し、相談支援に係る多職種

や関係機関によるチームアプローチに取り組むとともに、個別的かつ専門的なサー

ビス提供体制を構築すべきである。 

 

（居宅での支援のモデル実施） 

〇 障害者自立支援法の施行時は、「行動障がい」のある人に対する訪問系サービスは

行動援護だけであったが、平成 26年度改正により、知的障がいや精神障がいの人で

「著しい行動障害を有する」人も重度訪問介護の対象となった。「行動障がい」のあ

る人が地域で安心して暮らすことができるよう、県は、市町村と連携し、日中活動を

組み合わせた、行動援護、重度訪問介護、重度障害者等包括支援の支給決定のあり方

について、モデル的な実践も含め、研究を行うべきである。 

 

（アウトリーチによる支援の強化） 

〇 自宅で興奮状態になってパニックが起きたときに、ショートステイや入所施設、 

グループホームで受け入れるというのは、場所が変わって環境が変わるということ

であり、行うべきではない。短期入所等で受け入れて、専門家が支援するという方法

ではなく、支援者が家庭などに出向き、「行動障がい」のある人が落ち着くまできち

んと支援する専門性が必要である。「行動障がい」でパニックになったときには 24

時間 365 日、地域生活支援拠点等からアウトリーチで支援することが求められる。 

 

〇 本当の専門性は、自分たちの「お座敷」で支援する専門性ではなく、本人がいる 

場所に出向いて、そこでどのように本人が頑張れるかアプローチするという専門性

であるべきである。障害福祉サービス報酬に関しても、本人がいる場所に出向く支援

を評価すべきであり、必要な制度改善要望についても検討すべきである。 
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〇 居宅で「行動障がい」のある人がパニックを起こした際に、短期入所で受け入れ 

るのではなく、アウトリーチによって十分な支援を行うためには、専門性の高い支援

者の養成が不可欠である。直ちに支援の方法を一律に転換することは難しいことか

ら、県は、市町村及び事業者と連携を図り、行動援護の支援者養成のノウハウを基礎

に、課題の共有や支援手法の好事例の研究、専門的な支援手法の研修の機会を設ける

などの取組みを進めることが重要である。 

 

（支援者の養成研修） 

〇 現在、県が実施している「強度行動障害支援者養成研修」の受講機会をできるだ

け増やすとともに、自閉症療育者のためのトレーニングセミナーなど既存の研修体

系との調和を図りながら、研修内容をより良質なものにしていくことが重要である。 

 

〇 また、同研修内容は経験年数１年から３年の支援者を対象とした基礎的なものと、

中堅の支援者を対象とした、より実践的な研修の２段階で実施されているが、県は、

例えば、支援の組立てを演習するなどのより高度で実践的な研修の機会を設けるべ

きである。 

さらに、虐待防止の研修においても管理者向けの研修があるように、「強度行動障

がい」に関し、事業所等の運営の責任者である、法人役員や管理者を対象とした研修

の機会を用意すべきである。 

 

〇 なお、現在の「強度行動障害支援者養成研修」には、基本的な身体の発達や心の 

発達に関するプログラムが抜けており、支援の基礎とすべき「本人との約束と合意」

という発想に至らない。支援側が対応しきれないという枠を超えていくことで、非常

に豊かなつき合いにつながるという実践が積み上げられており、県は、今後、支援の

個別性を重視した研修を実施していくべきである。 

 

〇 事業所等は、障がい福祉の仕事を志す人達がやりがい感じられる支援現場となる

よう、また、支援者が燃え尽きることのないよう、支援をきちんと評価し、より良い

支援につなげていくためのスーパービジョンやコンサルテーションの機会を設ける

こととし、県は、その実施に向けた支援に、より一層取り組むべきである。 

  この場合、単発的なコンサルテーション等の支援ではなく、併走型で長期間にわた

って支援を受けることのできる体制を検討すべきである。 

 

（支援のノウハウの蓄積） 

〇 「強度行動障がい」のある人は市町村・圏域単位では少数であることから、一つ

の事業所、一つの市町村で支援体制の構築や支援手法の蓄積を行うことは難しいた
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め、県は、神奈川全体の広域で支援体制の構築を目指すべきである。 

 

〇 「強度行動障がい」のある人が一般には理解しにくい行動をとることがあるが、

それは本人の意思だというふうに理解をすることが重要である。そういった行動は

一つの自己主張という考え方がある。自己主張だと理解できるかどうかは、支援者

の力量の問題であり、県内の各事業所の支援者がそうした力量を持てるよう、県は、

各事業所の取組みを支援し、公的サービスの提供体制の整備を図っていくべきであ

る。 

 

（地域におけるネットワーク作り） 

〇 県は、市町村と連携し、支援者が標準的な支援を学ぶ機会をきちんと整備し、支援

の質の高い事業所を増やしていくという取組みを継続していくことが重要である。

その上で、地域において、包括的な支援体制を整備していくこととし、神奈川全体で、

居宅サービス、日中活動、相談支援といった公的な支援を軸に、支援のネットワーク

の構築を目指すべきである。 

 

〇 地域の理解や支え合いの強化だけではなく、行政が主導して、療育・教育の予防 

的な取組み（適応障がいにさせない取組み）を進めるべきである。また、「強度行動

障がい」ゆえに地域生活を続けることが困難な人を対象に、緊急時の対応ができる、

相談、居宅支援、短期入所の機能を有する地域生活支援拠点等の整備を進めるととも

に、医療との連携を強化していくことが重要である。 

 

〇 心の発達と身体の発達を一体的に捉える実践を広げていく必要がある。「強度行動

障がい」のために、地域で暮らせなくなった人たちが、入所施設における支援の中で、

もう一度、地域生活に戻ることができる可能性が見えてくる。そうした実践により、

計画相談や地域の相談員、市町村のケースワーカーも、もう一度地域に戻ってもらい

たい、戻そうという取組みが生まれる。そうした「一緒に戦っていく」という流れが

ネットワークを作っていくことにつながっていく。 

 

〇 地域に十分な社会資源がない時代においては、家族としても、入所施設に任せる 

ことが一番の安心という心情があったと言える。しかしながら、家庭での生育と施設

に入所してからの対応の中で「強度行動障がい」は作られていったという側面があ

る。障がい者の生活を変えていくには、子どもの時からの生活を家族も一緒に考えて

行動していくことが重要である。 

 

〇 これまで、「行動障がい」のある人の支援は、パニックを起こさないよう、刺激を
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遮断して、社会や人とのつながりを絶つような支援が行われてきたが、できる限り、

地域との関わりを保った支援を目指すべきである。そのため、「行動障がい」のある

人が利用する事業所等が、地域の住民、企業、商店、各種団体などと連携することで、

様々な社会資源を活用して日中活動の場を作り出し、地域の中の事業所・施設という

立ち位置からさらに進んで、事業所等が「地域を作る」活動を展開することとし、行

政もそのサポートを行うべきである。 

 

〇 「行動障がい」のある人の望みや願いに寄り添った、当事者目線の支援を加速させ

るため、県は、地域におけるモデル的な施策とネットワーク構築に努める事業所等を

拠点として指定し、関係機関との連携の下、他の事業所等に対する助言・指導や、専

門的な支援を行うことのできる人材の育成、施策の評価・効果測定等を行うべきであ

る。 

 

 

１）国立障害者リハビリテーションセンターに設置されている「発達障害・支援センター」によると、「強度行動障害と

は、自分の体を叩いたり食べられないものを口に入れる、危険につながる飛び出しなど本人の健康を損ねる行動、他人

を叩いたり物を壊す、大泣きが何時間も続くなど周囲の人のくらしに影響を及ぼす行動が、著しく高い頻度で起こるた

め、特別に配慮された支援が必要になっている状態のことを言います。」としており、「適切で専門的な支援を行う必要

があり、医療を含めた強度行動障害に関する総合的な支援体制を構築するとともに、障害者福祉施設等の従事者が、専

門的な知識や技術を身に付け、本人の生活の質を向上させることが求められています。」と解説している。（同ホームペ

ージ「強度行動障害とは」http://www.rehab.go.jp/ddis/data/material/strength_behavior/） 

２）独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園「強度行動障害支援初任者養成研修プログラム及びテキストの

開発について」（2014）において、国における強度行動障害特別処遇事業（1993）の利用者を判定するための「強度行

動障害判定基準表」や、障害程度区分認定の調査項目から「行動援護」のために採用された「行動関連項目」、重度障害

者支援費加算における行動関連項目を判定指標として紹介し、鳥取県における障害者支援施設、障害福祉サービス事業

所、特別支援学校を対象とした大規模な調査では、強度行動障害判定基準表で 20 点以上の人は、障害福祉サービス等

を受けている障害者のうち 0.9%程度の発生率であり、一方、行動関連項目で 8 点以上の人は 1.9%であったとして、

判定指標により人数に影響が出ることを指摘している。また、厚生労働省が公表しているサービス利用状況及び加算対

象者数から、施設入所支援の重度障害者支援加算（Ⅱ）は、新基準で 14,901 人（2014）、行動援護については、7,013

人（2014）であり、慎重に推移を見守る必要がある、としている。 

３）増田公香「障害者虐待の発生要因に関する考察～A県内における障害者施設従事者への意識調査を通して」山口県立

大学学術情報第 10 号、2017 

４）住宅施策との連携は、「２地域の社会資源の充実①医療、教育、雇用、農業、商工等関連分野との連携」（ｐ78）参照 
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② 高齢化に伴う支援の充実強化 

 

ア 現状・課題 

 

〇 内閣府によると、令和２年10月１日現在、日本の総人口約１億2,571万人に対し、

高齢者は3,619万人となり、総人口に占める65歳以上の人の割合（高齢化率）は

28.8％となっている1。神奈川では、令和２年１月１日現在、総人口約920万人に対

し、65歳以上人口は約231万人で、高齢化率は25.4％となっている。 

 

〇 国立社会保障・人口問題研究所によると、出生中位・死亡中位推計では、2040年

には、総人口１億1,092万人に対し、高齢者は3,920万人と見込まれており、その時

の日本の高齢化率は35.3％に上ると推計されている２。人口構造は短期間で大きく変

化することはないため、今後も高齢化が進むものと考えられる。 

 

〇 65歳以上の高齢障がい者数については、国立のぞみの園の調査によると、平成28

年時点で、全国で高齢障がい者は487万人、そのうち2.9万人が障害者支援施設等に

入所しており、1.4万人がグループホームを利用しているとされている３。 

 

〇 また、厚生労働省によると、在宅の高齢障がい者数は341.8万人であり、同時点の

高齢者数3,459万人に対する割合が約10％であった４。この割合を将来推計人口に当

てはめると、2040年の在宅の高齢者数が3,920万人と見込まれていることから、

2040年の在宅の高齢障がい者数は、その10％、すなわち約390万人と推察される。 

 

〇 公的な障害福祉サービスにおいては、障がい福祉と介護サービスの円滑なつなが

りを確保するため、平成30年に「共生型サービス」が創設されている。神奈川では、

令和３年６月現在、介護保険サービスの訪問介護16事業所、通所介護２事業所、障

害福祉サービスの居宅介護６事業所、重度訪問介護６事業所、生活介護14事業所、

自立訓練（機能訓練・生活訓練）３事業所、児童発達支援２事業所、放課後等デイサ

ービス３事業所、短期入所３事業所が共生型サービスの指定を受けている。 

 

〇 また、平成30年から、現在65歳以上で、65歳になるまでに５年以上特定の障害福

祉サービスの支給決定を受けていた人で、障害支援区分が区分２以上であることな

ど一定の要件を満たす場合、申請により障害福祉相当介護保険サービスの利用者負

担額が償還される制度（新高額障害福祉サービス等給付費)も始まった。 

 

〇 地域で老いていき、そして人生の最期まで、一緒に生きてきた仲間たちとともに 
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過ごしたいと思っていても、終末期ケアが必要となった場面で、住み慣れた場所での

支援を受けることが困難となる高齢障がい者もいる５。年齢を重ねて、終末期ケアの

場所や、医療処置の必要がなくなったあとの看取りなどの課題は、障がいにかかわら

ないこととして捉えていく必要がある。 

 

 

イ 検討の方向性 

 

（医療、看護体制の整備） 

〇 人生の最期の場面まで、ともに生活してきた仲間と一緒に、住み慣れた場所で生

活を継続できることが可能となるよう、一義的には市町村が、訪問看護や訪問医療

等のサービスを受けやすい体制を整備するよう努めることとし、県はその実現のた

めの支援を行うべきである。 

 

〇 在宅で常時医療的なケアが必要な高齢障がい者に対し、グループホームや入所施

設において、夜間の緊急時の対応が可能となるよう、県は、夜間の看護師配置のた

めの財政支援措置など、必要な体制を構築する取組みについて検討すべきである。 

 

（居住支援の基盤整備） 

〇 県は、高齢障がい者の受入れを念頭に置いた、既存のグループホームや入所施設等

のバリアフリー化を図るために必要な財政的措置を引き続き講ずるとともに、建物

の設計やそのノウハウの共有を通して、高齢障がい者も住みやすい居住支援の基盤

整備を進めるべきである。 

 

（社会参加の機会の継続） 

〇 高齢障がい者に対して、どういう暮らし方をしたいかといった意向を確認する中

で、就労等の継続の意思も含めて確認することが必要である。県及び事業者は、本人

が希望する場合は可能な限り生涯現役で働き続けることができるような体制を整備

することを通して、障がい当事者が社会参加する機会の継続を保障するなど、一人ひ

とりに必要な個別の支援をすべきである。 

 

（高齢化に伴う福祉用具の利活用） 

〇 障がい者による福祉用具や補聴器等の利活用は、十分に進んでいない側面がある。

県は、補装具等の製造事業者や販売事業者、経済産業局や関東信越厚生局といった国

の機関なども交え、当事者にとって福祉用具等がより使いやすくなるようフィッテ

イング（寸法合わせ）技術の向上や開発につながる課題の共有を図るべきである。 
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（共生型サービス等のより一層の推進） 

〇 行政は、障がいのある人が、年齢を理由にサービスが断続されることなく、住み慣

れた場所での生活や、これまで利用してきたサービスを継続して受けることが可能

となるよう、障がい特性も踏まえながら、共生型サービスが過不足なく整備され、円

滑に利用ができるよう事業所等に対し制度の周知を図るべきである。また、自立支援

協議会などの場を活用し、地域における共生型サービスの必要度について関係者の

議論を促す取組みを進めるべきである。 

 

〇 県は、特別養護老人ホーム等を開設する介護サービス事業者が、障がいのある人を

受け入れやすくするため、高齢障がい者に対する支援のノウハウに乏しい介護サー

ビス事業者に対して入所施設等の専門職員を派遣し、障がい者支援に関する技術指

導や助言を行うことや、介護サービス事業者が障害福祉サービス事業者に対して、高

齢者に対する介護技術に関する助言を行うなど、双方がそのノウハウを共有できる

ような仕組みを創設すべきである。 

 

〇 県は、障がい者の支援を担っている職員と高齢者の支援を担っている職員が合同

で参加できる、支援力の向上を図る研修を実施することにより、それぞれの支援者を

つなげることを通じて、高齢者と障がい者が一緒に暮らすことが可能となるような

取組みを進める機会を設けるべきである。 

 

（障がい分野と介護分野の連携強化） 

〇 当事者が受けたいサービス等の意思を十分に反映し、障がい福祉と介護保険のそ

れぞれのサービスを組み合わせた総合的なサービス提供が実現できるよう、県は、自

立支援協議会などの場を活用し、当事者や家族と相談支援専門員、ケアマネージャ

ー、市町村の障がい福祉主管課、地域包括支援センター、共生型サービス事業所、医

療機関、訪問看護事業所等の関係者が集まる機会を設けるべきである。 

 

〇 障害福祉サービスと介護保険サービスを併用することや、共生型サービスを利用

することが、当事者本人の希望する生活を支援していくためには肝要であり、介護

保険優先の運用で機械的に移行するのではなく、障がい特性に応じた対応を行う必

要がある。県は、市町村と連携し、適正な運用を図るべきである。 

 

（当事者家族の高齢化に対する対応） 

〇 高齢の家族と同居している当事者は、例えば高齢の親が急逝するといった、いわゆ

る「8050問題」のように環境が大きく変化することが、大きな負担となることを心

配している。そうしたことが、最悪の場合には孤独死などにつながる恐れもあるた
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め、将来のことを不安に感じながら、家族と暮らしている当事者が安心して生活でき

るようにすることが重要である。 

県は、市町村と連携して、当事者が地域でのつながりを作るための仕組みづくり 

を進めることや、地域での暮らしをサポートできる支援者を養成する取組みを進める

べきである。 

 

（人材育成） 

〇 事業所等は、支援者等が高齢障がい者の支援スキルや知識、身体介護の方法等につ

いて、適切に学び、支援に生かすことができるよう、必要な研修等の機会を設けるこ

ととし、県は、市町村と連携し、事業所等が研修等を適切に受講できるよう支援を行

うべきである。 

 

 

１）内閣府「令和３年度版高齢社会白書」、2021 

２）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 29 年推計）報告書」、2017 

３）独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園「発達障害者支援における高齢期支援に関する実態調査」厚

生労働省令和２年度障害者総合福祉推進事業報告書、2021 

４）厚生労働省「平成 28 年生活のしづらさなどに関する調査（全国在宅障害児・者等実態調査）結果」、2018 

５）三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング「障害者支援施設のあり方に関する実態調査」厚生労働省平成 30 年度障

害者総合福祉推進事業報告書、2019 
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③ 地域生活移行の推進、地域生活の支援 

 

ア 現状・課題 

 

〇 障害者基本法第３条及び障害者総合支援法の基本理念で言及されている「どこで

誰と生活するかについての選択の機会が確保され、地域社会において他の人々と共

生することが妨げられないこと」を踏まえ、県でも、国の障害福祉計画指針に基づき、

入所施設の入所者の地域生活への移行を進めるため、障害福祉サービス等の基盤整

備等に取り組んできた。 

 

〇 グループホームや日中活動系サービスの利用者数の推移を見ると、年々増加して

おり、平成 22年度には、グループホームの利用者数が入所施設の利用者数を逆転し

ている。障害支援区分別の推移を見ると、利用者数の増加に伴い、障害支援区分５、

６の割合も増加している。 

 

〇 入所施設からの地域生活移行については、神奈川の第５期障害福祉計画において、

平成28年度末時点の福祉施設入所者のうち約10％となる470人が移行することを

目標としたが、実績は、平成 28 年度末時点入所者のうち 3.6％となる 175 人であ

り、目標を大幅に下回っている。 

 

〇 入所施設の利用者の障害支援区分別の推移を見ると、障害支援区分５、６の人の割

合が年々増加しており、詳細な分析は必要であるものの、入所施設に入所している障

害支援区分５、６の人の地域生活への移行が進んでいないことが考えられる。 

 

〇 第 98 回社会保障審議会障害者部会では、全国的にも、施設入所者の重度化・高齢

化により、入所施設からの退所は入院・死亡を理由とする割合が年々高まってきてお

り、グループホームなどへの地域生活移行者数は減少傾向にあると報告されている。 

 

〇 障がいの重い人が地域で安心して生活できる取組みとして、平成 30年度から日中

サービス支援型グループホームが創設された。神奈川においては、令和３年 10月現

在の整備数は 28か所である。 

 

〇 また、県では、県立施設から地域生活移行を進めるため、その利用者をグループホ

ームで受け入れた場合にグループホームの改修経費や人件費などの補助を行ってい

る。グループホームの改修経費については、令和元年度１件、令和２年度０件、職員

加配の実績については、令和元年度２件、令和２年度３件だった。重度障がい者にも
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対応する日中活動の場の新規整備に対する補助については、令和元年度１件、令和２

年度１件と件数が少なく、今後、さらなる推進が課題である。 

 

〇 平成 30年度の厚生労働省の調査１によると、地域移行に取り組んでいない施設に、

その理由を聞いたところ、「地域での居住の場（グループホーム等）が少ない」が

41.8％となっている一方、「入所者にとって施設の支援が一番適切であるため、地域

移行は不要」という回答が 37.4％であった。 

 

〇 措置制度の時代から継続して入所している人も多く、必ずしも、本人の意向で施設

に入所したわけではないことに留意する必要がある。また、入所すること自体が目的

化しているのではないかとの指摘もある。令和２年度厚生労働省の調査２では、現在

の入所者の地域移行の可能性について調査しており、施設が入所者の地域移行につ

いての意向を把握しているのは調査対象者の約 3.8％に留まっていたとの結果もあ

る。改めて、入所者一人ひとりの意向を確認し、本人の願いや希望に寄り添った支援

が求められている。 

 

〇 前述の平成 30 年度の厚生労働省の調査１によると、在所期間別の割合について、

全体では、「15～20年未満」が 13.7%、「20～25年未満」が 11.3%等となってお

り、在所期間が 30 年以上という人も 2割弱であった。県立施設においても同様に、

15年以上在所している人の割合は、約５割弱と多い。また、県立施設は、地域との

関わりが希薄になりやすく、そもそも地域生活を知らない人を地域に移行させるこ

とに無理があるのではないかとの指摘もあり、入所者に様々な社会経験を積んでも

らうことが必要である。さらに、友人の重要性も指摘されており、地域における人と

のつながりを広げていく取組みも必要である。 

 

〇 加えて、地域生活移行に当たっては、相談支援専門員との連携が欠かせないが、相

談支援専門員や相談支援事業者の数が不足している現状があり、施設の入所者一人

ひとりに十分関われていないことが推測される。 

 

〇 地域相談支援の地域移行支援及び地域定着支援は、地域生活移行や地域生活支援

の要になる事業であり、福祉力や地域生活支援等の力の指標や判断の土台となるも

のである。令和３年２月の都道府県別利用者数（厚生労働省障害福祉課調べ）による

と、県における地域移行支援の利用者数は 20人、地域定着支援の利用者数は 37人

であり、全国と比較しても低い。 

 

〇 地域生活移行を推進する一方で、「施設か地域という対立構造ではなく、施設も住
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まいの場としての選択肢の一つとして位置付けてはどうか」との意見もある。障がい

のある人の市民としての権利を保障し、本人が選択した暮らしの実現に向けて支援

することは当然である。「どこ」で暮らすということだけでなく、「どのような」暮ら

しをするのかが重要であり、支援の内容と質が問われている。 

 

 

イ 検討の方向性 

 

（当事者目線の支援の推進） 

〇 入所施設は、どこで誰と生活するか、どのような暮らしを望んでいるのかについ

て、施設の入所者一人ひとりの自己選択・自己決定を尊重し、その意向に沿った支援

を行うため、意思決定支援に取り組むべきである。 

 

〇 特に、県立施設は重度の障がいの人が多いとされている。どんなに重い障がいが 

あっても障がい当事者には必ず意思があるという前提に立ち、自ら意思を決定する

ことに困難を抱える障がい者の意思決定に、率先して取り組むべきである。 

 

（施設内における地域生活移行の促進体制の構築） 

〇 入所施設からの地域生活への移行を促進していくためには、家族や後見人、相談支

援専門員、事業所、行政等との連携が欠かせない。入所施設は、相談支援専門員や支

援担当の職員だけに任せるのではなく、障がい当事者を含めた関係者で集まり、入所

の目的や今後の方向性、それぞれの役割を確認するなど、組織として積極的に対応す

ることが重要である。県は、意思決定支援の推進を図るとともに、地域生活移行の取

組みを促進する体制を整えた施設に対し、財政的な支援を検討すべきである。 

 

〇 長期間、施設入所している人にこそ、本人の心が動くような経験、体験をする機会

を作り、本人の表情や行動をモニタリングすることが重要である。入所施設は、相談

支援専門員等と連携し、そのような経験や体験をする機会をサービス等利用計画や

個別支援計画に反映し、短いスパンで継続的にモニタリングしていくべきである。 

 

〇 入所施設の利用者に、その施設だけが暮らしの選択肢ではないことを知ってもら

うことが大切であることと同じように、家族等にも様々な選択肢があることを知っ

てもらうことが必要である。入所施設は、障がい当事者や家族等に、必要な情報を分

かりやすく丁寧に提供すべきである。 
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（社会経験等の拡大） 

〇 入所施設の入所者は地域との交流や社会経験が少ないとの指摘がある。生活が全

く変わらず、変化をつくり出していくということが、不本意ながらできていない人に

対してこそ、本人の心が動くような経験が必要である。入所施設は、障がい当事者一

人ひとりの生活が豊かになるよう、外出など余暇の充実や社会参加等に取り組むこ

ととし、県は、その実現に向けて支援すべきである。 

 

〇 入所施設での日中活動を充実することは、地域生活移行の鍵であるとの意見もあ

り、入所施設における日中活動については、できる限り、施設の外に出ていく工夫を

すべきである。しかし、経営の規模が大きな法人であれば、そうした事業展開が可能

だが、小規模な法人などは難しい場合が多い。入所施設は、法人の枠を超えて、連携・

協力できる体制の整備に取り組むこととし、県は、その実現に向けた支援を行うべき

である。 

 

〇 入所施設の入所者に入所施設以外の住まいの場があることを知ってもらうために、

県は、分かりやすい情報を提供するとともに、体験専用のグループホームや、入所施

設の定員の一部を切り出して、いわゆる「分場」、「従たる事業所」のような運営が可

能となる「サテライト型」を利用することのできる機会を設け、誰もが気軽に体験す

ることができるよう取り組むべきである。 

 

（地域におけるネットワークづくり） 

〇 入所施設は地域との関係性が希薄になりがちであるため、地域の自治会等に参加

するなど、地域とのつながりを深め、障がいに対する理解促進に努めることが重要で

ある。さらに、「地域をつくる」という視点に立ち、所在地域、あるいは所在圏域の

自立支援協議会に積極的に参加するなどし、現状の取組みや課題等を共有するとと

もに、地域関係者によるネットワークの構築に努め、県は、その実現に向けた支援を

行うべきである。 

 

〇 また、入所施設から地域生活に移行した際に、本人に関わる人が減っていく可能性

がある。地域生活に移行できれば良いわけではなく、本人の人生がその場所で広がっ

ていくという実感を持てることが重要である。入所施設は、地域生活に移行した後

も、関われる人や過ごせる場所が増えていく仕組みを構築することが必要である。 

 

〇 地域生活移行した人が、何らかの理由で地域生活を続けることが困難になった場

合は、本人の意向を踏まえ、入所施設等は必要に応じて受入れ、再度、地域生活に移

行できるよう支援を行うことが重要である。そのような「循環型」の施設のあり方に
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ついて検討する必要がある。併せて、（自立支援）協議会等で受入れを検討するなど、

地域で支えるための仕組みづくりを行うべきである。 

 

（重度障がいのある人等の地域生活移行） 

〇 重度障がい者が多く入所している県立施設こそ、地域生活移行に全力を尽くし、ど

んなに障がいの重い人も地域生活が可能であるということを証明する必要がある。

施設内の体制構築はもちろんであるが、重度障がい者に対応できるグループホーム

や日中活動の場を設置（委託も想定）し、地域生活への移行に取り組むべきである。 

こうした県立施設の取組みを踏まえ、県は、重度障がい者の地域生活移行に関する

ノウハウを蓄積し、県内の入所施設に情報発信していくべきである。 

 

〇 また、県は、県内や他県の入所施設において地域生活移行が進まない事例の分析

や、地域相談支援の地域移行支援及び地域定着支援の利用状況を調査・分析し、明ら

かになった課題の解決に向けた取組みを進めるべきである。 

 

 （入所施設以外からの地域生活移行） 

  〇 入所施設からの地域生活移行だけではなく、障害児施設に入所している「過齢児」

の地域生活移行や同居している家族から離れた暮らしについても検討していく必要

がある。行政や相談支援専門員等の関係者で協力体制を構築し、本人の望みや願い

に沿って、自律した生活を送ることができるよう、一人ひとりのオーダーメイドの

支援に取り組むべきである。 

 

（地域の社会資源の充実） 

〇 地域生活への移行を進めるには、その受け皿となる地域における社会資源の充実

が必要不可欠となる。本人が「住まいの場」を自分の意思で選択し、その人らしく暮

らすことが可能となるように、行政は関係者と連携し、多様な「住まいの場」を確保

すべきである。グループホーム以外に、入所施設のサテライト型やシェアハウスな

ど、新たな「住まいの場」について検討していく必要がある。 

 

 

１）三菱UFJ リサーチ＆コンサルティング「障害者支援施設のあり方に関する実態調査」厚生労働省平成 30 年度厚生 

労働省障害者総合福祉推進事業報告書、2019 

 ２）一般社団法人日本総合研究所「障害者支援施設における地域移行の実態調査及び意思決定支援の取組み推進のため 

の調査研究事業」令和２年度厚生労働省障害者総合福祉推進事業費報告書、2021 
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④ 日中活動のさらなる充実 

 

 ア 現状・課題 

 

  〇 平成 18年（2006 年）に障害者自立支援法が施行され、公的な障害福祉サービス

の対象に、支援費制度では対象ではなかった精神障がいの人が加えられるとともに、

日中活動としての障害福祉サービスを提供する事業所の開設者を、社会福祉法人に

限らず、  ＮＰＯ法人や営利法人にも広げたことなどから、障害福祉サービスの

利用者数と同提供事業所数は年々増加し、今日、障がい者の地域生活を支える重要

な社会資源となっている。 

 

〇 日中活動の障害福祉サービスを提供する事業所の種別としては、生活介護と就労

支援Ｂ型の事業所がボリュームゾーンであり、実際の活動プログラムは、運営主体の

自由度が高く、一人ひとりの望みや願いに沿った個別支援計画を策定した上で、状態

像に応じた食事や入浴、排せつの援助といった身体介護を中心とするものから、芸術

文化活動や農業、漁業との連携により生産活動を行うものなど、様々である。 

 

〇 障害者自立支援法に基づく新たな障がい福祉の制度のスタートから、途中、障害者

総合支援法に基づく制度への改変を経て、15年以上が経過したが、公的な障害福祉

サービス事業所の実態を調査した、厚生労働科学特別研究事業（平成29年度）１によ

れば、①利用者の高齢化が進んでいること、②重度、多様な障がいの利用者が増えて

おり、とりわけ「行動障がい」のある人や医療的ケアが必要な人の支援に苦慮してい

ること、③支援者の人材確保が難しくなっていること、などが課題となっているとし

ている。 

 

〇 また、障害福祉サービス利用者のサービス等利用計画を、同じ法人の相談支援事業

者が作成している場合があり、権利擁護の観点から問題ではないかとの指摘もされ

ている。具体的には、生活介護事業所では約 30％、就労支援Ｂ型事業所では約 22％

が同じ法人の相談支援事業者が作成しており、入所施設の利用者が利用する日中活

動としての生活介護においては、約 60％が同じ法人の相談支援事業者が作成してい

るという調査結果であった。 

 

〇 さらに、事業所の設置者を見ると、ここ数年、生活介護事業所及び就労Ｂ型事業所

については、ＮＰＯ法人や営利法人が新規に事業を開始した例が増加している傾向

にあり、経営のノウハウ不足についても課題とされている。 
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〇 就労系の日中活動に着目すると、神奈川の障害福祉サービス事業所の賃金（工賃）

については、令和２年度は、前年から微減しているものの、近年は増加傾向にあり、

就労継続支援Ｂ型事業所の令和元年度の平均工賃月額は 15,119 円（前年度 14,696

円）で、また、就労継続支援Ａ型事業所（雇用型）の平均工賃月額は 83,380 円（前

年度 80,508 円）となっている。しかしながら、特に就労継続支援 B 型事業所では

全国平均よりも低い水準であり、地域で自立して生活するには決して十分な水準と

はなっていない。 

 

〇 また、「チャレンジド（障がい者）を納税者にできる日本」を標榜して活動してき

た障がい福祉事業者も存在する。最先端科学技術で、障がいのある人を、働ける人、

社会の支える側へ、という考えである。このような当事者や支援者のこれまでの取組

みに応えるように、現行の公的障害福祉サービスは、一般就労につながる支援につい

ても重視してきた。 

 

〇 厚生労働省の最新の調査２によると、障害福祉サービス利用者が一般就労に移行す

る人の割合は、就労移行支援事業所では平成25年の47.7％から令和元年度は54.7％

と大きく上昇しているものの、就労継続支援Ａ型事業所では、平成25年の24.7％か

ら令和元年度は25.1％、就労継続支援Ｂ型事業所では平成25年度の15.6％から令和

元年度は13.2％となっており、今後も、障がい当事者の働きたいという願いを実現

する取組みが求められる。 

 

〇 神奈川の第５期障がい福祉計画（平成30年度～令和２年度）における就労移行支

援事業の利用者数については、令和２年度目標の4,152人に対し、実績は4,412人と

なっており、この目標は達成している。しかし、一般就労に移行する利用者の割合

（就労移行率）について、同移行率が３割以上の事業所の数を令和２年度までに全体

の50％とする目標としたが、実績は27.3％であり、達成することができなかった。 

 

〇 入所施設のサービスは、制度上、利用者一人ひとりの利用目的にかなったサービス

が提供されるよう、昼のサービスと夜のサービスとの組合せを選択できる仕組みと

なっているが、日中活動別の実利用者数（割合）は、「同一法人敷地内で活動」が 96.1%

で、「同一法人で別の場所で活動」が 3.1%、「他法人・他団体が運営する日中活動事

業所等で活動」が 0.5%、「その他」が 0.3%であるとの調査結果がある３。社会経験

を積む機会が乏しいという指摘もあり、職住分離が課題となっている。 

 

〇 この他、障害者総合支援法に基づき、障がい者の地域での生活を支援するため、 

市町村がその地域の実情に合わせて、柔軟に支援内容を組立てることのできる「地域
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生活支援事業」があり、日中活動メニューとして、地域活動支援センターなどがある

が、財源が潤沢ではないことや手続きが煩雑であるといった理由から、いわゆる個別

給付との組合せでより一層の地域生活を支援するといった機能を果たせていないと

いう指摘もある。 

 

 

 イ 検討の方向性 

 

（サービス等利用計画） 

  〇 日中活動等の公的サービスの支給決定の前提となるサービス等利用計画は、本人

の望みや願いを最大限反映させたものとすべきであり、権利擁護を図る観点から、

できる限り、利用サービスの設置者とは異なる相談支援専門員によるものであるこ

とが望ましい。このため、県は、今なお不足しているとされる相談支援専門員の養

成に注力するとともに、質の確保を図るため、事業者団体と緊密に連携を図り、研

修・研究の機会を設けるなどの必要な支援を行うべきである。 

 

 〇 また、サービス等利用計画の策定に際しては、現在、県が推進している、意思決定

支援の仕組みを導入し、多職種によるチームを編成の上、本人の心の声にしっかり

耳を傾けられる態勢を整備するよう取り組むことが重要である。なお、多職種チー

ムには、できる限り、ピアサポーター（当事者）の参加を奨励すべきである。 

 

（日中活動の場の重要性と適切な運営支援） 

  〇 日中活動の場は、障がい当事者の仲間づくりの場であり、地域において、いのち

輝かせていきいきと暮らすことのできるための重要な社会資源であり、事業者等は、

一人ひとりの心の声に耳を傾け、福祉的就労も含め、望みや願いに応じた質の高い

事業を進めるべきである。 

 

  〇 具体的には、「当たり前に参加したり、挑戦できる環境や機会を増やしてほしい。

それが仲間たちの居場所になる。」という意見に見られるように、障がい当事者一人

ひとりの可能性にしっかりと目を向けることが重要である。そのような視点から、

社会参加を後押しする中で、地域で暮らせなくなった人たちも、もう一度可能性が

あるんだという多様な側面が見えてくる。日中活動の場は、障がい者本人が挑戦し

ながら、自信を持って活躍することができる、そういう場とすべきである。 

 

  〇 行政は、指定障害福祉サービス事業所を指定した責任の下、必要な指導助言に取

り組む必要がある。行政は、今日の事業所数の増加に適切に対応してくために、事
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業情報の幅広な公開の推進、神奈川県国民健康保険団体連合会が有する報酬請求デ

ータによる支援内容の分析、自主点検の督励、当事者によるモニタリングの導入な

どを進めるべきである。 

 

（小規模な事業所の経営支援） 

  〇 日中活動のサービス事業者は、経営規模が小さく、設立して間もない法人が多い。

行政は、指定事業所として指定した責任を踏まえ、その健全な経営の確保を図る観

点から、経営相談の機会を設けたり、緩やかな共同事業の実施についての助言指導

や、支援の質の向上に向けた研修受講の督励を行うなどの支援を行うべきである。 

この場合、経営指導についてのノウハウのある公益性の高い法人・機関と連携を図

るべきである。 

 

（利用者の高齢化、「行動障がい」のある人、医療的ケアが必要な人への対応） 

  〇 近年、日中活動系の障害福祉サービス事業所の利用者について、高齢障がい者、

強度行動障がいのある人、医療的ケアの必要な人の利用が増えているという調査結

果が報告されており、管理者も含め、支援者には支援技術の向上、専門的知識の習

得が求められている。このため、事業所等は、最新の支援理論、支援技術を学ぶ機

会を設けるよう努めることとし、行政も、その実現に向けた支援を行うべきである。 

 その際、広域のエリアにおいて、研修・研究の機会を設けることが効率的であり、

かつ、事業所及び支援者の広域的な連携も図られることから、県は、例えば、障がい

保健福祉圏域毎に担当者（広域支援のマネージャー）を配置するなど、効果的な取組

みを進めるべきである。 

 

 （入所施設における日中活動のあり方） 

  〇 入所施設においては、外部機関を利用した日中活動の機会が十分に確保されてい

ないという課題があることから、施設利用者について、社会とのつながりを通じ、

自律的な生活を確保するという視点が重要である。昼間、ほとんどの全ての入所者

が施設外に出て就労活動を行っている入所施設の事例もある。また、多くの友人と

社会に役立つ活動に取り組むことで自信を持ち、障がい当事者が持つ本来の、個々

の人間性を回復することができたという実践例もある。 

 

  〇 入所施設は、利用者一人ひとりの望みや願い、可能性を基礎として、昼間、施設

から出て活動する場を用意すべきである。日中の活動の場を用意するに当たっては、

福祉関係者だけで作る必要はなく、地域の企業者（商工会、生協、観光など）や団

体等と連携し、資源を組み合わせるなどして、選択肢の拡大に努めるべきである。

とりわけ、県立施設が、地域の企業等と連携し日中活動の拡大を図ることは、地域
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における障がい者の理解を促し、障がい者の地域生活を推進することにつながる。 

 

  〇 また、県立施設は、短期入所を活用して、地域の様々な社会資源を組み合わせる、

支援ネットワークを構築するといった役割を担うなど、地域づくりに貢献すべきで

ある。 

 

  〇 県は、法人間の情報交換の機会を設けるとともに、地域連携推進法人の立ち上げ

について、施設外の活動に実績を持つ事業所等と協議を進めるべきである。一方で、

入所施設における職住分離の課題は、障がい福祉サービスの報酬構造に関係するこ

とから、国との調整も必要となることに留意する必要がある。 

 

 （就労系の日中活動の充実） 

  〇 今日、全国の就労支援事業所は工賃の向上に向けて取組みを進めており、好事例

（失敗事例）は数多くある。事業所等はこういった様々な事例に学びながら、関係

機関、関係団体、地域の人たちと連携しつつ、当事者の働きたいという願いに応え

ることが重要であり、県は、そうした努力がきちんと見える形になるよう、研修や

情報交換の機会を設けるなどの支援を行うべきである。 

    この場合、就労支援に関しての情報の蓄積、企業者とのコーディネート力、障が

いの状態像に応じた就労支援の技術力などを備えた公的な機関・団体との連携を図

るべきである。 

 

  〇 また、入所施設の利用者においても、その人に合った日中活動としての福祉的就

労に取り組むことにより、その人らしく、いのちを輝かせていきいきと暮らすこと

につながることが報告されている。生活介護も生産活動のメニューが想定されてお

り、事業所等は、本人の状態像に応じた就労の機会を創出するよう努めるべきであ

る。そのために、県は、入所施設の日中活動の実態を把握し、必要な助言指導に努

め、日中活動系の障害福祉サービス提供事業者との連携を図る機会を提供するなど、

入所施設の日中活動の充実のための支援を行うべきである。 

 

（企業との連携４） 

  〇 障がいのある人が、一般就労の機会を得るためには、企業の理解を促し、企業と

の連携を図っていくことが重要である。単独の障害福祉サービス事業者では、支援

者等が企業に出向き、連携・協力関係を築くことは難しい。県は、就労支援に取り

組む事業所相互の連携強化と、企業とのマッチングの機会を設けるなど、連絡調整

役を務めることとし、例えば共同受注窓口といった連携機関の機能強化を図ってい

くべきである。 
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  〇 施設外就労は、福祉的就労から一般就労への転換が図りやすいとされることから、

事業所等は、企業と福祉の連携をより一層強化してくことが重要である。県は、事

業所等が施設外就労の機会を得やすくするよう、上記と同様、連絡調整役を務める

こととし、連携機関の設置または機能強化を図ることを検討するべきである。 

 

 （地域の社会資源の有効活用） 

  〇 障がい当事者から、「廃校となった学校など、公立施設をもっと有効利用し、障が

いを問わず利用できる、暮らしやすい広場を作ってほしい。今後は県営施設や市営

団地の空き住まいを利用できないだろうか」という意見があった。障がい者一人ひ

とりがその能力を発揮し、自信も持って活躍できる場を増やすため、県は、活用で

きる資源を公表するなど、工夫して、地域の社会資源の有効活用に取り組むべきで

ある。 

 

（地域生活支援事業の活用） 

  〇 地域支援事業は創設来、実施事業のメニューが徐々に増加するとともに、一方で 

個別給付への一部メニュー移行が行われるなど、制度変更が実施されている。それ

ぞれの地域の実情に応じて柔軟に実施できるという利点に着目し、日中活動につい

ても、個別給付で対応できない部分の支援が期待されている。県は、各市町村の実

施事業の実態をしっかりと把握する仕組みを構築し、より効果的な執行について、

市町村に対し助言を行うよう努めるべきである。 

 

 

１）原田 将寿（研究代表者）「障害者の福祉的就労・日中活動サービスの実態把握及び質の向上による調査研究」厚生労

働科学研究費補助金障害者政策総合研究事業 平成 30 年度総括・分担研究報告書、2019 

２）社会保障審議会障害者部会第 113 回資料「障害者の就労支援について」厚生労働省、2021 

３）三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング「障害者支援施設のあり方に関する実態調査」厚生労働省平成 30 年度障 

害者総合福祉推進事業報告書、2019 

４）雇用分野との連携については、「2 地域の社会資源の充実 ①医療、教育、雇用、商工等関連分野との連携」（ｐ77）参

照 
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⑤ 居住支援の充実強化 

 

 ア 現状・課題 

 

〇 障がい福祉が未成熟な年代においては、障がい者の公的な居住支援は保護収容型

の入所施設だけであった。我が国においても、ノーマライゼーションの考えが広が

り、誰もが、住み慣れた地域で当たり前に暮らすことのできる社会を目指すようにな

った。 

 

〇 平成 18 年の障害者自立支援法の成立から障害者総合支援法への制度変更を経て、

訪問系サービスの充実が図られるとともに、グループホームの対象者拡大と機能強

化、住宅セーフティネット法の成立などにより、その実現は図られつつあるが、「行

動障がい」のある人や医療的ケアが必要な人、高齢で障がいのある人などにどのよう

な居住支援を提供すべきかといった新たな課題も生じている。 

 

〇 入所施設だけしか居住の場が選べない社会は、当事者目線の障がい福祉が実現し

た社会とは言えない。様々な状態像にも対応し、本人が望む住まい方ができるよう必

要な支援を組み立てることが重要である。 

 

〇 今日、グループホームは、その利用者数が、入所施設の利用者数を逆転し、障が 

い者が必要な支援を受けながら地域で暮らすことができる極めて重要な役割を担っ

ている。自治体が当該地域で必要な整備量を定める障害福祉計画の実績値（実績/見

込量）を見ると、第５期（平成 30年度から令和２年度）は毎年、前年比２％ポイン

トを超える増え方となっている。 

 

〇 また、グループホームの障害福祉サービス報酬は、改定のたびに充実強化が図られ 

ており、平成30年には、障がい者の重度化・高齢化に対応するための新たな類型と

して、「日中サービス支援型グループホーム」が創設されている。これは、短期入所

を併設し地域で生活する障がい者の緊急一時的な宿泊の場を提供することも予定さ

れており、地域生活支援の中核的な役割を担うこととされているが、制度創設から間

もないため、神奈川県内での設置数は28か所（令和３年10月）となっており、まだ

少ない。 

 

〇 県のグループホーム全体では、令和２年度 10 月時点で 707 箇所（利用者数 

10,016 人）となっており、設置数は年々増加しているものの、入居者の障害支援区

分５及び区分６の人の構成比は、平成 28年度の 27.8％から平成 29年度は 28.9％
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であり、1.1％ポイント増にとどまっている。 

 

〇 一方で、厚生労働省の調査研究１によると、グループホーム利用者の今後の住まい

の希望として、一人暮らしやパートナー等との二人暮らしを希望する人が一定数い

る（知的障がい者：8.5％、精神障がい者：2.3％、身体障がい者:7.7％）としてい

る。 

 

〇  厚生労働省社会保障審議会障害者部会２では、「平成 30年度に自立生活援助を創

設したところ、サービスが十分に行き渡っていないため、一定の支援があれば本人が

希望する一人暮らし等の生活が可能な者であっても、グループホームに留まらざる

を得ない状況がある」としている。 

 

〇 なお、近年、障害福祉サービスの実績や経験があまりない事業者が、クループホ 

ームの開設運営に参入している例が増えている。神奈川においては、令和３年 10月

現在、グループホーム全体の設置主体のうち、営利法人であるものが 22.2％、NPO

法人であるものが 25.7％を占めており、支援の質の確保が課題であるとの指摘があ

る。 

 

〇 民間賃貸住宅や公営住宅についても、障がい者の居住の場として重要な社会資源

であり、訪問系サービスを組み合わせて地域生活を実現することを希望する当事者

も少なくないものと推察される。しかし、民間賃貸住宅にあっては、障がいがあるこ

とを理由とした入居の拒否など、その利用が広がっていない現状がある。東京都 23

区の障がい者グループホームを運営する法人を対象とした調査（平成 30年３月）３

では、民間賃貸住宅などで一人暮らしをしている人がいると答えた 33法人に、問題

となることを聞いた結果、「連帯保証人の確保」（24 法人）、「家主による入居制限」

（17法人）、「手間や時間がかかる」(14 法人)､「家賃が折り合わない」（９法人）等

としている。 

 

〇 また、国土交通省と厚生労働省が連携し、全国に居住支援協議会（住宅確保要配 

慮者居住支援協議会）の設置を進めている。同協議会は、住宅セーフティネット法に

基づき、住宅確保要配慮者（低額所得者、被災者、高齢者、障がい者、子供を育成す

る家庭その他住宅の確保に特に配慮を要する人）の民間賃貸住宅等への円滑な入居

の促進を図るため、自治体や関係業者、居住支援団体等が連携し、住宅確保要配慮者

及び民間賃貸住宅の賃貸人の双方に対し、住宅情報の提供等の支援を実施するもの

である。 
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〇 現在、居住支援協議会は県単位・市町村単位合わせて77協議会が設置されている

ところ、県単位の協議会は全ての都道府県にあるが、基礎自治体（市区町村）による

設置が遅れていることが令和２年の厚生労働省の調査４で指摘されており、福祉部局

と住宅部局の連携のあり方が課題とされている。 

 

 

 イ 検討の方向性 

 

（自己決定による住まい選び） 

〇 住まいに関する障がい当事者の自己決定を重視し、何歳になっても好きなところ

で暮らしたいという望みや願いに対応することが重要である。相談支援事業者は、丁

寧な意思決定支援を行い、様々な体験の機会を用意しながら、本人が望む住まいを一

緒に考える取組みを行うべきである。 

また、グループホームの利用者が一人暮らしを望んでいる場合、グループホームの

設置者は、本人の意向を踏まえ、グループホームからの引っ越しを支援することも必

要である。さらに、在宅で家族と同居している人や、障害児入所施設に入所している

人を対象に、グループホームの見学、体験利用の機会を設けるなどの取組みを進める

ことも重要であり、県は、その実施に向けた支援を行うべきである。 

 

（入所施設からのグループホームでの受入れ） 

〇 重い障がいの入所施設利用者の受入体制づくりについては、一定の期間が必要と

思われる。このため、人員配置の比較的厚い県立施設が中心となって、グループホー

ムのバックアップを行う役割を担い、施設のみが選択肢ではないことを施設利用者

に知ってもらうための情報提供を行い、重い障がいの人がグループホームに入居し

やすいように努めるべきである。 

 

〇 重度の障がい者のグループホームでの受入れを推進するため、転倒に備えてのク

ッションフロアへ改修、防犯のための強化ガラスへの仕様の変更など、居住環境のハ

ード面を適切に整えるための改修費について、県は、財政的な支援策を講じるべきで

ある。 

 

〇 入所施設をダウンサイズさせて分散することにより、より家庭的な環境を創出で

きると考えられる。また、それが地域による障がい者の受入れを促進することにもつ

ながる。こうした取組みを進め、利用者一人ひとりの望みや願いに応じた住まいを提

供するため、例えば入所施設の定員の一部を切り出して、いわゆる「分場」、「従たる

事業所」のような運営が可能となる「サテライト型」の国への提案も含め、新たな居
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住支援の場について検討すべきである。 

 

 （在宅生活からグループホームへの移行） 

  〇 「8050 問題」など障がい者を取り巻く課題が複雑化していることからも、在宅で

生活している人を対象とした居住支援が必要となっている。入所施設から地域生活

移行を進めていくと、グループホームの数が不足することも想定されるため、県は、

障がい福祉計画等において、施設入所者及び在宅で生活をする人の双方を勘案して

計画を策定すべきである。 

 

 （日中活動の重要性） 

  〇 本人の希望する暮らしの実現に向けては、住まいにおける支援だけでなく、望み

や願いに応じた日中活動先、友人づくり、余暇など、自法人のグループホームでで

きる支援の範囲にとどまらない、また、自法人の資源の活用に偏らない、いわゆる

個別のオーダーメイドの支援が重要となる。県は、個別のオーダーメイドの支援を

推進するため、他法人との連携及び他法人を含めた地域の障害福祉サービス事業者

等との連携を推進すべきである。 

 

  〇 地域での生活が充実したものとなるには、様々な社会経験を通して、自律的な生

活を送ることが大切である。居所だけでは生活に広がりがないことから、昼間、居

所から出て活動する場が必要となる。なお、活動の場を用意するにあたっては、福

祉関係者だけで作る必要はなく、地域の企業者や団体等と連携し、資源を組み合わ

せるなど、多様な機会を提供すべきである。 

 

 （重度の障がい者のグループホーム利用） 

  〇 重度障がい者のグループホームでの受入れに当たっては、喀痰吸引等に対応でき

る福祉人材や医療専門職を確保する必要があるが、地域の人材不足の観点について

も考慮し、例えば、外部の訪問系サービスによる対応を可能とするなど、県は、市

町村と連携し、そのような柔軟な運用を認めるよう検討を進めるべきである。 

 

  〇 また、日中サービス支援型のグループホームにおいては、高齢障がい者等を対象

として、医療的ケアの実施やグループホーム内での日中活動の実施が予定されてい

るが、実態として、必ずしも日中サービス支援型が介護サービス包括型と比較して、

重度障がい者に対応できる基準・報酬となっていないのでないか、また、訓練等給

付ではなく介護給付とし、対象となる支援区分を明確化するなど、３類型の見直し

を含めた検討が必要であるとの調査結果５がまとめられている。県は、先行事例の運

営実態について情報収集するとともに、関係者間で課題の共有を図り、重度障がい
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者の受入れに必要な態勢について検討の上、地域における受入れ態勢を強化すべき

である。 

 

（バックアップ体制や支援体制） 

  〇 神奈川では、社会福祉法人によるグループホームの設置は 42.9％と割合が少なく、

バックアップ態勢に欠けるグループホームも想定される。障害福祉サービスの運営

経験が少ない事業者の参入が増えていることから、千葉県で取り組まれている、グ

ループホームの立ち上げや運営の助言を行う「グループホーム等支援ワーカー」に

倣い、県は、障がい保健福祉圏域への同様の職員の配置を検討すべきである。 

 

  〇 また、県は、グループホーム等居住支援を行う事業者の連絡協議会等を組織し、

定期的に運営状況や課題の共有を行うなど、小規模なグループホーム設置事業所が

孤立せず、開かれた存在となるよう、その支援を行うべきである。 

 

（民間賃貸住宅の活用） 

〇 ひとり暮らしを希望する障がい者の民間賃貸住宅の利用をスムーズなものとする

ため、県は、神奈川県居住支援協議会が行う、住宅確保要配慮者（低額所得者、高齢

者、障がい者、子育て世帯など）に対する住宅相談や入居可能な民間賃貸住宅情報の

提供、あっせんと入居後の支援（事業）を活用するとともに、「かながわあんしん賃

貸住宅」や住宅セーフティネット法に基づく住宅確保要配慮者居住支援法人と連携

して、障がい者の地域生活を支える取組みを進めるべきである。 

 

〇 市町村においても、障がい者の地域生活を支えるため、障がい者の住む場所をどう

確保するかを関係者と検討することが重要である。県は、市町村に対し、民間賃貸住

宅や公営住宅の利用に関する課題や、住宅部局との必要な連携のノウハウについて

情報提供するなどして、市町村居住支援協議会の設置に向けての支援に努めるべき

である。 

 

 

１）一般社団法人日本グループホーム学会調査研究会「グループホームを利用する障害者の生活実態に関する調査研究」 

厚生労働省平成 30 年度障害者総合福祉推進事業指定課題 22、2019 

２）社会保障審議会障害者部会第 113 回資料「障害者の居住支援について」厚生労働省、2021 

３）杉並区「障害者の住まいに関する調査研究報告書」厚生労働省平成 29 年度障害者総合福祉推進事業報告書、2018 

４）特定非営利活動法人 抱樸「居住支援の在り方に関する調査研究事業報告書」厚生労働省令和元年度生活困窮者就労 

準備支援事業費等補助金社会福祉推進事業、2020 

５）PwC コンサルティング合同会社「障害者支援のあり方に関する調査研究－グループホーム、地域生活支援の在り方

－」厚生労働省令和２年度障害者総合福祉推進事業報告書、2021  
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２ 地域の社会資源の充実 

 

① 医療、教育、雇用、農業、商工等関連分野との連携 

 

 ア 現状・課題 

 

〇 政府が講ずる障がい関係施策の最も基本的な計画である障害者基本計画において、 

障がい者施策は、全ての国民が、障がいの有無によって分け隔てられることなく、相

互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現を目指して講じられる必要

がある、とされている。 

 

〇 加えて、同基本計画では、各分野に共通する横断的視点として、障がい者が各ライ

フステージを通じて適切な支援を受けられるよう、教育、文化芸術、スポーツ、福祉、

医療、雇用等の各分野の有機的な連携の下、施策を総合的に展開し、切れ目のない支

援を行うこと、と定めており、複数の分野にまたがる課題については、各分野の枠の

みにとらわれることなく、関係する機関、制度等の必要な連携を図ることを通じて総

合的かつ横断的に対応していく必要がある、としている。 

 

〇 県の障がい関係施策を見ると、その範囲は、福祉部局だけに留まらず、医療、教育、

雇用等にも広がっており、これらの施策が、総合的な企画立案及び横断的な調整が図

られ、相互に連関しながら、一体的に推進されることが重要である。また、障がい者

の地域生活の支援が、実効性のある形で取り組まれるためには、政令指定都市、中核

市を含む市町村との連携・協力も必要不可欠である。 

 

〇 さらに、障がい者が地域で安心していきいきと、いのち輝かせて暮らしていくた 

めには、社会全体で必要な取組みを進めることが肝要であり、障がい者団体、専門職

による職能団体、企業、経済団体等の協力を得るよう努めることも重要である。とり

わけ、障がい当事者の自主的な活動は、近年、ますます大切な役割を果たしており、

当事者目線の新しい障がい福祉を進めるに当たっては、不可欠な存在であると言え

る。 

 

〇 （自立支援）協議会や医療的ケア児に関わる協議会の設置、教育と福祉の連携態勢

など、個別の分野での連絡調整を行う仕組みは、制度的にも用意されているが、市町

村の代表や団体の代表が参加すると報告事項が多くなり、いわゆる「顔合わせ」だけ

の形骸化した会議に陥りがちであり、コロナ禍の影響があるにせよ、十分に活用され

ているとは言えないとの指摘もある。 
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 イ 検討の方向性 

（地域包括ケアシステムを基礎とした取組み） 

〇 障がい児・者の地域生活を支えていくためには、障がい者の高齢化や障がいの重 

度化、医療的ケア児・者への支援の必要性を踏まえ、医療、障がい福祉、介護、住ま

い、社会参加などが包括的に確保された地域の仕組みづくりが重要である。地域包括

ケアシステムは高齢者を念頭に考えられた仕組みであるが、精神障がいについても

対応できる仕組みとして、考え方が広がっており、さらに、障がい分野全体も加えて

いくことが重要である。県は、こうした考えを基底に、関係部局との連絡調整を進め、

各施策の滑らかな連結に努めるべきである。 

 

（医療との連携） 

〇 障がい者が、救急対応が必要なときに、障がいがあることを理由に病院から断ら 

れることがある。重症心身障がい児・者や医療的ケア児など、医療によるケアが必要

な人が安心して医療を受けられるためには、医療と福祉の担い手が一体となって、生

活のしづらさに迅速に対応するとともに、サービスの質の向上を図っていくことが

重要である。障がい者の重度化・高齢化が進み医療が必要な状態となっても、できる

限り住み慣れた地域で、安心して生活を継続していくため、医療と福祉との連携を推

進するべきである。 

また、精神障がい、発達障がい、ひきこもりやメンタル不調等を抱える人は、適  

切な相談支援や治療を受けられず、あるいは、何らかの理由で治療中断の状態に陥る

ことがあり、当事者と家族が、地域において孤立する傾向が強いとの指摘がある。 

 

〇 こうした課題を改善するためには、各地域の（自立支援）協議会において、医療が

届きにくいために地域生活が困難な人の情報を共有し、医療と福祉の連携が図られ

た支援体制について協議することが重要である。現在、障がい保健福祉圏域において

は、こうした協議の場が設置されているが、各市町村においても協議する必要がある

ことから、県は、市町村と連携して、（自立支援）協議会などを活用した医療と福祉

の効果的な連携のあり方について検討を行い、障がい者が安心して医療を受けられ

るように、更なる取組みを行うべきである。 

 

（教育分野における取組みとの連携）  

〇 子どもの権利条約、障がい者の権利条約の中心には、「主体性の尊重」が据えられ

ている。学校も、職員も、家族も、障がいを抱えた子どもは社会参加の主体すなわち

権利行使の主体であり、大人と対等な存在であるという、根本的なとらえ方を共有す

るところから子どもたちを考えるべきである。 
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〇 障がいのある人とそうでない人とが、より多くふれ合う機会を設けるほど、障が 

いに関する理解促進につながることが、複数の研究において実証されており、障がい

者差別のない社会を築くためには、できる限り同じ場所で共に学び、共に育つ環境を

作ることが重要である。県では、誰もが大切にされ、いきいきと暮らせる「共生社会」

を目指して、知的障がいのある生徒が高校で学ぶ機会を広げながら、みんなで一緒に

過ごす中で、お互いのことを分かり合って成長していくことを目標とする「インクル

ーシブ教育実践推進校」の設置などに取り組んでいる。県は、こうした取組みをさら

に進め、幼稚園、保育園、小・中学校においてもインクルーシブ教育が位置付けられ

るよう、その環境づくりに取り組むべきである。 

 

〇 放課後等デイサービスを利用する子どもに関し、当該事業所と学校とで、活動内容

等が共有されにくいため、福祉領域の「児童発達支援計画」と教育領域の「個別の教

育支援計画」とに齟齬をきたすことが課題とされている。県は、市町村と連携し、定

期的に、障害福祉サービス事業所と学校とで連絡調整を行う機会を設けることや、学

校の教職員の研修会等において、障がい福祉制度について理解を得るためのプログ

ラムを組み込むなど、連携態勢づくりに努める取組みを進めるべきである。 

 

〇 障がい児のきょうだいに対するケアも重要な課題である。医療的ケア児者が家族 

にいる場合など、ヤングケアラーとして長時間介護等を行っていることも考えられ 

る。親が授業参観や学校行事に参加できないなどの学校生活の変化に注意し、身近に

接する教職員が早期にきょうだい児のストレスや不安に気付き、必要な支援につなげ

ることが重要である。県は、市町村と連携し、学校の教職員に対し､障がい福祉に関

する研修の機会を設け、障がい児の家庭環境の課題や相談支援制度についての理解を

深めるための取組みを進めるべきである。 

 

〇 学力不足の子どもに対する、生活困窮対策による学習支援を入口に、障がい福祉

の支援へとつながり、家族の生活面での課題も改善された例が多く見られる１。今日、

乳幼児期から学齢期、社会参加に至るまで、地域で切れ目ない支援が受けられるよ

う支援体制を整備することが、教育委員会と福祉部に求められている２ことから、県

は、市町村と連携し、障がい福祉分野をはじめとする社会保障制度について、学校

の教職員が容易に情報を得られる仕組みづくりについて検討を行い、必要な取組み

につなげるべきである。 

 

（保育分野における取組みとの連携） 

〇 インクルーシブ教育に向けた施策の影響を受け、保育においても、障がいの有無 

や年齢に関係なく、どのような子どもも受止める「インクルーシブ保育」として形作
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られている。それは、「障がいその他による「選別」をすることなく、一人ひとりの

子どもは本来異なる力や素質、背景と、そこから生じる支援ニーズを持つということ

を前提とし、その個々の違いを相互に認め合い、活かして育ち合うことを目指すも

の」３と解説されている。 

 

○ 県では、保育所における障がい児の受入れを促進するため、保育士を対象とした 

研修や公的な障害サービスである保育所等訪問支援に取り組んでいる（令和２年度

実績：547人）ところであり、引き続き、県は、市町村と連携し、障がい児の地域生

活を支えるという視点に立ち、支援の拡充を図るべきである。 

 

（雇用分野との連携）  

〇 「前、勤めていた職場で人間関係がうまくいかなくなり、体調を崩して退職した。

その時、自分の将来に対して大きな不安があった。就職を紹介してくれる人がいたけ

れど、自分の人生は、相談に乗ってくれる人はいなかった。そんな不安の中で就職合

同面接会を受けたことがある。面接では、当事者活動について話したが、関心を持っ

てもらえなかったと感じた。障がい者雇用の面接では、人間性を見てもらえるような

気がしなかった。自分の身の回りにも、採用側にも理解者がいないと、不安になっ

た。」という当事者からの意見があった。 

障がい者がいきいきと、自信を持って就労できるよう、県は、雇用と福祉との一層

の連携を図ることとし、企業者の障がい特性や就労を継続するために必要な配慮につ

いての理解を進めるなど、より働きやすい環境づくりに取り組んでいくべきである。 

 

〇 平成 30年の厚生労働省調査４によると､知的障がい者の職場定着において､関係機

関を利用し又は協力を求めたことのある企業者は全体の 10.1％であり、またその要

請先（複数回答）は、障害者就業・生活支援センターが 56.9％、次いで公共職業安

定所が 43.7％、学校・各種学校が 24.9％、就労定着支援、就労移行支援、就労継続

支援を行う事業所、作業所が 18.3％と続いている。 

  障害福祉サービス等事業所の利用者が一般就労した際の職場への定着の支援につ

いては、就労系障害福祉サービス事業者による就労定着支援も有効である。障がい者

が安心して働き続けられるよう、同事業者は障害者就業・生活支援センターと連携を

図り、障がい者を雇用する企業者と協働した支援を行うことが重要である。県は、こ

うした取組みが円滑に進められよう、市町村とも連携し、就労定着支援に取り組む障

害福祉サービス事業者に対する助言指導や、企業者に対する制度の周知等に努め、効

果的で切れ目のない支援体制の構築を図るべきである。 

 

〇 ひきこもり支援は、多くが生活困窮対策として取り組まれているが、ひきこもり 
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と精神科疾患との相関があるとの指摘５もあり、障がい福祉との連携強化が求められ

ている。ひきこもり支援は、地域の様々な社会資源との連携関係を構築し、訪問支援

（アウトリーチ型支援）も用いながら、支援段階に合わせて家族や当事者への支援を

実施することが重要であるとされており、障がい福祉サービス事業者の専門性に期

待する面も大きい。 

現在、県レベル、市町村レベルで、労働担当部局と福祉部局とが連携し、就職氷河

期世代活躍支援プランとして、ひきこもりの人も含めた、就労や社会参加支援の取組

みが進められており、県（障がい福祉主管課）及び事業所等は、こうしたプラットフ

ォーム（支援のための共通の土台）への積極的な参加を行うべきである。 

 

（生活困窮制度との連携） 

〇 生活困窮者の支援については、「課題が深刻になる前に解決を図ることが大変重要

であり、早期に対象者を把握できるよう、生活困窮者自立支援制度と障害保健福祉施

策が連携して支援を調整すること」６とされている。生活困窮者に対する支援は、複

数の関係機関が事業の目的及び内容を十分に理解し支援する必要があり、両制度の

連携を推進する体制づくりを進めることが重要である。 

こうしたことから、県は、障害福祉サービス事業者に対し、生活困窮者制度の周知

を図り、生活困窮者自立支援事業の受託を促すなど、障がい者支援に係る専門性を生

活困窮者の支援に活かす取組みを進めるべきである。 

 

（住宅施策との連携 7） 

〇 重度の障がい者等に対応した住宅を整備するには、壁と壁の間を埋める、酸素吸入

が可能な設備とするなど、状態像に応じてどのような住宅とする必要があるかとい

った知見、ノウハウが重要である。また、高齢化に伴い、バリアフリーの設備が必要

となってくることにも対応していく必要がある。 

県は、民間事業者による適切な住宅改修を推進するとともに、利用者の住まいの 

選択に資するため、市町村と連携して、重度の障がい者等に対応した住宅改修に関す

る知見を広める取組みを進めるべきである。 

 

（農林漁業分野との連携） 

〇 障がい者の職域拡大や工賃向上を図る観点から、県は、農業分野での障がい者の就

労を支援し、農福連携に取り組む障害福祉サービス事業所の取組事例、農業参入の手

続や６次産業化についてのセミナー及び相談会をオンラインで開催するとともに、

農福連携に取り組む事業所におけるマルシェ（市場）の開催（令和２年度は５事業所

が開催）や農作業を実施する事業所への農業技術に係る助言・指導を実施している。 
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  〇 今後も、障がい者の就業の機会を拡大するため、農業・林業・漁業などの１次産

業との連携を積極的に進めていくことが重要であり、県は、障がい者と農業とのマ

ッチングの成果を踏まえた施策について検討すべきである。また、県は、農福連携

に知見のある団体と協働し、農福連携を進める上での課題を整理し、農家等と事業

所等の双方の間口を拡大していく取組みを進めるべきである。 

 

（運輸分野との連携） 

〇 介護分野の移動支援事業においては、ボランティアを活用した移動支援の取組み

や高齢者等と協働した移動支援事業を効率化する取組みが見られる。県下、全ての市

町村において、移動支援事業が行われているものの、福祉バスの貸出や通学支援加算

を市単独で行っている市があるなど、取組内容に地域格差がある。医療的ケア児の通

学支援など、移動に係る家族の負担を軽減する観点から、今後、移動支援の必要性が

増大することが見込まれ、行政は、介護分野の移動支援事業の実施者と連携を図り、

そのノウハウを活かして、障がい分野においても移動支援への取組みを進めるべき

である。 

 

〇 また、かながわ障がい者計画に示されている「公共交通機関のバリアフリー化」 

や「企業等における障がい理解等の促進」等、誰もが公共交通機関を利用しやすくな

るよう、県はより一層取組みを進めるべきである。 

 

（商工分野との連携） 

〇 本検討委員会においては、野球観戦が楽しい、地域の商店で買い物をするときの会

話が楽しい、美術館やお城に行くのが好き、などの発言があった。このように、障が

い者の地域での生活をより豊かなものにしていくためには、様々な社会資源を有す

る地域の企業者等（商工会、生協、観光など）と、行政や事業所等が連携を図り、多

様な社会参加の機会や居場所を創出するべきである。 

 

  〇 地域の企業者等との連携については、「ごちゃまぜ」をキーワードにした社会福祉

法人による支援の例８がある。その事業所では、地域の人が音楽を演奏していたり、

高齢者デイサービスや生活介護の事業所の人が地域の人と一緒に食事をしたり温泉

に入ったりする。人と交わることで健康になるという実践である。 

神奈川においても、「ごちゃまぜ」でいくという方向性で、地域の企業者等の協力

を得て、地域で生活することが難しいとされた障がい者を含め、障がい者一人ひとり

の多様な日中活動を考えていくということを、中期展望として考えていくべきであ

る。 
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  〇 県は、市町村と連携し、地域が一体となって障がい者の地域生活を支えていくた

めの情報や課題を共有するとともに、生活をより豊かにする方法を提案し、ひいて

は地域の誰もが安心していきいきと、いのち輝く暮らしを形作るための連絡協議体

あるいは共同企業体の設置を進めるべきである。また、県は、障がい者も含めた地

域の人たちの交流の場や社会参加の機会を生み出し、相互に支え合う関係を広げて

いくために、地域生活支援を総合調整するコーディネータ―の配置について検討を

行うべきである。 

 

（全庁的な推進体制等） 

〇 地域共生社会の実現をゴールに据えた当事者目線の新しい障がい福祉の推進につ

いては、福祉部局だけではなく、関連する各部局が一体となって取組みを進めていく

必要がある。このため、「（自立支援）協議会」、「神川県社会福祉審議会」など既存の

機関との役割分担について十分に調整を図った上で、県において、知事をトップにし

た全庁的な推進体制を組織すべきである。 

 

〇 さらに、こうした施策を、段階的、計画的に着実に実現していくために、県は、障

がい者計画と障がい福祉計画を調和させた、新たな力強い実行プラン（新たな計画）

を策定すべきである。 

 

〇 現在、地域生活支援事業の市町村事業は、地域生活の中で極めて重要であるが、市

町村によっては地域格差のためもあり、事業運営がとても難しい状況にある。小さい

市町村でも、小さい事業所を増やして、地域生活を支えていくことができるよう、市

町村事業のあり方について、事業者の採算性を確保するという観点から、見直すべき

である。 

 
 

１）松村智史「生活困窮者世帯の子どもの学習・生活支援事業の成立に関する一考察」社会福祉学第 60 巻第２号、2019 

２）「教育と福祉の一層の連携等の推進について」（文部科学省、厚生労働省連盟通知）、2018 

３）市川奈緒子・仲本美央「インクルーシブ保育に向けた個別指導計画の現状と課題－保育現場における実態調査を踏 

 まえて－」白梅学園大学・白梅学園短期大学紀要、2021 

４）厚生労働省「平成３０年度障害者雇用実態調査結果」、2019  

５）齋藤万比古（主任研究者）「思春期のひきこもりをもたらす精神科疾患の実態把握と精神医学的治療・援助システム 

の構築に関する研究」厚生労働科学研究費補助金 こころの健康科学研究事業 平成 21 年度総括・分担研究報告書、

2010 

６）「生活困窮者自立支援制度と障害保健福祉施策との連携について」（厚生労働省社会・援護局関係課長連名通知）、2015 

７）民間賃貸住宅の活用については、「1障がい福祉施策の充実強化⑤居住支援の充実強化」（ｐ.73）参照 

８）本検討委員会の第７回で事例紹介のあった社会福祉法人 佛子園（石川県白山市）の「Share 金沢」などの実践  
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② 福祉人材の確保、育成 

 

ア 現状・課題 

 

〇 我が国の令和２年の労働力人口は、6,868万人であり、ベースとなる労働参加 

漸進シナリオでは2040年には5,846万人と推計され、今後20年で労働力人口はお

よそ1,000万人減少すると予測されている１。 

 

〇 国の調査によると、障がい福祉分野については、近年の障害福祉サービス事業所

の整備数増に伴い、従事者数も増えており、令和元年度の障がい福祉分野の従事者

数は772,865人（常勤換算）である２。障がい福祉分野の今後の必要従事者の推計

は、国も明らかにしていないが、介護分野の従事者は2040年度には2019年度（令

和元年度）から69万人増の280万人が必要とされており３、この推計比率を単純に

障がい福祉の分野に当てはめると、2040年にはおよそ102万人が必要であり、約

25万人が不足するものと考えられる。 

 

〇 もとより、人口構造の変化は確度の高い推計が可能であり、平成に入り、保健医

療・福祉の需要が増大する中、折しもバブル期の若年労働力を中心とした人手不足

が生じていたことから、平成３年、当時の厚生省は、「保健医療・福祉マンパワー

対策本部中間報告」を取りまとめ、福祉人材確保法等の立法措置も含めて、中長期

的な視点から人材確保対策を講じることとした。 

 

〇 改正社会福祉法に基づき、国は、平成５年に「人材確保指針」を告示し、平成19

年には、新たに「新人材確保指針」を告示し、「労働環境の整備の推進」、「キャ

リアアップの仕組みの構築」、「福祉・介護サービスの周知・理解」、「潜在的有

資格者等の参入の促進」、「多様な人材の参入・参画の促進」の５つの視点から、

人材確保のために講ずべき措置を整理している。 

 

〇 若年労働者の減少が進む中、福祉の人材確保に積極的に取り組まなければ深刻な

求人難になることが見込まれることから、「職員処遇の充実」として社会福祉法人

福利厚生センターによる福利厚生事業や、独立行政法人福祉医療機構による社会福

祉施設職員退職手当共済制度の運営などが行われており、さらには、福祉・介護人

材の処遇改善交付金などによる給与水準の改善も行われてきた。 

 

〇 加えて、平成20年度から「ＥＰＡ介護福祉士候補者」として、インドネシア、フ

ィリピン、ベトナムから介護福祉士候補者を受け入れたり（令和３年12月１日現
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在、在留者3,691名、うち資格取得者746名）４、平成29年には在留資格に「介護」

が新設されたほか、技能実習生の対象職種に「介護」が追加されるなど、外国人に

よる介護・福祉人材の確保も進められている。一方で、アジア圏内における労働力

競争の激化などを背景に、働く場所として魅力的でなければ今後日本を選ぶ外国人

は増えていかないとの指摘もある５。 

 

〇 全国の令和３年９月の有効求人倍率は全産業で1.16倍である一方、福祉分野は

4.21倍であり、他産業と比較すると、福祉分野は求人数が求職者数を大きく上回

っている。なお、同月の県の全産業有効求人倍率0.83倍に対して、福祉分野は8.95

倍となっており、全国と比べて全産業と福祉分野の差が大きく（福祉分野の人手不

足感が大きい）、この傾向は大都市圏で共通したものである。 

 

〇 求職を希望する大きな要素である給与について見ると、平成30年９月の、きま

って支給する給与（定期給与）は、一般労働者全体が337,298円に対し、医療・福

祉は312,681円である６。なお、同月の「福祉・介護職員（常勤）」の平均給与額

は297,761円となっている７。 

 

〇 また、職場の魅力度を反映すると思われる定着率に関して見ると、令和元年度の

全産業労働者の離職率は15.6％８、また、介護職員の離職率は15.4％９であり、離

職率に大きな差はない。また、平成30年３月卒業者の就職後３年以内の離職率で

見ると、新規高卒者が全産業では36.9％に対し、医療・福祉は46.2％、新規大卒

者が全産業では31.2％に対し、医療・福祉は38.6％10となっており、全産業比では

やや高くなっているが有意な差があるとまでは言えない。 

 

〇 加えて、介護労働安定センターによると、介護職からの離職理由として最も多い

のは「職場の人間関係に問題」（23.2％）、次いで「結婚・出産・妊娠・育児」

（20.4％）、「理念や運営に不満があった」（17.4％）の順となっており11、福祉・

介護の職場環境は、３Ｋ（きつい、汚い、危険）職場であるとか、「給料が安い」

も加えると４Ｋ職場であると指摘されることがあるが、この調査結果からは、それ

ら以外の離職の要因が多い結果となっている。 

 

〇 職場環境の改善には、他の産業分野同様、ロボット・ＩＣＴ技術の積極的な導入

が重要であり、介護分野では、厚生労働省が介護ロボット活用の重点分野の設定、

ロボット介護機器の開発、導入に向けた様々な施策が展開されているところ、障が

い福祉分野では、障がい当事者に対する福祉機器としての導入の関心は高いもの

の、職場環境の改善のための導入は遅れが見られるとの指摘がある12。 
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〇 国においては、平成29年10月に、社会保障審議会福祉部会福祉人材確保専門委

員会が「介護人材に求められる機能の明確化とキャリアパスの実現に向けて」を取

りまとめ、「意欲や能力に応じたキャリアアップを図り、各人材が期待される役割

を担っていけるようにすべき」と指摘している。 

 

〇 一方で、民間通信教育会社が平成26年に実施したインターネット調査13による

と、60代で取得した資格の１位は、ホームヘルパー２級（介護職員初任者研修）や

訪問介護員などの介護ヘルパーに関する資格であったとの結果もあり、健康な高齢

者層が福祉・介護分野に興味を持っている可能性があることが示唆されており、今

後、「元気高齢者」をどのようにして障がい福祉の分野に引き込んでいくかが、重

要な視点となっている。 

 

 

イ 検討の方向性 

 

（処遇改善の推進） 

〇 福祉・介護職員の給与等の処遇の改善については、国による「福祉・介護職員処

遇改善加算」及び「福祉・介護職員処遇改善（特別）加算」により、福祉・介護職

員の給与改善が図られている。報酬により手当てされているが、その届出割合は障

がい分野では、令和２年５月時点で82.2％であり、県は、各事業所等に報酬請求を

勧奨するとともに、算定事業所等が、きちんと職員の給与等に反映させているのか、

長期的にフォローアップを行っていくことが必要である。また、県は、関係団体と

連携を図り、職員の処遇改善が人材確保に与える影響について、実態を把握し、明

らかになった課題の解決に向けた取組みを進めるべきである。 

 

〇 事業所等は、入職を希望する転職者等が採用後の条件を十分に理解した上で応募

できるよう、求人票には、キャリアに応じた給与等の内容、福利厚生等をできる限

り詳しく表示し、透明性の高い採用に努めることとし、県は、統一的なフォーマッ

トを示すべきである。 

 

（職場環境の整備） 

〇 支援者の身体的・心理的負担軽減を図るために、ロボット・ＩＣＴ技術の導入は

有益であり、事業所等は、積極的な活用を検討すべきである。そのため、県は、先

進事例についての情報収集及び事業所等への情報提供を行うとともに、厚生労働省

が介護分野で進めている「介護ロボットのニーズ・シーズ連携協調協議会」のよう

な協議体を組織し、先端技術を事業所等のニーズにどうマッチングさせるか、ロボ
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ット・ＩＣＴ技術をどう円滑に導入するかといった支援を行うべきである。 

 

〇 支援者の早期離職を防止するために、職場のメンタルヘルスの確保は極めて重要

である。事業所等は、支援者が業務により受けるストレスを軽減できるよう、スト

レスマネジメントの研修を受講できる機会を増やすべきである。県や自治体はその

取組みを支援するとともに、県は、求めに応じて、事業所等に産業カウンセラーを

派遣する仕組みを整備すべきである。 

 

〇 やりがいと使命感をもって真剣に支援に取り組む支援者ほど、課題を抱え込んで

しまい、孤立感を感じ、最後は、いわゆる燃え尽きてしまう危険性があるとの指摘

がある。事業所等は、支援者の燃え尽きの予防に努めることとし、職員同士の円滑

なコミュニケーションを図るとともに、スーパーバイズやコンサルテーションの機

会が確保されるよう努めるべきである。また、県は、事業所等において、そうした

対応が適切に取れるよう支援を行うべきである。 

 

（事業所間連携による人材育成） 

〇 支援者のキャリアラダーの設計、人材育成を図る上で、事業所内の適切な人事異

動や他事業所との人事交流は重要な要素である。しかしながら、人数規模が小さい

事業所等では、こうした人事施策は困難なことが多い。事業所等は、例えば地域の

複数の事業所等が合同で研修を行ったり、人事交流を行うなどの連携を行うよう努

めるべきである。また、県は、各事業所等の連携がさらに進むよう社会福祉連携推

進法人の設立支援なども含め、必要な支援を行うべきである。 

 

（研修と学びの場の設定） 

〇 研修や学びの機会は、当事者との関わり方を見直すきっかけや支援の振り返りを

行う契機となることがある。事業所は、支援者がキャリアパスに基づいたスキルア

ップを適切に行っていけるよう、階層ごとの研修に積極的に支援者を参加させるこ

とに取り組むべきである。県は、そうした取組みが着実に実施されるよう、県が行

う研修受講枠を拡大し参加機会の確保を図るなどの支援を行うべきである。 

 

〇 そうした取組みを実施するに当たっては、「現場の支援において、人手不足感が

あると、研修の回数や場だけが増加しても、参加の機会を得ることが難しいのでは

ないか」といった意見や、「相談支援従事者研修、強度行動障害支援者養成研修、

自閉症療育者のためのトレーニングセミナー、サービス管理責任者研修といった、

既存の研修体系や研修内容の整理、再構成も含めた検討をする必要があるのではな

いか」との意見もあることに留意する必要がある。 
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〇 支援者が支援技術の向上を果たしていくために、教育・研究機関において調査研

究の機会を得ることも重要である。その機会を作るために、例えば公立大学法人神

奈川県立保健福祉大学実践教育センターで行われているリカレント教育（卒後の学

びなおし）の活用は一つの選択肢であるが、一定の費用がかかることや、受講時間

の確保が難しいといった課題がある14。こうしたことから、県及び事業所等が連携

して、支援者がリカレント教育を受けやすくするような方策を検討すべきである。 

 

〇 障がい福祉に携わる支援者は、当事者にとって支えとなるような、柱のような存

在である必要がある。県及び事業者は、夢を持って支援に当たり、障がい当事者と

一緒に成長しあうといった思考に立って、障がい当事者の支えとなれるような人材

を育成するために、必要な内容や適切な方法の研修や、学びの場を設けるべきある。 

 

（実践報告の場の活用） 

〇 神奈川県知的障害施設団体連合会が主催し、現場の実践を報告している「神奈川

県障害福祉職員実践報告会」は、政令指定都市に所在している施設も含め、県立施

設、民間施設が参加し、オール神奈川で実施している。これは、実践の場での好事

例を共有することを通して、支援の質の向上につながる良い取組みの一つである。

県及び事業者は、支援者の実践発表に加えて、例えば本人や家族にも発表をしても

らうなど、実践報告の場をさらに活用して好事例の共有を推し進め、より質の高い

福祉人材の育成をすべきである。 

 

（若年層へのアプローチ） 

〇 福祉人材を確保するためには、様々な世代に障がい福祉の社会的意義や必要性に

ついて理解を深めてもらい、一生の職業としての魅力を感じてもらうことが肝要で

ある。そのためには、まずは関心を持ってもらうきっかけを作ることが重要であり、

例えば愛知県が発信しているインターネットサイト「介護の魅力ネットあいち」は、

見ているものが思わずワクワクするような、コミックのキャラクターふうのデザイ

ンで介護職の仕事の魅力などについて解説をしている。県は、こうした手法も参考

にしながら、障がい福祉の仕事の魅力を多くの人に発信することに取り組むべきで

ある。 

 

〇 高校等が行っている福祉体験の学習では、保育、高齢、障がいといった分野別に

希望した分野を体験する仕組みとなっていることが多く、「希望が保育の分野に偏

りがちであるが、実際に障がい福祉分野を体験した生徒からはすごくよかったとい

う感想が得られる」といった意見もあった。県及び事業者は、学生等が福祉体験の
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学習を行う際に、学生等が希望した分野以外の分野を体験できる仕組みを作り、興

味の幅を広げることができるような取組みを推進すべきである。 

また、そうした福祉体験の場を拡充し裾野を広げることで、障がい福祉分野に興

味を持ってもらえるよう、県は、市町村や教育機関と連携して、福祉体験の場の拡

充を行うべきである。 

 

〇 求職者のボリュームゾーンの一つである新規学卒者にどう障がい福祉分野に関

心を持ってもらうかも重要である。そのために、県は、小学生や中学生、高校生な

どの若年層も対象に含め、障がい福祉の仕事で得られるやりがいや、支援の難しさ

がきちんと伝わるようなパンフレットやリーフレット、ＷＥＢサイト等を作成し、

進路の参考にしてもらうべきである。 

 

〇 高校生や大学生、あるいは、いわゆる第二学卒者などの若年層に、障がい福祉の

仕事に興味を持ってもらうことが重要であることから、事業所等は、積極的に有償

ボランティアやアルバイトとして受け入れ、しっかりとサポートを行うことによ

り、障がい福祉の仕事のやりがいや魅力を感じてもらい、就業につながるように努

めるべきである。また、県はそうした取組みが円滑に進むよう、県全体での取組み

として位置付け、広報と相談に努めるべきである。 

 

〇 障がい福祉の仕事に興味のある学生等に対し、事業所等に就職した後に自身の希

望とのミスマッチが発生しないよう、事業所等は、従前から行われている職場体験

的な短期のインターンだけでなく、数週間から数か月程度にわたる長期のインター

ンとして仕事を経験できる機会を提供すべきである。また、県はそうした取組みが

円滑に進むよう、県全体の取組みとして位置付け、広報を充実すべきである。 

 

（元気高齢者へのアプローチ） 

〇 令和３年４月１日に「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」が改正施行され、

65歳までの雇用確保義務に加え、70歳まで定年を引き上げるといった高年齢者就

業確保措置だけではなく、高年齢者が希望するときは、雇用によらず、事業主が自

ら実施する社会貢献事業や、事業主が委託・出資・資金提供等する団体が行う社会

貢献事業などに従事できるよう、必要な措置を講じる努力義務が課せられた。県は、

事業主、委託・出資等を受ける団体、高年齢者といった関係者に対し、この制度（創

業等支援措置）のメリットについて周知を図り、同制度の活用によって、障がい福

祉に関わる「元気高齢者」を増やすよう取り組むべきである。 
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（その他のアプローチ） 

〇 どの事業所等に就職するかを決定づける重要な要素として、給与水準だけではな

く、働く場所と住む場所の地域の魅力を挙げる求職者が多いとの指摘もある。地域

の魅力が高まることで移住者を呼び込み、仕事の選択肢に福祉・介護職があるとい

った事例もあることから、県及び市町村は共同して、神奈川の各地域の魅力を高め、

移り住みたい、住み続けたいと思わせる街づくりを行うことを進めていくための協

働組織を立ち上げるとともに、動画配信等の様々なツールを活用し、地域の魅力を

アピールすることに努めるべきである。 

 

〇 外国人であるＥＰＡ介護職員は、特別養護老人ホームや介護老人保健施設を主な

職場としており、障がい福祉の分野では、決して多くは活躍していない現状である。

したがって、県は、その就業の実態を調査して課題を整理した上で、国とも連携し、

課題解決を図ることにより、障がい福祉分野においても外国人が活躍できるような

環境整備に努めるべきである。 

 

（人材確保における視点の転換） 

〇 発達障がいのある子どもたちが、年長の頃には加配保育士がいなくても、クラス

の中で過ごしていける力を育てるということが重要な視点である。本当に必要なと

ころだけ、必要な支援を受けることができる形を作っていくことが必要であり、マ

ンツーマンで支援者が常に側についていなくても、しのげる力や、本人が心動くこ

と、頑張れるものを見つけるという視点が重要である。「手厚い」支援を実現する

ことを目的として人材確保のみを行うのではなく、そうした視点に立って「手厚い」

支援について、もう一度考える必要がある。 

 

〇 また、本検討委員会では、「『手厚い』支援というのは、人手が多いことのみで

はない。身体拘束が行われている県立施設に行くと、『人手が足りなくて拘束せざ

るを得ない』という話が出るが、県立施設は人員的には『手厚い』配置となってい

る。人手や予算の問題ではなく、暮らし方の問題である」といった意見もあった。

当事者の暮らし方には、環境要因や個人の要因など、複合的な要素が組み合わさっ

ており、それらのことをしっかりと捉える必要がある。また、「人手がないから構

造化する、という話に陥っていくことに危機感を持っている」との意見もあった。

県及び事業者は、当事者の暮らし方の視点に立ち、当事者の目線に立った支援を進

めていくという視点に立った人材配置に取り組むことが重要である。 

 

〇 人材育成と施設のあり方について関連させて考え、支援する障がい当事者の状態

像に応じて、支援者にどのような研修に参加させるのか、また、適切なカリキュラ
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ムが用意された研修を受講することができるのかが重要である。それらを前提とし

た上で、現在の事業所の状況が、支援者を増やすことが必要な段階であるのか、質

の高い支援者が求められている段階であるのかということにより大きく変わって

くる。県は、事業者が現在の状況に合わせた人材確保の適切な対応が取れるよう支

援を行うべきである。 

 

（県のリーダーシップの発揮） 

〇 福祉人材の確保・育成は、今後、長期にわたって続くと考えられる、極めて厳し

い課題である。単独の自治体で解決することが困難な課題であり、広域的な対応が

必要不可欠であって、オール神奈川で取組みを進めることが重要である。こうした

ことから、県は、市町村、事業所等と緊密な連携を図りながら、関連施策を着実に

講じることとし、重層的かつ広範な取組みにつなげるため、市町村や事業所、教育

等関係機関、人材サービス業者等による共同事業体を立ち上げ、そのエンジンとす

ることを検討すべきである。 

 

 

１）独立行政法人労働政策研究・研修機構「労働力需給の推計-労働力需給モデル（2018 年度版）による将来推計」、

2019 

２）厚生労働省「令和元年社会福祉施設等調査（社会福祉施設センサス）」、2019 

３）厚生労働省「第８期介護保険事業計画に基づく介護職員の必要数について」、2021 

４）厚生労働省「詳細資料-社会・援護局（社会）」令和３年度全国厚生労働関係部局長会議資料、2021 

５）パーソル総合研究所・中央大学「労働市場の未来推計 2030」、2018 

６）厚生労働省「毎月勤労調査 平成 30 年９月分結果確報」、2018 

７）厚生労働省「平成 30 年度障害福祉サービス等従事者処遇状況等調査結果」、2018 

８）厚生労働省「2019 年（令和元年）雇用動向調査結果の概況」、2020 

９）公益社団法人介護労働安定センター「令和元年度介護労働実態調査の結果」、2020 

10）厚生労働省「新規学卒者の離職状況を公表します」、2021 

11）公益財団法人介護労働安定センター「令和元年度介護労働実態調査の結果」、2020 

12）株式会社浜銀総合研究所「障害分野におけるロボット等の導入促進に向けた調査研究事業 調査結果報告書」厚生

労働省令和元年度障害者総合福祉推進事業_成果物、2020 

13）ユーキャン「60 代の資格取得に関する意識調査」、2014 

14）イノベーション・デザイン＆テクノロジーズ「社会人の大学等における学び直しの実態把握に関する調査研究報告

書」文部科学省平成 27 年度先導的大学改革推進委託事業、2016 
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３ 障害者支援施設（県立施設を含む）のあり方 

 

ア 現状・課題 

 

〇 障がい者の住まいをめぐる諸施策に関しては、障害者基本法において、「全ての国

民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合い

ながら共生する社会を実現する」ため、実施する国や自治体等の関係施策の基本原則

を定めており（第 1条関係）、その施策は、「全て障害者は、可能な限り、どこで誰と

生活するかについての選択の機会が確保され、地域社会において他の人々と共生す

ることを妨げられない」こと等を旨として図られることとされている（第３条関係）。

これは、長年の当事者運動の成果等により、ノーマライゼーションの理念が実体化さ

れてきたものである。 

 

〇 このため、今日、障がい者の居住の場は、旧来の入所施設やグループホームだけで

はなく、一般住宅において、重度の障がいがあっても地域で生活することが当たり前

であることが、障がい福祉施策の計画目標の射程に入ってきている。とりわけ、地域

との関わりが希薄になりやすい入所施設については、国が定める障害福祉基本計画１

において、グループホーム等の地域の受け皿を整備しながら、段階的・計画的にその

入所者数を減少させていく方針としている。 

 

〇 このような我が国の障がい福祉施策の大きな方向を踏まえると、各自治体は、今

後、新たに入所施設を整備することを障がい福祉計画に盛り込むことは考えにくく、

したがって、現在の入所施設にあっては、入所者の地域生活移行や高齢化に伴う介護

施設や病院への移行等に伴って、入所者数が漸減していくことが予想される。 

 

〇 実際、各自治体の障がい福祉計画の下、地域生活の受け皿としてのグループホーム

等の整備が進められ、各地の入所施設は、入所者数が減少傾向にあり、神奈川におい

ても、平成 22年度に、グループホームの利用者数が入所施設の入所者数を逆転して

いる２。 

 

〇 一方で、「親亡き後」の恒久的な居住の場として、入所施設に「安心感」を持つ親

もおり、障害福祉制度改革推進会議総合福祉部会（平成 22 年）での議論のように、

当事者と意見がぶつかる場面もあった３。「本当に、グループホーム等で看取りまで

対応できるのか」、「行動に課題のある人や医療的なケアが必要な人など、入所施設の

重厚な設備や職員配置でなければ対応が困難なのではないか」、「『施設解体』と唱え

たところで、高齢の障がい者など、地域生活移行できない人、できたとしても戻って
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くる人がいるではないか」とする意見は根強く存在する。 

 

〇 今日、高齢化や重度化、医療的ケアの必要な障がい者の増加など、障がい福祉を取

り巻く新たな課題も生じており、こうした課題を踏まえ、その望みや願いに応じて、

障がい当事者が地域で当たり前に生活するために必要な支援をどう組み立てていく

のか、入所施設はその役割を担うことができるのか、あるいは、その役割を担うべき

なのか、具体的に考えていく必要がある。 

 

〇 また、入所施設の成り立ちとして、戦後間もない時期、地域に障がい福祉の社会資

源がほとんどなかったときに、在宅の障がい児・者を受け止めてきたのが、先駆的な

実践家らによる障害福祉施設であったという歴史も踏まえておくことが重要である。 

 

〇 本検討委員会の議論では、入所施設の機能が必要な場合もあるという意見もあっ

た。具体的には、本人の心も身体も傷ついている状態であって、ただ入所させて管理

するのではなく、プライバシーが守られ、心と身体の傷を癒せる環境でなければなら

ない、そうした機能がなければない方が良い、とする意見である。 

 

〇 県立施設については、次期指定管理期間が令和 5年 4月から 5年間で開始される

ことから、その指定管理者の選定基準４に反映させるための当面の県立施設のあり方

を、本検討委員会の中間報告に盛り込んだところであるが、報告書の取りまとめに向

けて、その必要性も含めた将来のあるべき姿については、入所施設の将来展望に含め

て検討を行った。 

 

〇 県立施設が置かれている状況は、神奈川の地域社会全体を反映している。したが

って、そのあり方を考えるときには、県立施設だけでなく、地域全体を見ていく必

要がある。例えば「日中活動は施設の外に出ていく」と言っても出ていく先がなけ

れば絵空事になる。その場所づくりは福祉関係者だけが担う必要はなく、長期的と

いうより、むしろ中期的な展望として、例えば温泉を経営している人たちにも、地

域の福祉資源として加わってもらうという視点が必要である。 

 

〇 また、県立施設は民間に比べて人員配置が圧倒的に厚く、県立施設が抱える課題

は、人員や運営費といった制度の問題ではなく、暮らし方の問題だと捉えるべきであ

る、とする意見もあった。 

 

〇 こうしたことから、神奈川の入所施設のおよそ 20 年後の姿を展望するに際して

は、 
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① 入所施設でしか担えない役割は本当にないのか（入所施設を解消して不都合はな

いか）【施設機能の代替可能性】 

② 入所施設の「待機者」にみられる新たな入所需要をどう考えるのか【ニーズの緊

急性】 

③ 現在の入所者の生活の質をどう確保していくのか【現入所者の保護】 

 といった論点を十分に検討した上で、「20年後、入所施設はどうなっているか」につ

いて考えていく必要がある５。 

 

 

イ 検討の方向性 

 

（基本となる考え方） 

〇 障がい当事者の施設での暮らし、地域での暮らしに関する考えは、立場によっても

異なり、様々な意見があるが、地域で障がい者が安心していきいきと生活できるため

の条件が整い、家族だけに過重な負担が課せられることがなければ、ノーマライゼー

ションの理念に基づき、地域における本人中心の当たり前の暮らしを可能とすべき

である。 

 

（必要な支援の組み立ての議論） 

〇 入所施設は、構造的に 24時間完結型で管理的な運営に陥りやすい上、入所者が地

域と関わる機会に乏しいという課題があることから、当事者ができる限り地域で生

活できるように、今後、神奈川全体で、必要な支援の組立てを議論した上で、その役

割と機能を見直し、20年後には、入所施設の役割の転換が図られることを目指すべ

きである。 

 

〇 県はその議論の過程にしっかりと関与し、広域の（自立支援）協議会等において議

論を重ね、県下の各事業者の理解、合意の下で、社会福祉連携推進法人や地域生活支

援拠点等などの仕組み、制度を活用しながら、神奈川全体で、必要な支援の組立てを

行っていくことが必要である。 

 

〇 その議論の過程においては、地域の人が気軽に行き来できるなど、風通しがよく、

地域とのつながりのある施設になることが重要である。また、入所施設の利用者には、

その施設だけが暮らしの選択肢ではないことを知ってもらうことが必要である。ま

た、入所施設の役割・機能が縮小するとするならば、入所施設で暮らす利用者たちが

夢を持てるような行き場所を作っていくことが同時進行していかねばならない。入

所施設の利用者には、誰とどんなところで暮らしたいのか、適切に自己選択・自己決
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定の機会が用意されるべきである。 

 

〇 神奈川全体での必要な支援の組立てについて、具体的には、①相談、②住まい、③

日中活動、④居宅支援、⑤移動、⑥集いの場、⑦地域のつながり、について充実させ、

入所施設の機能の地域への分散化を図っていくことが重要である。 

 

（県立施設の置かれている課題への当面の対応） 

〇 とりわけ県立施設に関しては、相談支援が届いておらず、当面の対応として、計画

相談がどのように実施されているかを明らかにし、外部の目で支援内容を見て、社会

から孤立しないように改善していく必要がある。 

 

  〇 さらに、県立施設の支援内容について、これまでの、障がいの程度が最重度の人

を中心に受け入れて、当該県立施設だけで支援内容を組み立てるというやり方を改

め、当面の対応として、地域の障害福祉サービス事業者と連携した支援体制づくり

に取り組む必要がある。 

 

（中長期的な入所施設のあるべき姿） 

〇 このような施設機能の地域への分散化等を図りながら、本検討委員会として想定

することのできる、中長期的な入所施設のあるべき姿としては、以下のことが考えら

れる。 

 

・  旧来の保護収容型の入所施設は解消を目指す。新規入所は、緊急時対応を除き、

原則として有期の自立訓練のみ（通過型）とし、地域生活が困難となった障がい者

がまた地域生活を送れるようにするための一時的な受入れに注力する。併せて、実

質的な「昼夜分離」を進め、施設の機能は、居住支援（夜間の支援）に特化させる

ものとする（ただし、地域に対する日中活動サービス等の提供は妨げない）。 

 

・  うち、県立施設については、機能（市町村支援、基幹相談支援、研修機能）の

移転を進め、規模を縮小の上、民間移譲も視野に入れた検討を行う（ただし、県と

して求められる臨床研究的役割、人材育成は別途検討を進める）。 

 

   ・ なお、入所施設は、日中活動（生活介護等）と居住（施設入所支援）の報酬収入

セットで制度設計されているため、居住部分だけで運営を維持できるかが課題で

あることから、国に対して制度改善要望を行うことも検討すべきである。 

 

〇 こうしたオール神奈川での取組みを進めることにより、神奈川の入所施設につい
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ては、その役割の縮小と転換を図り、緊急時対応と通過型のサービス提供に重点化す

ることを、2040 年頃のあるべき姿として目標とすべきである。 

 

（その他の重要な指摘） 

〇 なお、本検討委員会において、入所施設には様々な立場の人々が関わることから、

前述のことを、本当に 20年後の姿として目標にできるのか危惧する、という意見も

あった。他県では、コロニーと呼ばれる県立の大規模入所施設について、「施設解体

宣言」を打ち出すも、結局は同規模の新たな入所施設に建て替えられたという事案が

あることも紹介された。 

国においても、入所施設から地域生活への移行を政策として進めているものの、障

がいの重度化や高齢化を主因として、近年、入所施設の利用者数の減少幅は少なくな

っている。いまだ約 12万人が入所しているという事実は重たく、入所施設の利用者

をゼロにすることは相当な時間を経ても困難であるとする意見もあった。 

 

〇 一方で、20年後の目標を、「入所施設に頼るような障がい福祉からの脱却」といっ

た強い表現にすべきという意見もあった。「施設と地域は対立しない」、「二者択一で

はない」という理念の下、地域のサービスをだんだん増やしていけば、入所施設の利

用者数が減っていくという想定で、訪問系・日中活動系のサービスを制度発足時から

大幅に整備してきたが、入所施設の利用者数はそれほど減少していない。  

 

〇 歴史的な経緯はあるにせよ、旧来の保護収容型の入所施設は、構造的に障がい者の

地域生活を阻むものだという認識を強く持たないと、入所施設の役割・機能の転換は

うまく進まず、規模の縮小も実現できずに地域生活移行も進んでいかない状態が続

くのではないか、と懸念する意見もあった。 

 

  〇 また、7か所の県立施設のうち、新しい津久井やまゆり園と芹が谷やまゆり園は、

60名程度の定員規模に縮小し、全個室化とした上で、ユニットケアにも取り組み始

め、今後、通過型施設への機能の転換も期待されるところである。他の県立施設は、

前述の役割の転換に向けたプロセスの設計はこれからであるが、外部の事業所に出

向く日中活動の提供という方法だけではなく、居住サービスを「外出し」し、本体

施設は、民間事業者のノウハウも活用し、魅力的な就労の場、日中活動、余暇活動

等を提供できるようにし、利用者は本体施設の外の住まいから通えるようにすると

いう方法も検討すべきである。 

 

（県立中井やまゆり園外部調査委員会の設置） 

〇 折しも、本年（令和 4年）3月、県立中井やまゆり園における利用者支援外部調査
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委員会が設置された。これは、令和元年 7 月に発生した骨折事案における再調査を

進める中で、別の不適切な支援に関する情報を把握したことから、徹底的に調査を行

うためのものである。 

 

〇 これまで、県は、県立中井やまゆり園の支援改善に向け、外部有識者による「中井

やまゆり園の当事者目線の支援改革プロジェクトチーム」を設置し、検討を行ってき

たが、プロジェクトを進めていく中で、骨折事案に関する職員ヒアリングを実施した

ところ、別の不適切な支援に関する情報を把握した。このため、不適切な支援が他に

もないか確認するため、同園の職員等を対象に匿名アンケートを実施したところ、不

適切な支援に関する情報が複数把握された。こうしたことから、その把握した情報を

徹底的に調査するため、同改革プロジェクトチームの構成員による外部調査委員会

が新たに設置されたのである。 

 

  〇 県立中井やまゆり園における不適切な支援に関する報道をきっかけにした対応に

ついては、本検討委員会の中間報告においても言及したところである。本件に関し

ては、本検討委員会としても、早期の真相の解明を期待するとともに、入所者に対

する適切な支援の確保及び支援者の就労環境の整備を望むものである。 

 

 

１）障害者基本法第 11 条に基づき策定される「政府が講ずる障害者施策の最も基本的な計画」（内閣府ＨＰ）であり、

現行の第４次障害者基本計画は平成 30(2018)年度からの５年間とされている。 

２）神奈川の入所施設の入所者数は平成 22 年度実績で 3,915 人（86 か所）、同じくグループホーム入居者数は 5,136

人（362 か所）である。 

３）平成 22 年８月 31 日の障がい者制度改革推進会議総合福祉部会（第６回）では、「他の者との平等や自己実現のため

には、いのちを守ることが平等の基本基盤であり、権利条約第 10 条には、生命に対する権利を規定している。重症児

施設入所は、この権利を守るために契約で選択したものである。入所中の生活支援方法が問題であるというのであれば、

そのあり方を改善すればよいのであり、命を守るための必須な選択肢である施設入所を全面的に否定してはならないの

で、地域移行の法定化をするとしても、施設は、選択肢として残すべきである」との意見がある一方、「どんなに障害が

重くても、必要な支援を受けて地域で当たり前に自立して暮らせるように、資源を整備することが課題。必要とされる

入所施設があるなら、目的と期限を明確にする。居住サービスのあり方が一変したら、現行の施設からの移行を法定化

して進められることになる。これには国も自治体も、財政的な保障を確立していくことが前提となる。わが国では、多

くの障害者が施設や病院での暮らしを余儀なくされてきた歴史があり、いまなおこの重要な課題を残している」とする

意見などがみられた。 

４）県のホームページ（https://www.pref.kanagawa.jp/docs/dn6/r5_shiteikanri_bosyu.html）において、さがみ緑

風園、芹が谷やまゆり園、津久井やまゆり園及び三浦しらとり園の指定管理者（令和 5年度から令和 9年度）の募集要

項が公開されている。 

５）木下真「知的障害者の施設をめぐって」NHK 福祉情報サイトハートネット、2020 などを参考とした 

  

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/dn6/r5_shiteikanri_bosyu.html
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４ 当事者目線の徹底と権利擁護 

 

① 本人活動の推進、政策決定過程への参加 

 

 ア 現状・課題 

 

  〇 「本人活動」とは、障がい者同士が様々な自主的な活動を行うグループを中心と

した活動である。我が国では、特に知的障がいをもつ当事者たちの自主的活動を指

してこの用語を使っている。基本的にはあくまでも当事者が運営の中心を担ってい

るが、活動を進めていくためには支援者の存在が不可欠で、親の会や行政機関、社

会福祉協議会などがバックアップしている場合もある。 

 

〇 我が国の本人活動のグループの数は、2005 年（平成 17年）の全日本手をつなぐ

育成会（当時）の調査によると全国で 239 団体である。グループの構成員は、10人

前後のところが多いが、数人から数十人まで様々である。親の会のバックアップから

生まれたもの、行政・社会福祉協議会などの支援を受けているもの、カナダを発祥地

とする世界組織であるピープルファーストの流れを組むもの、など性格が異なるグ

ループが混在している。上記の調査を最後に本人活動についての本格的な実態調査

は行われていない。 

 

〇 神奈川の本人活動のグループ数は、上記の調査で 15団体である。本検討委員会の

当事者委員が所属する本人活動グループは、「ピープルファースト横浜」、「ブルース

カイクラブ」、「にじいろで GO!」である。本格的な調査が途切れたままで実態が把

握されておらず、各グループがつながる機会がないので県内の本人活動グループの

ネットワーク組織化が当事者の間で議論されている。 

 

〇 本人活動の具体的な活動内容は、当初はカラオケ、外出、ボウリングなどのレクレ

ーション活動が主軸であったが、近年は当事者の権利意識が急速に高まり、障害者権

利条約、福祉サービス制度、成年後見制度、自分たちの住む場所をどう選ぶか、意思

決定支援などについての勉強会・学習会も盛んに行われるようになっている。 

 

  〇 本検討委員会において本人活動の実際について、当事者委員から次のように紹介

があった。 

［本人活動の会でやっていること］ 

・ 同じ仲間と障がい者のことをよく知っている人や関係する人たちと一緒にな

って話し合いを行う 
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・ 全国大会への参加 

・ いろんな仲間たちと交流や情報交換ができる場所になっている 

・ 自分たちに関係する福祉の制度について勉強している 

［良かったこと］ 

・ いろいろな人たちと話し合いを行うことが楽しい 

・ 学校を卒業したら友だちができなかったけど本人活動の会をやったら友だち

ができていろんな体験できることが良かった 

［大変なこと］ 

・ いろんな同じ仲間と友だちができたけど時々トラブルに巻き込まれることが

あるので辛い 

［まとめ］ 

・ 本人活動の会をやっていて今までは一人でいろんなことを悩むことがあるけ

ど仲間がいるだけで力になる。人に優しくなれる 

 

〇 また、近年注目されているピアサポートとは、一般に同じ課題や環境を体験する人

が、その体験から来る感情を共有することで専門職による支援では得がたい安心感

や自己肯定感を得られることを言い、歴史的には、身体障がい者による自立生活運動

により始まり、後に、知的障がいや精神障がいの分野にも広がって、今日、広く定着

し始めている。 

 

〇 近年の動向をみると、国の社会保障審議会障害者部会が平成 27 年に取りまとめ

た、「障害者総合支援法施行３年後の見直しについて」1において、「地域移行や地域

生活の支援に有効なピアサポートについて、その質を確保するため、ピアサポートを

担う人材を養成する研修を含め、必要な支援を行うべき」とされ、平成 28年成立の

改正障害者総合支援法の附帯決議においても、「ピアサポートの活用等の取組を一層

推進すること」とされた。 

国は、厚生労働科学研究等における検討を踏まえ、令和２年度、ピアサポーターの

養成や管理者等がピアサポーターへの配慮や活用方法を習得する「障害者ピアサポー

ト研修事業」を創設し、地域生活支援事業費等補助金の補助対象とした。 

 

〇 県では、精神障害者地域移行･地域定着支援事業において、精神障がいの当事者で

あるピアサポーターを養成し、長期入院患者の地域生活移行を促進するためのピア

サポーターによる精神科病院への訪問活動等を支援している。ピアサポーターは平

成30年度に47人、令和元年度に49人、令和２年度に51人が登録しており、入院患者

や病院職員を対象とした地域生活の体験談や情報提供を行うとともに退院意欲を喚

起し、退院したい意向を示した患者の個別支援を行っている。 
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〇 また、神奈川県社会福祉協議会は、地域福祉活動支援事業により県内の当事者団体

や広域的なボランティア団体、市町村域の福祉関係者からなるネットワークを組織

し、地域の課題解決やいきいきとした地域づくりに取り組む活動に必要な費用の一

部を助成している。 

 

〇 こうしたピアサポートの活動の推進のための課題としては、平成 27年度に国がま

とめた「障害者支援状況等調査研究事業報告書」2によると、「活用資金の不足」（回

答件数 72 件のうち９件）や「ピアサポート活動の幅の拡大」（同８件）、「ピアサポ

ート活動従事者の孤立化」（同６件）、「活躍する場の不足」（同６件）とする回答が比

較的多かった。 

 

〇 加えて、当事者同士の活動の課題を調査した例として、平成 28年度に「発達障害

者の当事者同士の活動支援の在り方に関する調査報告書」3がとりまとめられており、

「運営で苦労している点」の回答では「利用者の対人関係」、「スタッフの確保」、「運

営資金」の割合が大きかった。 

 

 

 イ 検討の方向性 

 

（本人活動の重要性の普及啓発） 

  〇 当事者目線の新しい障がい福祉は、障がい当事者が生活の困難さにぶつかった時

に、必要な支援を得ながら、本人が中心となってその課題を解決していくことを旨

とすべきである。県は、そうした本人を中心とした活動を地域全体で支える仕組み

を構築するために、本人活動の重要性について、広く県民に周知、啓発していくべ

きである。 

 

（当事者団体の活動の活性化） 

〇 地域生活で生じる様々な生活課題を抱えていて、障がい当事者同士の交友関係を

持てない人がいるとの指摘がある。県は、当事者同士が支え合う活動を活性化させ

る観点から、当事者同士のつながりや居場所を作っている当事者団体等の活動事例

を、広く紹介すべきである。 

 

（当事者の役割の拡充） 

 〇 県が実施する障がい福祉施策関係の研修について、受講者が当事者目線の障がい

福祉についての理解を深めるため、研修プログラムには、当事者の声を聞いたり、当

事者にグループワークに参加してもらうことなどを取り入れるべきである。また、
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障害福祉サービス事業所の研修において、県立施設の利用者も含め、当事者に登壇

してもらうなど、当事者の話を聞く機会などを増やすべきである。 

 

〇 障がい当事者の権利擁護を進めていくに当たっては、当事者が関わることが重要

であり、県が設置する、障がい福祉に関連する各種調査検討委員会や自立支援協議会

に、当事者の参加を必須とし、既に導入している場合には、さらなる拡大を検討すべ

きである。 

 

（分かりやすい情報提供の配慮） 

 〇 障がい当事者から、県が設置する各種検討会議の報告書等の資料は、難しくて理

解しにくい、との声が多い。県は、こうした報告書等の取りまとめに当たっては、当

事者に目を通してもらって意見を聞き、難しい単語や言い回しを使わずに、できる

限り優しい文章にするとともに、イラストや図、写真、映像なども使う工夫が必要で

ある。また、理解しやすい簡易版を作成するなど、情報提供の方法について配慮すべ

きである。 

 

（企業活動への参画） 

〇 企業者の商業サービスについて、障がい当事者が、障がい者の立場からチェック 

して意見を出すなどして、当該商業サービスがより多くの販売につながった事例が

ある。県は、ユニバーサルな社会を目指して、こうした企業活動への障がい当事者の

参画事例を広く共有し、啓発すべきである。 
 

（支援者の確保・養成） 

〇 本人（当事者）活動が続いていくためには、本人の主体性を最優先とした上で、そ

の活動を適切に支援する人の存在も重要である。本人活動として、支援者のサポート

を受けながら相談支援計画を作成している事例もある。県は、適格な支援者を確保、

養成していく観点から、現に、当事者団体の活動をサポートしている支援者の活動実

態を調査、把握することにより、支援の活動を続ける上での課題を明らかにし、その

課題解決に向けての取組みを進めるべきである。 
 

（意思決定支援への本人以外の当事者の関与） 

〇 県においては、現在、サービス等利用計画や個別支援計画が、真に当事者の目線 

で策定されるよう、その策定過程について、サービスを利用しようとする当事者及び

家族を含めた多職種によるチームを編成し、本人の心の声にしっかり耳を傾ける意

思決定支援の仕組みを導入することとしている。今後、県は、この多職種チームに、

できる限り本人以外の当事者の参加が得られるよう奨励すべきである。 
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（ピアサポーターの活躍の機会の創出） 

〇 現在、県は、精神障がい者のピアサポーターを養成しているが、その活動範囲は、

精神科病院の長期入院患者の地域生活移行が中心とされている。ピアサポーターの

活動は、同じ課題や環境を体験する人が、その体験から来る感情を共有することで専

門職による支援では得がたい安心感や自己肯定感を得られるものとされており、知

的障がいや身体障がいの分野においても必要な活動であると考えられる。 

このため、県は、ピアサポーターの活動範囲についての研究・検討を進めるととも

に、国庫補助事業である「障害者ピアサポート研修事業」を活用し、ピアサポーター

の養成研修の充実を図り、障がい福祉の分野全体でピアサポーターが活躍できる基盤

を作るべきである。 

 

〇 また、ピアサポーターの活動は、現状では事業所内部での募集などに限られてお

り、多くの当事者がピアサポーターになることを希望しているにも関わらず、事業

所側がそれに応じられない状態が続いているとの指摘がある。県はピアサポーター

の存在や効果などを事業所等に対して周知するなどし、ピアサポーターの活躍の機

会を作り出すよう努めるべきである。 

さらに、県は、ピアサポーターを養成した後も、しっかりとフォローアップする 

こととし、その活動が孤立化しないよう、また、よりピアサポートの技術が向上す

るよう、ピアサポーター同士の交流の機会やスキルアップ研修の機会を設けるべき

である。 

 

（当事者の活動の機会の確保とその支援） 

〇 「お花見やバーベキュー、交流会といったイベントを企画し実施することは大変

だが、やってよかったという達成感を感じられる」という意見や、「話す内容が虐待

や差別のことばかりで落ち込むことや、信頼する職員が突然辞めてしまい困ってし

まい、話がうまく進まないこともある」といった意見があった。 

また、「当事者の近くにいる職員が、当事者と一緒に乗り越えようとする思いがあ

れば、絆が深まるので、当事者も支援者もお互い努力して、もがき続けることが大

切」、「施設で暮らす当事者たちにも、そういう経験ができる機会があるとよいと考

えられる」とする意見もあった。 

県は、当事者がたくさんの選択肢と経験を得て、社会参加の促進が図られるよう、

当事者主体の活動を支援するとともに、そうした活動を支援できる支援者の養成を

図るべきである。 
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(本人活動への財政支援) 

〇 本人活動は、障がいのある当事者と支援者が集まって活動しているが、活動資金は

全てその参加者たちでお金を出し合っている。そのため、調査をするなど活動を広げ

ていくためのお金がまったくない状況にある。活動を広げ、活発にしていくために、

行政からの財政的支援が必要である。 

 
 

1）社会保障審議会障害者部会「障害者総合支援法施行３年後の見直しについて～社会保障審議会 障害者部会 報告書～」

厚生労働省、2015 

２）みずほ情報総研株式会社「障害福祉サービス事業所等におけるピアサポート活動状況調査」厚生労働省平成 27年度

障害者支援状況等調査研究事業報告書、2016 

３）一般社団法人発達・精神サポートネットワーク「発達障害者の当事者同士の活動支援の在り方に関する調査報告書」

平成 28 年度厚生労働省障害者総合福祉推進事業指定課題 15、2017 
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② 虐待ゼロの実現に向けて 

 

ア 現状・課題 

 

〇 障がい者に対する虐待は、障がい者の尊厳を害するものであり、重大な人権侵害で

ある。平成 24年 10 月に「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関

する法律」（障害者虐待防止法）が施行され、障がい者に対する虐待の禁止や虐待防

止の体制整備、障がい者に対する虐待を発見した者は、市町村等に通報することが義

務づけられた。 

 

〇 また、我が国の「障害者の権利に関する条約」（障害者権利条約）批准後、初めて

策定された国の障害者基本計画（第４次）では、条約の理念を尊重し、「差別の解消、

権利擁護の推進及び虐待の防止」が障がい者施策の基本的な方向の一つに位置付け

られた。 

 

〇 厚生労働省が実施する障害者虐待防止法に基づく対応状況調査では、養護者虐待

は警察からの通報の増加、施設従事者虐待は管理者等からの通報の増加を背景に、相

談・通報件数が増加傾向にあるが、虐待判断件数は横ばいの傾向にある。虐待行為の

類型は身体的虐待が最も多く、被虐待者の障がい種別は知的障がいが最も多い。ま

た、被虐待者の内訳では、障害支援区分５及び６である人、「行動障がい」のある人

が多い傾向にあり、県においても、同様の傾向が見られる。 

 

〇 また、国の研究等において、入所施設等での虐待を防止するためは、組織マネジメ

ントを考える必要があり、社会人教育を基礎とした上での職員のスキル養成、理事長

を筆頭にした管理職の公正な姿勢、風通しの良い組織風土の醸成等が重要である、と

指摘している。 

 

〇 今日、事業所等に対しては、組織的な虐待防止策として虐待防止委員会を設置す 

ることが求められる。この場合、支援現場以外の職員や組織外の第三者性のある委員

の参加による客観性の確保、虐待防止委員会の心得の作成などにより、事案を隠さな

い基本原則の確立がポイントとなる。また、虐待が発生した場合は、虐待者の責任追

及ではなく、虐待が起きた環境要因に焦点を当てた原因分析を行い、改善につなげる

ことが重要とされている。 

 

〇 県立施設については、支援検証委員会及び支援推進検討部会において、利用者支援

の内容について検証が行われたが、利用者の安全の確保を優先することや障がい特
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性等を理由に身体拘束が常態化している事案が複数確認され、虐待が疑われる事例

も確認された。支援推進検討部会においては、大規模施設は構造的に閉鎖的、管理的

な運営に陥りやすく、様々な課題が発生し易いことが指摘され、職員の意識改革や組

織マネジメントの改革の必要性とともに、運営指導する県についても、正確な知識に

乏しい上、本来の役割を果たしておらず、課題があると指摘されている。 

 

〇 県は、支援検証委員会及び支援推進検討部会等の指摘を踏まえ、現在、県立施設で

の身体拘束ゼロの実現を目指して、一人ひとりの身体拘束の状況を見直すとともに、

身体拘束の実施状況をホームページで公表し、「見える化」を図っている。また、定

期モニタリングの充実強化、施設職員に対する研修、多職種での検討・研究する場

の設置などを進めている。 

 

〇 とりわけ、現状、長時間の居室施錠の件数が多い、県立中井やまゆり園について

は、令和３年２月、関係市町村に対し、居室施錠等の身体拘束の実態について情報

提供を行うとともに、意見交換を実施し、不適切支援をなくす取組みを進めてきた。

しかし、同園での不適切支援について新聞報道がなされたことをきっかけに、支援

の改善を加速する取組みが求められ、令和 3 年９月に、外部有識者による「県立中

井やまゆり園当事者目線の支援改革プロジェクトチーム」を設置し１、支援内容の改

善の取組みを進める態勢を強化している。 

 

〇 また、県は、令和３年５月、市町村障害者権利擁護・虐待防止担当者会議を開催し、

市町村の虐待防止対策についての情報交換の機会を設けている。この会議において、

虐待を疑われる案件の取扱いについて、「相談・通報をきっかけに、より良い支援に

つなげ、身体拘束を行わずに支援する方法を一緒に検討していけるとよい」、「身体拘

束の３要件の見解について、市町村ごとに見解が異なるのはよくない」、「これを虐待

と認定すると、重度の人を県立中井やまゆり園で受けてもらえなくなるといった懸

念がある」、「市町村の統一的な対応を県が示すべき」といった意見が挙げられた。こ

うした意見を踏まえ、今後、県は、市町村と県が共通の認識を持つための「虐待調査

認定ガイドライン」（仮称）を作成していくこととしている。 

 

〇 さらに、県は、年に１回、事業者をはじめ広く県民に対し、虐待の早期発見や虐待

防止、権利擁護に関する意識啓発のための講演会を実施している。加えて、平成 23

年度から、障がい者虐待防止・権利擁護の研修会を、市町村担当職員、施設設置者・

管理者、虐待防止マネージャーに分けて実施しており、合計で毎年度 100 名程度の

受講がある。平成 28 年度からは、研修修了者が地域や施設にどのように還元してい
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るかを確認するために、受講要件に伝達研修を実施することを加え、伝達研修実施後

の報告を求めることとした。 

 

 

 イ 検討の方向性 

 

 （障害者虐待防止法等の周知） 

〇 障がい当事者の中には、虐待されたのか、セクハラされたのか、いじめられたのか

区別ができない人もいるが、まず、本人が虐待等をされたことに気づくことが大切で

ある。障がい当事者に対しても、虐待防止法の研修を行うことが必要である。事業所

等は、障がい当事者に対して、基本的な「権利」や「虐待」とは何かを知ってもらう

ための研修や、障がい当事者と支援者等がお互いに話し合える環境を整えることと

し、県は、その実現に向けた支援を行うべきである。 

 

〇 また、県は、県民等に対して、障害者虐待防止法の周知、障がい者の権利擁護につ

いての啓発、障がいや障がい者虐待に関する正しい理解の普及について強化を図る

べきである。 

 

〇 「入所施設等での虐待報道には不安しか覚えない。いつ自分が虐待を受けるか分か

らないという不安を抱えながら暮らしている人もいる」、「虐待という言葉は多くの

人に不安を与えていることを知ってもらいたい」との意見があった。県は、県民等に

対して、施設で暮らしている当事者から話を聞く場を設け、身体拘束廃止に向けて、

一人ひとりに何ができるのか等を考える機会を提供する必要がある。 

 

（当事者目線の支援の徹底） 

〇 「身体拘束をされ、一生自由を奪われていく環境があることを知った。自分の気持

ちを伝えて、分かり合えない結果、身体拘束されてしまうことに大きな不安がある」、

「望む暮らしや、目指したいことを上手に言えないときもあり、障がい当事者は悩み

もがきながら暮らしているときもある。そんなときに話を聞き、一緒に悩みもがいて

くれる存在が必要である」とする意見があった。支援者は、障がい当事者一人ひとり

の目線に立って、その人の人生や思いを想像する力を磨くことが大切であり、当事者

の話をしっかりと聞き、様々な活動等を通して、お互いの信頼関係を積み重ねていく

べきである。 

 

〇 法令等に基づいた手続きを経てやむを得ず身体拘束等を行った場合でも、支援者

は、身体拘束はその人の自由を奪う行為であることを忘れず、常に支援内容を検証し
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なければならない。身体拘束に頼らない支援を検討し、その人らしくいきいきと暮ら

すことができるよう、障がい当事者の幸せを追求していくことに対して責任を果た

すべきである。 

 

（意思決定支援との関係） 

〇 権利擁護の観点から、意思決定支援が適切に行われることが重要である。意思決 

定支援の考え方や取組みを着実に県下に広げていくために、県は、事業者等に普及・

啓発を行うとともに、しっかりとした推進体制を構築するべきである。また、県は、

意思決定支援の質の向上を図るため、必要な実践的な研修を実施すべきである。 

 

〇 県は、意思決定支援の普及について、まずは、支援者目線の支援に陥りがちな入所

施設から取り組むこととしている。意思決定支援は、権利擁護の基礎となることか

ら、入所施設以外の事業所も主体的に意思決定支援に取り組んでいくこととし、県

は、その実現に向けてサポートすべきである。 

 

（支援の質の向上に向けた取組み） 

〇 権利の主体者である福祉サービス利者用の人権を守り、絶えず質の高いサービス

の提供に努めることが、虐待の防止につながる。事業者は、支援の質の向上のために、

管理者、中堅職員、新規採用職員など、それぞれの役職や階層、経験年数やスキルに

応じた研修の充実強化を図るべきである。また、単独で研修を実施することが難しい

小規模な法人などの場合、社会福祉連携推進法人制度２なども活用し、法人等の枠を

超えて連携・協力して実施できるよう努めることとし、県は、その実現に向けた支援

を行うべきである。 

 

〇 虐待を防止するためには、身体拘束に頼らない支援を確立していくことが重要で

ある。行動障がいのある人など、一人ひとりの状態像が異なることから、身体拘束

を行わない支援の方法を組み立てるには、適切にアセスメントを行うことが必要で

ある。 

事業所等は、管理者、支援者、各種専門職が参加し、本人の好きなこと、得意なこ

と、苦手なことなどに注目しながら、きめ細かな分析が行われるよう、アセスメント

の手法の確立及び向上を目指すことが重要であり、県は、その実現に向けた支援を行

うべきである。 

 

〇 障がい当事者は障がい福祉施策、あるいは支援の現場を変えていく力を持ってい

る。事業所等は、障がい当事者に支援内容を直接見てもらい、職員との意見交換を行

うなどにより、職員の意識改革や支援の改善に取り組むべきである。 
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（虐待防止のための具体的な手法） 

〇 不適切な支援が虐待につながることを防ぐためには、障がい者の権利を侵害する

小さな出来事やヒヤリハット事例を素早く把握し、職員間で共有することが重要で

ある。事業所等は、支援内容について職員間で迅速かつ緊密に情報交換できる環境を

整えるとともに、ヒヤリハット事例の分析と再発防止を行い、日ごろから、適切な支

援につなげる仕組みづくりに取り組むこととし、県は、その実現に向けた支援を行う

べきである。 

 

〇 本検討委員会において、事業者団体の取組みとして、ヒヤリハットとは異なり、

日々の支援の場で支援者が思わず「ニッコリ」と笑顔になった出来事や、「ほっ」と

心が温まる瞬間を「にこりほっと」として共有し、支援される人のプラスの面に着目

することで、今まで気付かなかった新たな一面が見えるという報告３もなされた。こ

うした取組みも広げていくべきである。 

 

〇 県立施設を含む事業所等は、支援内容や取組事例等について積極的に情報発信し、

第三者から支援を評価される、支援の「見える化」を図る取組みを進めることとし、

県は、その取組みが円滑に進むよう支援を行うべきである。 

 

〇 虐待防止は、事業所等における組織的な取組みが重要である。研修計画の策定、職

員のストレスマネジメント、苦情解決、チェックリストの集計・分析と防止の取組み、

事故対応の総括、他施設との連携等の役割を担う虐待防止委員会の設置等、必要な体

制整備が求められる。虐待防止委員会は、これを設置しただけでは十分ではなく、い

かに機能させるかが重要である。こうしたことから、事業所等は、外部の視点として、

障がい当事者、家族会等の代表者、相談支援専門員、外部コンサルタント、他法人の

虐待防止委員等を積極的に活用するよう取り組むこととし、県は、その取組みが着実

に進むよう支援を行うべきである。 

また、事業所等が、単独での虐待防止委員会を設置することが難しい場合、近隣

の事業者等と連携して設置し、報告や事例検討等を行うこととし、県は、その実現

に向けた支援を行うべきである。 

 

〇 虐待が発生してからの対応よりも、虐待を未然に防止することが最も重要である。

虐待行為が軽微な段階で適切に通報することができれば、被害は最小限で留められ

る。事業所等は、虐待や疑わしい事例が生じた場合、虐待として通報するかしないか

を判断するのではなく、自分たちの組織を変えていく機会と捉え、まず相談・通報し、

行政の事実確認を踏まえ、事業所等の設置・運営の責任者として、虐待発生の経緯と

原因を分析・検証し、再発防止策を検討することが当然のこととして行われなければ
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ならない。県は、事業所等に対する集団指導など様々な場を活用して、このような虐

待防止や権利擁護の取組みを周知・徹底するべきである。 

 

 （県立施設における身体拘束を減らす取組み） 

〇 県立中井やまゆり園の不適切な支援について、県立施設がどういう状態になって

いるか、実際にそこで暮らしている当事者はどのように過ごしているのかというこ

とを、外部から見る人がほとんどいない状態になっていることが、一番の問題であ

る。県は、市町村や相談支援専門員はもちろんのこと、障がい当事者や第三者などが

積極的に出入りできる環境を作るべきである。 

 

〇 県立施設は、これまで重度の障がい者に対応するためとして、民間施設よりも職員

数を多く配置するといった「手厚い」体制を取ってきた。県は、そのような体制の中

で身体拘束が行われている実態を把握し、支援内容について振り返る必要がある。加

えて県は、当事者一人ひとりの人生や暮らし方について、当事者の願いや思いに耳を

傾けながら一緒に考えていくという、職員の意識改革を行うべきである。 

 

〇 県立中井やまゆり園の不適切支援の改善については、本来は、園自らが主導してし

っかりと進めるべきものである。また、県立施設であることから、県本庁も、支援の

現場でどういう状況が起きているのかということを把握すべきである。県は、これま

での本検討委員会での議論も踏まえ、速やかに、身体拘束をされている利用者の暮ら

しの改善及び支援者の就労環境の改善に着手すべきである。 

 

（行政の対応の底上げ） 

〇 行政は、入所施設や障害福祉サービス事業所から事故報告書が提出された場合は、

その内容が虐待に当たらないかという視点を忘れずに対応するとともに、特別監査

による虐待認定に基づく指導、処分にとどまらず、事業者をコンサルテーションに結

び付けるなど、改善に向けたサポートを行うべきである。 

また、行政は、県立施設を含む事業所同士が意見交換する場を設置し、身体拘束の

状況把握や身体拘束に頼らない支援等を検討することも必要である。 

 

〇 市町村が虐待に関する情報提供を受けた際、当該市町村が適切に対応できるよう、

県は、令和３年度中に「虐待調査認定ガイドライン」（仮称）を作成する予定である

が、県は、定期的に市町村障害者権利擁護・虐待防止担当者会議を開催し、虐待等不

適切な支援の事案についての事例検討、身体拘束に頼らない支援など好事例の共有

などを行い、市町村の虐待防止に関する知見の蓄積を支援するとともに、同ガイドラ

インについて、最新の情報が登載されるよう、随時、改定を行うべきである。 
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〇 行政や相談支援専門員等は、積極的に施設を訪問し、身体拘束をされている障がい

当事者の話を聞き、本人の気持ちや現状を理解する必要がある。その上で、身体拘束

に頼らない支援や今後の暮らし方について関係者と意見交換を行うべきである。話

し合った結果を、相談支援専門員やサービス管理責任者はサービス等利用計画や個

別支援計画に着実に反映させ、市町村は計画に反映されているか確認していく必要

がある。 

 

 

１）令和 3年 9月 27 日に同チームが立ち上げられ、個別の事案ごとに検討を行い、改革プログラムを作成することとし

ている（https://www.pref.kanagawa.jp/docs/dn6/prs/r9560675.html）。県は、同チームにおいて、骨折事案にお

ける再調査を進める中で、別の不適切な支援に関する情報を把握したことから、徹底的に調査を行うために、令和４年

３月３日、外部調査委員会を設置することとした（https://www.pref.kanagawa.jp/docs/dn6/prs/n220303.html）。 

２）令和２年６月公布の「地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律」に基づき、令和４年度から

施行される「社会福祉法人等が社員となり、福祉サービス事業者間の連携・協働を図るための取組等を行う新たな法人

制度」（厚生労働省HP（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_20378.html）） 

３）「さぽーと 知的障害福祉研究〈特集〉ヒヤリハットからにこりほっとへ」日本知的障害者福祉協会、2020 などに詳

しい。 

  

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/dn6/prs/r9560675.html
https://www.pref.kanagawa.jp/docs/dn6/prs/n220303.html
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③ 意思決定支援の推進 

 

 ア 現状・課題 

 

〇 「障害者の権利に関する条約」の批准に向けて国内法を整備する中で、「障害者の

日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」（障害者総合支援法）の基本

理念の規定（第一条の二関係）に、障がい者本人が、どこで誰と生活するかについて

の選択の機会が確保される旨が盛り込まれるとともに、障害福祉サービス事業者の

設置者の責務規定（第四十二条関係）に、障がい者の意思決定の支援に配慮するよう

努める旨が盛り込まれた。 

 

〇 厚生労働省は、平成 29 年３月に｢障害福祉サービスの利用等にあたっての意思決

定支援ガイドライン」１を策定し、事業者が障がい者の意思を尊重した質の高いサー

ビス提供に資するための意思決定支援の枠組みを示した。 

そこでは、意思決定支援について、「自ら意思を決定することに困難を抱える障害

者が、日常生活や社会生活に関して自らの意思が反映された生活を送ることができる

よう、可能な限り本人が自ら意思決定できるよう支援し、本人の意思の確認や意思及

び選好を推定し、支援を尽くしても本人の意思及び選好の推定が困難な場合には、最

後の手段として本人の最善の利益を検討するために事業者の職員が行う支援の行為

及び仕組み」と定義している。 

 

〇 このガイドラインによると、日頃から本人の生活に関わる事業所等の職員が場面

に応じて即応的に行う直接支援の全てに意思決定支援の要素が含まれているとして

おり、意思決定支援が必要な場面は、大きく、日常生活における場面と社会生活にお

ける場面に分けられるとしている。 

  また、意思決定支援の枠組みとしては、意思決定支援責任者を配置の上、意思決定

支援会議を開催し、意思決定の結果を反映した意思決定支援計画、すなわち、サービ

ス等利用計画及び個別支援計画を策定して実際にサービス提供を行い、モニタリン

グ、評価・見直しを行っていく。こうして、日頃から本人の生活に関わる事業所等の

職員が、全ての生活場面の中で意思決定に配慮しながらサービス提供を行うもので

ある旨、解説している。 

 

〇 なお、厚生労働省によりガイドラインが示されるより以前に、一部地域では、意思

決定支援の具体的な手法について議論が進められた例もある。例えば、福島県知的福

祉協会では、意思決定支援の定義・概念が不明確な状態であっても、入所施設等で実

質的に日常の生活や活動の中で「意思決定支援」を既に実践している実態があること
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から、失敗実例も含めて 92件（当初）の意思決定支援の実例をまとめ、特徴や共通

点を分析している。それによると、本人主体の意思決定支援がなされている所に人権

侵害つまり虐待はないという結果だった。すなわち、意思決定支援＝人権擁護であ

る、としている２。 

 また、この実例集では、「「障がい者の意思決定支援」と問うと、障害福祉サービス

事業所の関係者であれば、大半が「以前から取り組んでおり、日々実践している」と

答えるであろう。確かに、重い知的障がいの人などに対して、日常的に意思決定の配

慮が行われていると思われるが、そこで実施されている「意思決定支援」を明文化す

ることは容易ではない」旨解説されている。 

 

〇 他方、優れた実践を行っているとされる事業所等においては、それぞれの考え方

や手法により、適切に「意思決定支援」を行いながら、全体の支援を組み立ててい

ると考えられる。このような実態に照らすと、津久井やまゆり園で取り組んできた

意思決定支援は、利用者の望みや願いに寄り添った適切な支援が行われているか、

支援内容を「可視化」する取組みであるともいえる。 

 

〇 県では、津久井やまゆり園事件の翌年（平成 29年）に策定した「津久井やまゆり

園再生基本構想」３に基づき、「津久井やまゆり園利用者一人ひとりには、それぞれ

尊重されるべき意思がある」ことを前提に、厚生労働省のガイドラインを踏まえつ

つ、意思決定支援に取り組んできた。 

その特色は、①利用者ごとに、相談支援専門員、支援員、市町村及び県の職員など

で構成するチームを置く、②支援の客観性、専門性を確保するため、弁護士、有識者

等の助言を得る、③全ての利用者のアセスメントを実施するとともに、本人・家族が

加わり、チームで情報を共有し、定期的に意思決定支援計画（サービス等利用計画・

個別支援計画）のモニタリングを行う、こととされている。この取組みにより、本人

の願いや希望に沿ったサービス等利用計画と個別支援計画を策定し、本人の望む暮ら

しの実現を目指したサービス提供に取り組むこととしている。 

 

〇 県は、津久井やまゆり園における意思決定支援の取組みの成果は次のとおりとし

ている。 

① 津久井やまゆり園利用者の生活の場の選択ができたこと 

② 本人の意思を尊重し、本人の可能性を引き出すアプローチにより笑顔や意思の

表出が増えるなど、本人自身の変化が見られたこと 

③ 支援者側に当事者目線の考え方が浸透し、身体拘束や居室施錠が減ったこと 

④ 利用者の嗜好が分かり、いろいろな支援を試みるようになるなど、支援の質が

向上したこと 
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〇 しかしながら、①再整備する新たな二つの施設が完成するまでに、住む場所を決め

る必要があるという特別な事情から、「居住の場」の選択についての意思決定支援が

優先されたこと、②コロナ禍で、十分な体験や見学ができなかったこと、などの課題

が認識されており、本人の望む暮らしを実現するため、引き続き、事件当時入所され

ていた利用者の意思決定支援を実施していくこととしている。  

 

〇 津久井やまゆり園利用者で、グループホームへの入居も含めて地域生活に移行し

た人の数は少なく（令和 3年 2月時点で 8名）、地域生活への移行を意思決定支援の

ゴールとするならば、うまくいかなかったのではないか、という見方がある。   

 

〇 津久井やまゆり園に本人の意思で入所した人は誰一人としていないことを考える

と、地域での生活をどのように考えてもらうか、その機会をしっかりと作ることが必

要である。本人が言わなかった、分からなかった、できなかったということを理由に、

その機会が避けられてきたのであれば、その意思決定の過程には課題があると言わ

ざるを得ず、今後の取組みが注目される。 

 

〇 また、津久井やまゆり園における意思決定支援の取組みにより、身体拘束がなくな

ったということであれば、一つの成果であると考えられるが、他の県立施設ではいま

だ身体拘束が続いており、意思決定支援も含めて支援の改善がこれからということ

であれば、その取組みの姿勢は謙虚であるべきとの指摘もある。 

 

〇 支援推進検討部会の報告書では、「今後、県下の障害者支援施設等において、既

に入所している人はもとより、新たに入所する人についても、意思決定支援を実践

していくことが重要」とされたことも踏まえ、県としては、津久井やまゆり園にお

いて取り組んできた意思決定支援を県下の事業所等に展開する予定としている。 

 

〇 今年度（令和３年度）、県は、津久井やまゆり園での取組みを基に、県内の４事業

所でモデル事業を実施しており、県所管域の入所施設を対象にした実態調査を実施

するとともに、事業所等の職員を対象とした意思決定支援に関する研修を行い、さら

には、各事業所等において、意思決定支援の取組みが進められるよう、「かながわ版

意思決定支援ガイドライン（試行版）」（仮称）を作成することとしている。 
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イ 検討の方向性 

 

（意思決定支援の普及） 

〇 障がい者の自己選択、自己決定の尊重は、当事者目線の障がい福祉の基本となるも

のであり、県は、引き続き、意思決定支援の重要性について、事業所等に普及・啓発

を行うとともに、どのようにすれば、適切な意思決定支援を行うことができるのか、

懇切丁寧に助言・指導を行うことが重要である。そうした取組みを重ね、行政及び事

業所等は、20年後、必要な人全てに意思決定支援が適切に行われることを目指すべ

きである。 

 

〇 神奈川においては、津久井やまゆり園事件を通じて、権利擁護に関する研修及び人

材の育成も含め、意思決定支援の考え方が徐々に根づいてきた。このことは、全ての

個別支援計画について、意思決定支援の観点からどうなっているかをチェックして

いくことができる好機であると捉える必要がある。 

 

（学齢前からの意思決定支援の重要性） 

〇 意思決定支援が有効に機能していく観点から、子どもの育ちの中での経験、体験は

非常に重要であって、そうした経験と体験が意思を表出していくことにつながって

いく。本検討委員会の議論においては、「小学校２年の時に、字が書けなかったため、

「普通の学校より他の学校に行った方がいいよ」と母から言われたことが非常にシ

ョックだったが、思い返すと、その時から母は障がいを感じて悩んでいたんだと思う」

という意見があった。 

子どもの頃から自己決定が尊重された育ちができるよう、家族を含めた養育者を、

社会全体で支えていくという視点から障がい福祉等の施策を展開していくことが重

要であり、その取組みの素地を作る観点から、行政及び事業所等は、障がいのある人

の自己決定（意思決定）の大切さを、全ての県民が共有できるよう、理念の普及啓発

に努めるべきである。 

 

〇 また、現状にのみ対処していくという方法では、「強度行動障がい」のある人の支

援について、最終的な解決にならないことを踏まえるべきである。家族も含めて支援

の関係者は、子どもの時からの様々な経過に遡って確認することが重要である。 

 

〇 厚生労働省において、意思決定支援のガイドラインを策定する際、保育所から小学

校に進む時や特別支援学校から就労に移行する時などには、とりわけ本人の意思決

定支援が必要であるが、専門家としての支援者や学校の先生、家族による意思決定は、

本人にとって「ウザイ」もので、本当は友だちの関係の中における意思決定が一番だ、
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という議論があったとされる。 

神奈川においては、施設のことだけに集中せず、学校期、学齢期、あるいは、もっ

と小さい子どもの時から意思決定支援に取り組み、特に困難を抱えている人に対して

注力すべきである。 

 

（県立施設でのモデル実施と横展開） 

〇 津久井やまゆり園で取り組んできた意思決定支援について、所期の目的が果たせ

たのか検証すべき、との本検討委員会でのこれまで意見を踏まえ、県下の事業所等に

横展開する前に、県は、これまでの実践をしっかりと評価・検証する必要がある。そ

の上で、検証で確認された課題に対応し、改善された意思決定支援の取組みを、まず

は、支援者目線の支援に陥りがちな入所施設において進めるべきである。その場合、

民間施設のモデルとなるよう、他の県立施設が率先して試行すべきである。 

 

〇 意思決定支援等の円滑な実施には、対象となる利用者一人ひとりに応じて、個別 

の支援チームを設定することが有効であったことから、今後、県が意思決定支援の取

組みを各事業所等に広げていく際は、相談支援事業者や市町村などの協力を得て、多

職種と連携しながら、チームによる多様な視点からの取組みを基本とすべきである。

また、その際、本人以外の障がい当事者もチームに加わることができないか検討すべ

きである。 

 

〇 意思決定支援の取組みを着実に県下に広げていくために、県は、しっかりとした 

推進体制を構築するとともに、県が事業所等に対して一定の財政支援を行うことを

検討すべきである。また、県は、意思決定支援の質の向上を図るため、必要な実践的

な研修を実施することも検討すべきである。 

 

（意思決定支援を広げていく際の留意点） 

〇 「意思決定支援会議では、たくさんの支援者の中で本人が話をすることとされて 

おり、想像すると、緊張してしまい、頭が真っ白になるのではないか」という意見、

「意思決定支援の過程で作られる紙一枚で自分の人生を決められたくない。私の思

いは変わります。変わった時に話を聞いてもらえるのでしょうか？それとも一度言

ってしまったら、それが全て自己責任になるのでしょうか？とても不安だ」という意

見もあった。 

今後、意思決定支援の取組みを県下に広げていく際には、こうした意見に対しても

十分に配慮し、丁寧な説明を行っていくべきである。 

 

〇 また、意思決定支援に取り組み、本人がどう変化したかについて、映像などを使っ
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た記録にして、色々な当事者や関係者に見てもらい、客観性を高めていくことも必要

である。 

 

〇 そもそも人は悩む存在である。何か決定した後も迷う。失敗する人もいる、判断 

を間違える人もいるが、この領域の決定は自己責任を追及しない決定である。「まず

かったね」と言って次も続けて行けば良く、意思決定支援の本質はゴールといったも

のがないということである。意思決定支援の過程における自己選択、自己決定につい

ては、間違ってもいい、失敗してもいい、またやり直せばいい、という考え方をしっ

かりと広げていくべきである。 

 

〇 支援者が「変な人だから」、「もうどうしようもないので」と諦めると「閉じ込める

しかない」となって、支援は何もできなくなる。本人の意思があり、本人が自分のこ

とを自分で決める過程で、自己主張がなされたときにどういう支援をするのか。意思

決定支援という名のもとに問われている。 

 

 （「意思決定支援」という言葉について） 

〇 本検討委員会においては、「意思決定支援」という言葉に関して、様々な意見が述

べられた。障がい福祉の分野では、比較的近年に用いられるようになった用語であり、

捉え方も様々であった。 

「意思決定支援という言葉は支援する側の強い言葉に聞こえてしまう」という意見、

「意思決定支援という言葉は、意思がない、決定ができないという考えから生まれた

言葉と感じる」とする意見、さらに、「意思決定支援という言葉が独り歩きをしてい

るところがあって、なかなか浸透しきれてない。現場でも計画にどう反映したいのか

というところが分からない」という意見もあった。また、（「（第９回委員会で事例紹

介を行った）髙野さんにとって、意思決定はなんですか」という質問に対し、髙野氏

からは「（意思決定支援とは、）心の声に従うこと」との発言があった。 

 

〇 「意思決定支援というのは、自分の意思でいろいろと決めること。そういうこと 

からまず説明していかないと難しい。噛み砕いて言うと、例えば、野球でピッチャー

やりたい、キャッチャーやりたい、どっちをやりたいのか、そういうのも意思決定に

なる。私はそういうふうに仲間に伝えている。意思決定支援については、多分そうい

うことを知らない人が多いし、噛み砕いた説明を聞いて、やっと分かるぐらいなの

で、分かりやすいパンフレットを作ってほしい」という意見もあった。 

このような意見も踏まえ、県は、今後、障がい当事者に対し、意思決定支援に関す

る分かりやすい情報提供に努めるべきである。 
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〇 もとより、「意思決定支援」という言葉を構成する「意思」、「決定」、「支援」のそ

れぞれが分かりにくい文言であり、意思決定支援という言葉の意味が非常に分かり

にくいものとなっている。そうした中で、一番の大きなポイントは、今まで本人の「思

い」というものを全く無視してきた支援環境を変えるという大きな動き、うねりとな

りつつあることであり、神奈川での取組みが全国的に問われていることを強く意識

すべきである。 

 

〇 意思決定の支援は、普段の衣服の選択や、何を食べたいとか飲みたいとかという日

常生活のものから、住むところ、働くこと、結婚、多額の買い物など、人生における

重大事項を決めることなど、幅広い。「自己決定」、「自己選択」といった表現も含め

た用語の議論は、そういった支援の範囲の広さも踏まえ、利用者主体の支援にとって

何が大事なのかという視点から丁寧に議論していくべきである。 

 

 （意思決定支援が目指すもの） 

〇 障がい当事者に対して、津久井やまゆり園での取組みや意思決定支援に関しての

情報提供が十分ではなく、意思決定支援のゴールをどう設定すべきか不明である、あ

るいは、ゴールが見えない意思決定支援ならばそれはいらないのではないか、とする

意見があった。 

 

〇 「自分の思いは揺れています。この思いが揺れた時に話を聞いてもらいたい。思い

が上手に出せない仲間たちの声を真剣に引き出そうとしてくれる職員や、継続して

関わってくれる職員が必要である」、「意思決定支援という言葉が良いとか悪いとか

でなく、人が人を思うということを真剣に考えたときに、意思決定支援という言葉が

必要なくなるんだと思う」という意見があった。 

さらに、「本人（当事者）活動を通じて、最終的には、本人自身がサービス等利用

計画を作ることができて、自分で決めたサービスの利用が毎月できると良い、それ

が意思決定につながると良い、自分の意思でサービスを変えられると良い」とする

意見もあり、今後、意思決定支援の対象範囲についても議論を深めていく必要があ

る。 

 

〇 入所施設の利用者は、必ずしも本人の意思で入所した人ばかりではなく、入所時、

入所施設以外の居住支援が選択できなかったという家族等の事情もあったと思われ

る。事業所等が意思決定支援に取り組んでいく際には、このような事情も勘案しなが

ら丁寧に進めていくことが重要である。 

 

〇 また、本人の望みや願いの実現には、生活の範囲を入所施設に限るのではなく、施
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設外の地域での生活を様々体験することにより、地域へ目を向けてもらって生活の

選択の幅を広げることが肝要である。そうした生活の広がりを基礎に、本人が地域生

活を望むときには、地域社会全体が本人の暮らしを受け止めていくよう、事業所等は

地域にアプローチしていくことが重要である。県は、こうした考えを事業所等と共有

し、地域と関わりを持ちながら意思決定支援の取組みが進められるよう、連絡協議体

を設け、情報共有と意見交換の機会を設けるべきである。 

 

 （津久井やまゆり園での意思決定支援の検証） 

〇 津久井やまゆり園における意思決定支援の取組みは地域生活への移行とセットで

考えていく必要がある。どれだけ本人の願いが叶えられたか、あるいはどれだけ実現

できたか、本人の望む生活がどこまで実現したかをきちんと評価していく必要があ

る。 

十分に目標が達成できない場合であっても、補いながら次に続けていくということ

をやらないと発展しない。津久井やまゆり園の意思決定支援は、地域生活への移行を

アウトカム（成果）とした場合、決して十分な結果にはなっていないことから、これ

までの取組みについて、引き続き検証していく必要がある。 

 

〇 重度の障がいの人と軽度の障がいの人は一緒に活動ができるし、一緒に支えあっ

てグループホームで暮らすことも可能である。障がい当事者は、行動に障がいがある

と言われている人たちや、うまく言葉を出せない人たちの良いところや頑張るとこ

ろに、しっかりと目を向け、一緒に応援して乗り越えていこうという気持ちがある。

そういう視点に立って意思決定支援に取り組むことが重要であり、意思決定支援に

ついてはもう一度、検証すべきである。 

 

〇 津久井やまゆり園での意思決定支援の取組みにより、身体拘束の解消や地域生活

への移行といった、重度の障がい者の支援について様々な可能性が見出せたという

検証結果であれば、意思決定支援の重要性が確認できたのであり、これを全県に広げ

ていくという方針は妥当なものであって、県下に広げていくべきである。 

  なお、県立施設においては、これまでの支援内容の検証において、不適切な支援が

指摘されており、そのことと意思決定支援のアウトカム（成果）の検証とはきちんと

切り離して考える必要がある。 

 

（適切な意思決定支援を広げていくための仕組みづくり） 

〇 意思決定支援の取組みを広げていくに際し、本人の望みや願いに反するような意

思決定支援が行われないよう、県は、権利擁護の観点から、本人が異議を申し立てる

ことのできる、第三者的な立場で仲裁あっせんを行う機関を設定するとともに、各事
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業所等における意思決定支援の取組みについて、客観的に効果測定を行う仕組みを

構築すべきである。 

 

〇 今日、障がい福祉は、施設から地域へという大きな前提がある。意思決定支援の取

組みにより、県立施設の利用者が自ら地域生活を選択する機会を設けていくことは

非常に重要である。県は、県立施設だけにとどまらず、全ての入所施設においても意

思決定支援が実践されるよう注力するとともに、在宅の人たちにも広げていくこと

も視野に入れて、施策の展開を図っていく必要がある。 

 

〇 また、こうした意思決定支援の取組みは、事業所によっては初めての取組みとなる

可能性があるため、時間をかけて丁寧に進めていく必要がある一方、だからといって、

安易に先延ばしにしたり、「できない探し」を始めることなく、当事者目線の支援を

推進していくために、できることから実践していくことが重要である。 

 

〇 本検討委員会での議論を踏まえて、県としては、意思決定支援のあり方について、

次のような課題認識等があるとして、報告が行われた。 

 

・ 一人ひとりに尊重されるべき意思があることを前提に、自らの意思が反映され

た生活を送ることができるよう、①心の声に耳を傾け「本人の望む暮らし」を一

緒に考えること、②意思決定支援にゴールはなく、様々な体験等でトライアンド

エラーを繰り返しながら継続して行うこと、③支援を受ける当事者だけでなく、

支援者や周囲の人たちの喜びにもつながる双方向性を有すること、を特色とし

て、他の先駆的な取組事例を盛り込んだ県版ガイドラインを作成し、事業者との

対話などを通じて全県に普及させることとしたい。 

また「意思決定支援」という言葉については、当事者の間でも一定程度、定着

していることから、今後、特色を示す部分には、サブタイトルを付けて表現する

こととしたい。 

 

〇 この「かながわ版意思決定支援ガイドライン（試行版）」（仮称）については、な  

ぜ今、意思決定支援が必要なのかという視点が重要である。意思決定支援そのものが

目的化し、その行為を行っていれば全てがＯＫということではない。また、何か会議

を開いて一つのことを決めれば終わりではなく、「こうだろう」というところから始

まって、積み上げて、何度も何度も積み上げて議論をしていくということが、意思決

定支援の過程で重要な点である。意思決定支援を行うに当たっては、まず「こうだろ

う」という仮説からスタートして、仮説を実証していくというプロセスが大事だとい

うことを明示すべきである。 
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○ そもそも「意思決定支援」という用語は外国では聞かない。本来的には「自己決定

の支援」のことである。他者に関わりのない決定を本人が行う場合は、いわば「勝手

に」決めれば良いことであるが、一人で完結する決定ということは稀であって、必ず

周りで影響を受ける人がいる。周りの支援者等が影響を受ける自己決定の場合は、本

人の意思をどこまで尊重するかという論点につながる。 

自己決定は、周りで影響を受ける人たちが、その本人の決定をどこまで尊重でき、

どこまで支援するのか。あるいはどこまで誘導するのか、といったことが常に関わっ

てくる。このことが「意思決定支援」の抱える難しさであり、支援者のセンスが非常

に重要である。 

 

 

１）「障害福祉サービスの利用等にあたっての意思決定支援ガイドラインについて」（平成 29 年３月 31 日付け厚生労働

省障害保健福祉部長通知） 

２）福島県知的障害施設協会人権・倫理委員会「私の事はあたりまえに自分で決めたい。手伝ってね！！「障がい者福祉

施設・事業所における障がいある利用者への意思決定支援実例集」」福島県知的障害施設協会、2016（vol.6 が令和 3

年（2021 年）3 月に発行されており、実例集作成にあたり福島県内の施設・事業所から寄せられた意思決定支援の実

例が Ver.１から延べ 1159 件集まっている。この実例集作成に当たっての調査目的には、「各事業所の職員一人ひとり

が、日頃の支援を振り返り、実例の作成や実例をスタッフ間で協議することにより、今まで気づかなかった「発見」や、

「改善策（統一的支援等）」が見出され、それにより、日常的に意思決定支援の実践が成される人的・物理的環境がとと

のいます。この一連の意思決定支援のプロセスこそが虐待を未然に防ぐ支援、並びに本人主体の積極的な人権擁護につ

ながる良い機会になることを期待します」と記されている。） 

３）神奈川県「津久井やまゆり園再生基本構想」（平成 29年 10 月） 
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５ 地域共生社会の実現 

 

① 地域包括ケアシステムの対象拡大 

 

ア 現状・課題 

 

〇 厚生労働省が推進する「地域包括ケアシステム」は、「2025 年を目途に、高齢者

の尊厳の保持と自立生活の支援の目的のもとで、可能な限り住み慣れた地域で、自分

らしい暮らしを人生の最期まで続けることができる、地域の包括的な支援・サービス

提供体制」である。これまで、国は、住まい・医療・介護・予防・生活支援を一体的

に提供する支援体制の考え方や市町村における地域包括ケアシステムの構築のプロ

セスの提示、地域包括ケアシステムの構築モデル例の公表などを通じて、その構築を

後押ししてきた。 

 

〇 県においても、地域包括支援センターの機能強化、医療と介護の連携強化、地域で

の支え合いの推進、ＮＰＯ・ボランティアとの協働、ケアラーへの支援、多様な住ま

いの確保など、地域包括ケアシステムの構築に向けた取組みの支援を進めてきた。今

後、在宅医療や介護サービスの需要がさらに高まることが見込まれており、高齢者が

住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けていくため、地域包括ケアシステムの推

進を一層進めていくことが必要とされている。 

 

〇 近年、地域包括ケアシステムと障がい施策との関連付けが議論されるようになり、

国の「これからの精神保健医療福祉のあり方に関する検討会」が平成 29年２月に取

りまとめた報告書において、「精神障害の有無や程度にかかわらず、誰もが地域の一

員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、医療、障害福祉・介護、

住まい、社会参加（就労）、地域の助け合い、教育が包括的に確保された「精神障害

にも対応した地域包括ケアシステム」を構築する」ことが提言された。 

 

〇 これを受け、国は第５期（平成 30年度から平成 32年度）障害福祉計画の基本指

針において、長期入院患者の地域移行を進めるため「精神障害にも対応した地域包括

ケアシステムの構築」を成果目標と定め、令和２年度末までに、精神障がいに対応し

た地域包括ケアシステム構築に向けた協議の場を市町村単位で設置することとされ

た。 

 

〇 県においても、平成 30 年３月改定の第５期障がい福祉計画の成果目標の１つに、

保健所等 11か所に保健、福祉、医療、市町村などの関係者で精神障がい者の地域移

行、地域生活を支える課題を協議する場を設置することとした（政令指定都市を除
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く）。 

 

〇 これまで、長期に入院している精神障がい者の地域生活移行の促進や、地域定着の

支援等については、県の障がい施策関係会議で協議されることが少なく、精神科病

院、障がい福祉、介護サービス、行政等の関係者が一同に会する機会も少なかった。

県の障がい福祉計画へ、精神障がい関係者の協議の場の開設が位置付けられ、事例を

通した課題の検討などが始められ、精神障がいの関係者で、「地域包括ケアシステム」

の考え方が共有されてきている。 

 

〇 地域包括ケアシステムは、地域で暮らすための支援の包括化、地域における連携・

ネットワークづくり、と言い表すことができる。また、新しい「まちづくり」、「地域

づくり」への取組みでもある。このような発想は、高齢者だけではなく、生活上の困

難を抱える障がい者や子どもなどが、住み慣れた地域において、安心していきいきと

生活できるようにしていくための普遍的な考え方であるとの意識が定着してきた。 

 

〇 平成 29（2017）年の「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部決定では、地域住

民による支え合いと公的支援が連動し、地域を「丸ごと」支える包括的な支援体制を

構築し、切れ目のない支援を実現していく重要性が唱えられ、今日、一部の自治体や

地域では、対象を高齢者に限定しない独自の取組みも見られる。 

 

〇 障がい分野のあるべき社会として、内閣府などが唱えてきた「共生社会」は、全て

の国民が、障がいの有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重

し合いながら共生する社会である。一方、「地域共生社会」は、人々の暮らしの変化

等を踏まえ、制度の「縦割り」や「支え手」、「受け手」という関係を超えて、地域の

様々な人達が主体となって、世代や分野を超えてつながり、一人ひとりの暮らしと生

きがい、地域をともに創っていく社会である。これは、地域において、共生社会を具

体的に実現していくものであると言える。 

 

〇 地域共生社会の実現を進める施策として、介護と障がい分野の連携を一層進める

観点から、平成 30（2018）年４月、「共生型サービス」（生活介護・短期入所・居宅

介護に、障害福祉サービス事業所と介護サービスが相互乗入れする仕組み）や、基幹

相談支援センターと地域包括支援センターとの連携の推進、障がい者が介護保険施

設に入所する際に、利用者負担を大幅に軽減する仕組みの導入などが始まった。 

 

〇 また、地域住民の複合化・複雑化した支援ニーズに対応する市町村における包括的

な支援体制の構築を推進するため、対象を限定しない「重層的支援体制整備事業」が

創設され、令和３年４月から施行された。 
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〇 これまで、社会保障制度は、高齢者、障がい者、子ども、生活困窮など、対象や生

活に必要な機能に分けて、公的な支援が考えられてきたが、今日、家族機能が縮小し、

地域の支え合いの力の低下も手伝って、いわゆるケアラー・ヤングケアラー、ダブル

ケアや老々介護、8050 問題といった複雑化・複合化した生活課題については、制度

の狭間に追いやられ、必要な支援が届かない状況も懸念される。 

 

〇 人口減少社会に突入し、今後、ますますの高齢化が進む我が国において、いわゆる

2040 年問題が意識されているが、こうした課題を乗り越えるため、長期的な政策目

標として、地域共生社会の実現が掲げられている。 

 

 

イ 検討の方向性 

 

（対象を広げた地域包括ケアシステムの理念の普及啓発） 

〇 地域包括ケアシステムは、いわば、地域の再生につながる取組みであり、高齢者だ

けではなく、障がい者や子ども、生活困窮者なども含め、その人の人生がその場所で

広がっていくという実感が持てるような暮らしや地域づくりにつながるものである。

これは、決して行政だけの取組みで完結するものではなく、住民一人ひとりが自らの

課題として捉えてもらうことが重要である。こうした考え方について、行政は、より

一層普及啓発していく必要がある。 

 

（地域包括ケアシステムの対象拡大に向けた取組み） 

〇 地域包括ケアシステムの対象は、高齢者だけではなく、障がい者や子ども、生活困

窮者にも広げていくことが求められている。しかしながら、各地域の人口構成や社会

資源の状況等はそれぞれ異なることから、県は、各地の取組みの実態を把握し、好事

例の情報共有を行い、継続して検討することや、実施態勢が脆弱な場合は、複数の市

町村が協働して取り組むように調整を行うなどの支援に取り組むべきである。 

 

〇 地域包括ケアシステムの推進役となっている地域包括支援センターは、市町村が

設置主体となって、保健師、主任ケアマネジャー、社会福祉士等を配置しており、地

域の保健医療の向上と福祉の増進に取り組む役割を担っている。こうした専門職が

各地域に配置されていること自体、大きな社会資源であり、先進自治体においては、

国の「重層的支援体制整備事業」を活用し、介護に関する相談に留まらず、障がい分

野の相談についても対応できる態勢を整備する取組みも見られる１。県は、協議会等

を通じて県内の取組み情報を把握・整理し、県内外の好事例と併せて、各市町村や協

議会に情報提供し、地域包括ケアシステムの対象の拡大を進めるべきである。 
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 （ネットワークづくり） 

  〇 包括的な支援となると、「多職種連携」や「超職種連携」など様々な分野の協議

会がさらに連携し合っていくという話になるが、それぞれの分野において包括的な

支援体制を構築しておくことが重要である。その成果がなければ、包括というカテ

ゴリーの中で対象者を拡大しても、結果的には形骸化してしまう。 

 障がい分野においては、地域生活支援拠点等の整備など、県は各市町村の整備状

況を踏まえ他都道府県を含めた好事例などの情報の提供を行うとともに、単独での

機能整備が困難な市町村に対しては、市町村間での必要な調整を検討するための協

議の場を設置するべきである。 

 

〇 「一緒に外出したり、おいしいものを食べたり、話をしたい」、「地域の中で人と話

したり、叱られたり、認められたりする時間や居場所の確保が必要であり、施設で暮

らす仲間の居場所づくりや友達作りにつなげてほしい」との意見があった。障がい当

事者一人ひとりに対して、現在のサービス内容を振り返りながら、インフォーマルな

サービス（公的機関や専門職による制度に基づくサービス以外の支援等）も含めて、

重層的、多職種連携的なつながりをつくる必要がある。 

 

〇 また、地域のネットワークがあっても利用できなければ意味がない。中には、人に

話すことが苦手で自信を持てず、必要なサービスを利用できない人もいるため、必要

なときにサービスに結びつけてくれたり、相談に乗ってくれる存在が必要である。相

談支援専門員やピアサポーターに限らず、近所の人や友達など身近に相談できる人

がいることが重要であり、そうした視点も考慮してネットワークを作る必要がある。 

 

（地域における医療との連携の促進） 

〇 これまでの地域包括ケアシステムの構築に向けた取組みで、地域の人々による互

助の仕組みづくりは、各地で優れた取組みが見られるが、市町村からは、医療関係機

関・団体との連携は敷居が高いとの声がある２。こうしたことから、障がい者も対象

とした地域包括ケアシステムを考える際には、県が中心となって、医療機関・団体と

の協力体制づくりに注力するべきである。 

 

（「新たな地域のつながり」に向けた議論と具体的な行動） 

〇 地域共生社会の実現には「新たな地域のつながり」を作っていくことが重要であ

る。旧農漁村型のコミュニティへ戻ることは難しいことから、行政は、今の時代に合

った地域社会を提示し、地域の関係者で議論を広げていくことが重要である。 

 

〇 「新たな地域のつながり」を作っていくためには、「支援する」、「支援される」と

いう関係が固定されるのではなく、日ごろは支援を受ける人も、場面に応じて地域に
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不可欠な存在として、出番を作っていく視点が大切である。そのためには、障害福祉

サービス事業者においても、支援を受ける利用者が持っている力、可能性を引き出

し、地域の様々な課題を解決するための役割を果たすことができないか、そういう観

点から事業を創造していくことが重要である。 

行政も、このような取組みが進むよう、必要な情報提供や助言を行うとともに、関

係者が相互に連携しながら、地域共生社会に向けての具体的な行動につながっていく

よう、意見交換などを行う場を作るべきである。 

 

（障がい者が取り組む地域づくり） 

〇 全国では、障がいのある人を地域の大切な「担い手」と位置付け、障がい者を含め

た地域における包括的な支援体制を作っていこうとする先進的な取組みも始まって

いる。 

例えば、耕作放棄地を抱える農家で農地再整備を担い出荷品目を増やした事例、地

域の畜産業をサポートする「畜産ヘルパー」を展開した事例、高齢でお墓の管理が難

しくなった人向けの「お墓参り代行」を展開した事例、近隣のスーパーなどが撤退し

た地域向けの「移動商店街」を展開した事例、個人経営のクリーニング店やパン屋の

後継者不足対策として福祉事業所化して事業継承した事例、役場からの道路空地用植

栽の栽培を請け負い経費縮減につなげた事例、介護保険制度の「総合事業」を受託し

て地域支援を展開した事例などである３。 

 

〇 こうしたことから、県は、市町村と緊密に連携し、地域共生社会の実現に向けた取

組みとして、地域包括ケアシステムの対象を障がい者にも広げていくことを念頭に

置き、高齢者が地域でいきいきと安心して暮らしていくための福祉インフラとなっ

ている地域包括支援センターと、障害福祉サービス事業者などの障がい分野の関係

機関・団体がより連携しやすい仕組みづくりに取り組むべきである。 

 

（行政内部の縦割りの打破） 

〇 いわゆる「縦割り行政」は、責任の所在を明確にする仕組みと裏腹のデメリットと

して挙げられる。新たな福祉課題には、行政内部においても、これまでの所掌に囚わ

れず、横断的な対応組織を臨機に設けるなど、柔軟かつ積極的に対応することが大切

である。 
 

 

１）本検討委員会の第 8回での逗子市による事例紹介、「重層的支援体制整備事業の実施について～包括的支援体制の構

築を目指して～」は神奈川県域で最初の取組みである。 

２）野村晋「「自分らしく生きて死ぬ」ことがなぜ、難しいのか」光文社新書、2020 

３）又村あおい「地域包括ケアシステム 地域共生社会と障害のある人の暮らし」(2019 年７月４日 鎌倉市基幹相談支

援センター研修会資料)から  
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② 包括的な相談支援体制の構築 

 

 ア 現状・課題 

〇 障がい者が地域で安心して暮らしていくためには、日々の生活の中で抱えている

課題等にきめ細かく対応し、適切に公的サービス等に結びつけていく仕組みが、地域

に用意されていることが大切である。いつでも相談できる相談支援専門員が身近に

いることが必要であり、障がい者の地域での暮らしを、伴走してサポートする相談支

援の役割は大変重要である。 

 

〇 令和２年４月時点で、計画相談（サービス等利用計画の策定）に応じる全国の相談

支援事業所数は 10,563 か所あり、同じく一般相談に応じる相談支援事業所数は

3,551 か所である。これらに配置されている相談支援専門員の数は 23,954 人とな

っている。 

 

〇 高度な相談機能を有する基幹相談支援センターは、778市町村（全市町村の45％）

に合計 946 か所設置されている。このうち、24 時間 365 日対応しているものが全

体の 28％（490 市町村）あり、ピアカウンセリングを行うものも全体の 36％（634

市町村）ある。また、地域包括支援センターと一体的に実施しているものが全体の

３％（47市町村）ある。 

 

〇 神奈川の相談支援専門員の配置数は、令和３年３月時点で 1,514 人（前年度から

28人増）であるが、相談支援事業所の主要業務である計画相談支援の実績値は、見

込量の 29.6％と低調であり、相談支援専門員以外の者が障害福祉サービス等利用計

画等を作成する割合（セルフプラン率）が、令和２年度実績で障がい者 40.3％、障

がい児が 57.5％と全国的にも高い水準となっている。 

 

〇 県としても、相談支援専門員の養成には努めているところ、研修を受講し資格を得

ても、所属法人において相談業務以外の業務に従事したり、相談支援事業所が未開設

であるなどの理由から、相談業務に従事しない（できない）受講者が 66％も存在し

ており（令和３年４月調査）、就業率の向上が課題である。 

 

〇 また、障がい者の地域生活を支えるために、相談支援事業者が担うサービスであ 

る「地域移行支援」の令和２年度実績は、見込量（204人）の 28.9％である 59人、

同じく、「地域定着支援」が見込量（322 人）の 16.8％である 54 人、同じく、「自

立生活援助」（1,146 人）が見込量の 6.6％である 76人にとどまっている。 
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〇 さらに、一定程度経験を積んだ常勤かつ専従の相談支援専門員を配置している相

談支援事業所は、全体の 13.3％（令和３年７月調査）であり、また、多くが直接支

援業務を兼務している実態にあるため、相談支援業務の知識・経験を積むことが難し

い状況にあるという課題も指摘されている。加えて、相談支援専門員の平均経験年数

は約 3.6 年にとどまっており、資質の向上に取り組んでいく必要がある。 

 

〇 このような、相談支援専門員養成研修を修了した人の就業率や、就業している相談

支援専門員の経験年数が伸びない要因としては、相談支援事業に係る障害福祉サー

ビス報酬の単価（公定価格）が低いことが指摘されている。報酬改定毎に内容改善が

図られているが、厚生労働省が実施した令和２年障害福祉サービス等経営実態調査

結果（令和元年度決算ベース）では、相談系サービスの収支差率（収益額に対する収

益と費用の差額の割合）は、計画相談支援が 0.5％、障害児相談支援が 1.5％、地域

移行支援が 3.0％、地域定着支援が 5.2％、自立生活支援が 2.7％となっており、障

害福祉サービス全体の平均 5.0％に比べると低い傾向にある。 

 

〇 地域の相談支援の中核となる機関として、基幹相談支援センターが想定されてい

る。しかしながら、県内では、33市町村のうち、基幹相談支援センター未設置の市

町村が 11 市町村あり（令和３年７月）、地域の相談支援体制の強化についても課題

である。 

 

〇 また、県では、（自立支援）協議会を全県域レベルだけでなく、各障がい保健福祉

圏域にも設置して、よりきめ細かに、市町村の（自立支援）協議会のバックアップと

機能発揮を図るよう考えられてきたが、全県レベルの神奈川県障害者自立支援協議

会と同様に、設置が目的化し形骸化しているとの見方、指摘がある。 

 

〇 昨年（令和３年）３月から進められている、社会保障審議会障害者部会での「障害

者総合支援法」の附則で規定された施行後３年を目途とする見直しの議論では、「自

立支援協議会」の機能強化による「まちづくり」の推進について取り上げられており、

今後さらに、関係機関が相互の連携を図ることにより、地域におけるインフォーマル

サービスも含めた支援体制に関する課題について情報共有し、地域資源の整備を図

ることが求められるものと思われる。 

 

〇 今日、社会的孤立、8050 問題、ダブルケア、老々介護、さらには、就職氷河期世

代の就労問題など、様々な生活課題が顕在化している。これらの課題は、障がい施策

に関係するものも少なくないと考えられるが、これまでの対象者別の各社会保障制

度の下では十分な対応が難しく、福祉の政策領域だけでなく、他の政策領域との連携
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を図ることが大変重要である。 

 

〇 個人や世帯が抱える生活課題が一層複雑化、多様化していることに鑑みると、本人

の暮らし全体を捉え、継続的な関わりを行うための相談支援、言い換えると、支援者

と本人が継続的につながり関わり合いながら、本人と周囲との関係を広げていくこ

とを目指す伴走型支援が必要である。 

 

〇 近年のこうした課題認識から、令和２年に社会福祉法等が改正され、「属性を問わ

ない相談支援」、「参加支援」、「地域づくりに向けた支援」の３つの支援を一体的に実

施する重層的支援体制整備事業が市町村事業として創設された。これは、障がい、高

齢、子ども、生活困窮などの対象別の相談に限らず、文字どおり、生活課題がどのよ

うな事由に起因するものであっても、相談を断らずに受け止める相談支援を目指す

ものである。県は、令和３年度から、市町村がこの事業に取り組みやすいよう助言等

を行う「後方支援事業」を開始しており、今後、同事業を活用するなどにより、県内

の市町村において、包括的な相談支援体制の整備が進むことが期待される。 

 

〇 なお、県立施設の利用者については、相談支援事業所とサービス提供契約は行っ

てはいるが、施設へ入所した後は、相談支援事業者からの訪問はほとんど見られな

い。とりわけ、県立中井やまゆり園については、各市町村に対し自らの不適切支援

について情報提供したが、実際に施設を見に来た市町村はほとんどなかった。この

ような孤立した状態で相談支援は何も行われておらず、この状態の改革は大きな課

題となっている。 

 

〇 また、県立中井やまゆり園においては、サービス等利用計画について、「拘束がな

くなっていくための暮らし」などへの見直しなどが図れていない。こうしたことは、

仕組みの問題ではなく、「困っている人がいたら、まずそこに行くんだ」という思い

がないからである。必要な人がいるのであれば、そこに集まっていくということが

なされていないという課題も大きい。 

 

 

 イ 検討の方向性 

 

（相談支援事業所の設置の促進） 

 〇 入所施設から地域に戻っていくためには地域の人とやり取りをしていくことが重

要である。地域では暮らすことができないと諦めてしまっていたが、本当は可能性

がある、頑張れると地域が知ったときに、地域は変わっていく。地域にしっかりと
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相談支援専門員がいて、地域を変えるキーパーソンにならなければならない。 

 

〇 相談支援事業所の設置が滞り、必要な相談支援が受けらず、やむを得ずセルフプラ

ンを策定する事態は避けるべきである。とりわけ、入所施設の利用者については、相

談支援を通じて、本人や家族の地域生活への理解が得られ、将来に向かってわくわ

く、ドキドキするような計画を作りながら、地域生活移行につながっていく。 

神奈川のセルフプラン率の割合は全国で最も大きい。これは伴走型の支援を目指す

ことと矛盾しており、実際に、障がい当事者の望みや願いを反映した支援を計画する

ことができているか、大きな課題と言える。 

 

〇 相談支援事業所が担う計画相談は、公的な支援だけではなく、地域の様々な資源を

どう組み合せていくかを考える重要なサービスであり、安心して地域生活を送る上

で必要不可欠であると言える。県は、市町村と連携して、きちんと必要な計画相談

を受けることができるよう、相談支援専門員を確保する必要がある。 

 

〇 相談支援専門員の資格取得者が、できる限り相談支援業務に従事するよう、県は、

引き続き、相談支援従事者初任者研修修了者を対象とした就業状況調査を実施する

とともに、相談支援事業所の経営実態についても把握するよう努め、必要に応じて、

独自に補助するであるとか、市町村に対するヒアリングを行うなど、その課題の解決

に向けた取組みを進めるべきである。 

 

〇 県は、神奈川の相談支援体制の強化を念頭に、各圏域において（自立支援）協議会

の運営が形骸化しないように努力する主任相談専門員などのキーパーソンを見つけ、

広く関係者に声を掛けながら、速やかに相談支援事業所の設置の促進に向けた議論

を開始すべきである。 

 

（研修体制の充実） 

〇 個人や世帯が抱える生活課題が一層複雑化、多様化する中で、利用者の望みや願い

に沿った良質な相談支援のサービスを提供するためには、相談支援専門員のアセス

メントの能力の向上が必要不可欠であり、県は、アセスメント力の向上のため、障が

い福祉のみならず他分野との協働を想定した実践的な研修プログラムを策定し、研

修実施機関と連携して実施すべきである。 

 

〇 神奈川では、相談支援の人材育成について、相談支援従事者の人材育成ビジョンを

作るなど、先駆けて人材育成をしてきた歴史がある。しかし、基幹相談支援センター

については、まだまだその成り立ちがしっかりと理解されていない状況があるため、
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県は、県独自にハンドブック等を作成して、市町村の理解を進めるべきである。 

 

 （計画相談支援の充実・強化） 

〇 相談支援事業所が、同じ法人が設置する入所施設の利用者の計画相談を実施する

際には、同じ法人による支援だけで賄うことにこだわらず、社会福祉連携推進法人の

仕組みなどを活用し、社会資源を幅広く利用することにより、その人らしい暮らしの

実現に努めることが重要である。 

 

〇 一般就労をしていた人など、これまで障害福祉サービスを利用したことがなかっ

た人の中には、計画相談を知らない人が多い。本人が計画相談を知って、自ら活用

し、希望を伝えることが大切であり、本人や家族は、相談支援を受けることは権利

であるという認識を持つべきである。県は、市町村と連携して、本人や家族に対し、

計画相談の重要性を分かりやすく広報し、理解を促すことが重要である。 

 

  〇 「「サービス等利用計画を自分たちで作りましょう」と言われても、地域にどのよ

うな社会資源があるかなど、情報が不足している」、「どういう生活がよいか口で説

明することはできても、表を作って計画に落とし込むのは誰がするのか」、「知的障

がい当事者が、自分でセルフプランを作成することができるように、当事者向けの

書式の作成が必要である」という当事者の意見があった。 

 

〇 行政及び事業者は、サービス等利用計画が本人の意向をきちんと反映したものと

なるよう、セルフプランの作成においても、相談支援専門員は支援のニーズをアセス

メントするとともに、ニーズに応じた丁寧な支援の提供に努めるべきである。また、

当事者の「セルフプランを作成したい」という意向も踏まえて、県は、（自立支援）

協議会の場等を活用して、セルフプランの捉え方やバックアップ方法などについて

の議論を進めるべきである。 

 

〇 加えて、相談支援の質の評価においては、利用者本人がサービス等利用計画の作成

過程にどれだけ満足をしているかという視点も大切である。セルフプランを作成し

た人を含め、相談支援事業者は、利用者の満足度という視点で、質の確認を行ってい

くべきである。 

 

 （入所施設利用者のサービス等利用計画のモニタリング） 

〇 入所施設利用者については、サービス等利用計画のモニタリング（定期的な観察・

記録）が年に１回又は２回程度で、その内容が何年も変更されないという事例も見

られる。本人の心が動くような経験を多くして、本人が「いいな」と思うことがな
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ければ、モニタリングの必要性を見出せなくなってしまう。このため、入所施設は、

利用者に対し様々な体験や見学の機会を作り、本人の表情や振る舞いからモニタリ

ングの必要性を見出していく仕組みに変えていくべきである。 

 

〇 家族会等からは、本人が高等学校を卒業すると、学齢期の支援体制から大人を対象 

とした障害福祉サービスの利用契約へと大きく変化するため、家族も含めて大きな

不安に襲われる、という意見が多く聞かれる。 

切れ目のない支援を行うためには、児童相談所が関わっているうちから相談支援事

業所が一緒に支援したり、個別の支援チームを編成してこれまでの支援を踏まえた障

害福祉サービスの体制を築くといった取組みが重要となる。県は、市町村と連携し、

児童相談所と相談支援事業所との連絡調整の場を設け、学齢期から青年期・成人期へ

の切れ目のない支援体制の構築に努めるべきである。 

 

〇 入所施設から地域に戻っていくためには、地域の支援者が施設の暮らしを見なが

ら、一人ひとりの可能性を感じ取り、地域で暮らすことができないと諦めてしまっ

たが本当はもっと可能性がある、こんなに頑張っている、頑張れるんだ、と知った

ときに地域は変わっていく。こうしたプロセスを実現するには、入所施設の利用者

のサービス等利用計画の作成について、できる限り、その法人以外の地域の相談支

援事業所が行うようにすべきである。 

 

 （基幹相談支援センターの設置促進） 

〇 各地域の身近な相談支援事業所が適切に相談支援を行うには、基幹相談支援セン

ターによる、各種の相談機関との連携強化、相談支援事業所に対する専門的指導・助

言、相談支援事業者の人材育成といった相談対応力の向上に向けた取組みが重要で

ある。県は、基幹相談支援センター未設置の市町村と連携し、早期に基幹相談支援セ

ンターが設置できるよう、当該市町村及び相談支援事業者を支援するべきである。 

 

〇 また、県は、主任相談支援専門員を対象とした連絡会議を開催し、主任相談支援専

門員に向けた最新の施策に関する情報提供や基幹相談支援センターでの先駆的な取

組みの実践報告等を実施することにより、基幹相談支援センターの支援力の向上に

努めるべきである。 

 

（圏域ごとの相談支援ネットワークの形成の推進） 

〇 相談支援は一義的には市町村に実施責任がある。しかし、今日、個人や世帯が抱え

る複雑化・多様化した課題に、地域の相談支援事業者がしっかりと対応していくため

には、断らない相談支援に取り組むとともに、多職種や多機関が連携した幅広いネッ
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トワークを構築していくことが大切である。県は、市町村と連携し、こうした市町村

における包括的な支援体制の構築や、市町村域を超えた広域での人材育成やネッワ

ーク形成の支援に努めるべきである。具体には、県は、神奈川県障害者自立支援協議

会や各障がい保健福祉圏域における相談支援ネットワーク形成等事業のこれまでの

取組みを踏まえ、福祉の政策領域だけでなく他の政策領域とも連携し、圏域ごとの相

談支援ネットワークの再構築に向けた取組みを進める必要がある。 

また、小規模な一相談支援事業所だけでは、政策動向や制度改正などの情報が得に

くく、また、様々な社会資源を十分に把握することに課題がある。こういった課題を

解決するためにも、圏域毎の相談支援のネットワークの形成は有効である。 

 

〇 相談支援専門員は、障がい当事者の望みや願いに向き合い、地域生活における生き

づらさの解決に向け積極的に取り組むことが求められている。しかし、相談支援事業

所が生活支援の手段を開発できないと、相談を受けても何もできない。生活支援の手

段を開発するためには、相談支援体制のネットワークの形成が重要であり、相談談支

援専門員だけではなく、サービス管理責任者や働くことの相談を行っている就労援

助センター職員などもネットワークに加わって、相談支援体制の充実を図っていく

ことが重要である。 

さらに、相談支援事業所は、本人や家族が参加しやすい勉強会や情報交換会を開催

し、本人の望みや願いに寄り添った相談支援体制づくりにつなげていくことも必要で

ある。 

 

（（自立支援）協議会の活動の推進） 

〇 障がい者が地域で安心していきいきと暮らすためには、障がいに起因する生活課

題の解決だけでなく、居住支援、成年後見制度等の権利擁護、再犯防止・更生支援な

どの他分野においても必要な対応がなされることが重要であり、そのためには、地域

の障がい福祉のシステムづくりに関し、中核的役割を担う（自立支援）協議会がしっ

かりと機能してく必要がある。 

県は市町村と連携し、（自立支援）協議会の活動の推進に向け、他地域における好

事例や運営ノウハウ等について情報提供するなどの取組みを進めることが重要であ

る。その際、新たな縦割りが生じないように、庁内横断的な体制を構築し、各部局が

所掌する施策が有機的に連携するように配慮しながら取組みを進めるべきである。 

 

〇 （自立支援）協議会が生活課題を十分に把握し、地域の障がい福祉が障がい当事者

の望みや願いに耳を傾け必要な対応を講じることができるよう、県と市町村の関係

をつなぐメゾ的なネットワークと両方にエンジンを作る仕組みを、現実的に考えて

いくべきである。 
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（地域生活支援拠点等の設置の促進） 

〇 地域生活支援拠点等１は、医療的ケアが必要な重症心身障がいや遷延性意識障がい、

あるいは、強度行動障がい、高次脳機能障がい等の支援が難しい人への対応が十分に

図られるよう、多職種連携の強化を図るとともに、緊急時の対応や備えについて、医

療機関との連携も含め、地域全体で支援する協力体制の構築が期待されている。 

県においては、地域生活支援拠点等の整備済市町村数が12市町（令和２年度実績）

と、障がい福祉計画の目標値を下回っていることから、県は、市町村と連携を図り、

地域生活支援拠点等の整備が進むよう、全国の好事例の紹介、関係事業者による協議

の場の設定等に努めるべきである。 

 

（伴走型の支援の推進） 

〇 深刻化する「社会的孤立」に対応するため「つながり続けること」を目的とする 

支援として、「伴走型支援」２が提唱されている。社会的孤立は、生きる意欲や働く意

欲の低下、社会的サポートとつながらない等のリスクを生むことから、障がいがある

ことにより、さらに深刻な事態を招く恐れがある。これまでの「問題解決型支援」だ

けでなく、ひとりにさせない地域共生社会の実現を目指すべきである。 

 

〇 困っている人がいたらまずは会いに行くことが重要である。家族も含め気にかけ

て心配してくれる相談支援専門員等の支援者が身近にいることで、障がい者の辛い

思いは軽減される。支援する側も本人とともに安心し合い、あるいは、不安に思った

り、心配したり、我慢したりすることもあり得るが、諦めずに関わり続けることが大

切である。 

 

〇 相談支援専門員等の支援者は、本人の思いをしっかりと受け止め、叶える方法を一

緒に考え、悩み、話し合い、本人が望む暮らしや目指すことに向かうための力になる

べきである。思いが十分に言葉にできなかったり、悩みながら暮らしているときに、

しっかりと話を聴き、一緒に悩み、もがく存在であるという支援の姿を目指すべきで

ある。 

 

〇 こうした伴走型支援を推進するに当たっては、相談支援専門員をはじめとする専

門職、地域の様々な機関・団体、地域住民が、「ひとりにさせない地域共生社会」と

いう地域のあり方について、理念を共有することが大事である。県は、市町村と連携

し、地域の様々な人たちが出会い、学び合い、地域における多様なつながりが生まれ

やすくなる環境整備（プラットフォームづくり）を進めるべきである。 

 

〇 また、相談支援は、全ての支援者の本来業務であると認識すべきである。支援して
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いる人が自身が望む暮らし方ではない、他の暮らし方を体験したいと感じていたり、

相談に乗ってほしいという思いが感じられた場合等に、他の事業所のサービス管理

責任者とのつながりを作っていく取組みも重要である。 

 

（包括的な相談支援体制の構築） 

〇 県内の各市町村における重層的支援体制整備事業を活用した包括的な相談支援体

制の整備の進捗状況は様々である。このため、県は、各市町村における包括的な相談

支援体制を構築するため、各市町村の課題の共有や意見交換を行う連絡会の開催や、

全国の好事例を学ぶ研修会を実施すること等により、市町村の取組みを支援するべ

きである。また、その連絡会議等には、市町村社会福祉協議会、学識経験者、関係機

関職員などにも参加してもらい、議論を進めるべきである。 

 

（県立施設における不適切支援の解消） 

〇 県立中井やまゆり園では、身体拘束の情報提供があるにもかかわらずサービス等

利用計画が変更されず、支給決定が続けられている実態がある。このことは、相談

支援専門員や市町村ケースワーカーとの関係が希薄であり、入所者は極めて厳しい

状態に置かれているといえ、それを容認している県にも問題がある。県の責任のも

と、早急に、相談支援専門員等が本人と面接を行い、サービス等利用計画の適切な

モニタリングを行うとともに、市町村の支給決定のあり方を検討すべきである。 

 

〇 県立施設の利用者に対する支援に関し、市町村のケースワーカーは、自分たちの

仕事ではないと捉えるのではなく、むしろ、住民である障がい者が虐待被害を受け

る恐れがあるという視点から対応すべきであり、非常に深刻なケースについては、

セーフティーネットとして本人に会うことが重要である。 

 

 

１）厚生労働省のＨＰによると、「障害児者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、居住支援のための機能（相談、

緊急時の受け入れ・対応、体験の機会・場、専門的人材の確保・養成、地域の体制づくり）を、地域の実情に応じた創

意工夫により整備し、障害児者の生活を地域全体で支えるサービス提供体制を構築すること」としている。2019 
 

２）一般社団法人 日本伴走型支援協会の共同代表である奥田知志氏（特定非営利活動法人抱樸 理事長）は、同協会の

ＨＰで、「伴走型支援は、深刻化する「社会的孤立」に対応するため「つながり続けること」を目的とする支援である。

それは「孤立しない社会の創造」を目指す社会活動だと言える」「伴走型支援においては「時間」の捉え方も特徴的であ

る。問題解決型支援は、「支援開始から支援終結」という「限られた時間軸」でなされる。「つながり続ける」ことを目

指す伴走型支援は、「人生という時間軸」を持つことになる。それゆえ伴走型支援は、「共に生きる日常」を構築するた

め「ひとりにさせない地域共生社会の創造」へと至る」と述べている。2021 
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③ 「ともに生きる社会かながわ憲章」や「当事者目線の障がい福祉実現宣言」等

の理念の普及啓発（障がい者差別のない地域共生社会の実現） 

 

ア 現状・課題 

 

〇 「理念」とは、「その事がどうあるべきかという根本的な考え」を指す１。企業であ

れば、経営に係る理念を掲げて、それに沿って将来ありたい姿としてビジョンを描く。

つまり、企業の存在意義や目的を表明した企業経営の最上位のものである。障がい福

祉関係施策についても、それがどうあるべきかという基本理念を据えて、将来何を実

現するのか、ビジョンの実現に戦略的に取り組んでいくべきである。 

 

〇 我が国の障がい福祉関係施策に係る理念の大きな転換点は、介護保険制度の創設に

向けた議論に続く社会福祉基礎構造改革による、措置制度から利用契約制度への移行

であろう。この時に、「利用者本位」の理念を実体化した制度として支援費制度が登

場したが、この転換に至る背景として、｢完全参加と平等｣ を謳った国際障害者年

（1981年）と、その後の10年の間に､ ノーマライゼーション(normalization)理念や

自立生活(Independent Living: IL)理念といった欧米の障がい者思想の定着があっ

たことに異論をはさむ人はいないと思われる｡ 

 

〇 ノーマライゼーション(normalization)理念は北欧の知的障がい者の施設に   

おける非人間的処遇の反省から生成した理念で､ 生まれ育った地域社会において 

全ての人が普通に暮らすことができる条件整備をめざすものである。また、自立生活

(Independent Living: IL)理念は､ それまで施設や病院などで受け身で抑圧的な生

活を強いられてきた障がい者が､ 地域社会において自己決定し自己選択することに

より自ら積極的に介助サービスを利用しながら主体的に生活することを支持する理

念である｡ 近年の障がい福祉関係施策は、これらの理念に少なからず影響を受け、自

己決定と自己選択を旨とする障がい当事者運動とも互いに関わり合いながら、形作ら

れていった。 

 

〇 平成18（2006）年、「障がいは人権問題である」（Disability is a human rights 

issue）、「私たちのことを私たち抜きで決めないで（Nothing About us without us）」

を合言葉に世界中の障がい当事者が結集し、障害者権利条約が国連で採択された。条

約は、障がい者の人権や基本的自由の享有を確保し、障がい者の固有の尊厳の尊重を

促進するため、障がい者の権利の実現のための措置等を規定するもので、教育、保健、

労働・雇用、社会保障、余暇活動へのアクセスなど様々な分野での取組みを締約国に

求めている。 
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〇 我が国は、同条約の批准に向けて、平成23年、障害者基本法を改正し、障害者権

利条約の趣旨に沿った障がい福祉関係施策の推進を図るため、障がい者を、必要な支

援を受けながら、自らの決定に基づき社会のあらゆる活動に参加する主体としてと

らえ、障がい者があらゆる分野において分け隔てられることなく、他者と共生するこ

とができる社会の実現を新たに規定した。今日の障がい福祉関係施策を進める上で

の中核的な理念は障害者権利条約に求められるのであり、その基底にある考えは、広

く共有されるべき普遍的な理念であると言える。こうして、我が国は、平成26（2014

年）１月に同条約を批准した。 

 

〇 我が国では、障害者基本法の改正の他、障害者総合支援法の制定（平成24（2012）

年６月）、障害者差別解消法の制定及び障害者雇用促進法の改正（平成25（2013）

年６月）など、様々な法制度整備が行われた。 

 

〇 新たに制定された障害者差別解消法の目的規定においては、「障害者基本法の基本

的な理念にのっとり、全ての障害者が、障害者でない者と等しく、基本的人権を享有

する個人としてその尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわしい生活を保障される権

利を有することを踏まえ、障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本的な事

項、行政機関等及び事業者における障害を理由とする差別を解消するための措置等

を定めることにより、障害を理由とする差別の解消を推進し、もって全ての国民が、

障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いなが

ら共生する社会の実現に資することを目的とする」と規定している。 

 

〇 これまで、この本検討委員会においては、2040年頃の神奈川の障がい福祉の姿は

どうあるべきか検討し、その実現に向けて、どのような施策等を講ずるべきかを議論

してきたが、その出発点は、平成28年７月26日に発生した、津久井やまゆり園事件

である。 

 

〇 それは、19名の尊い生命が奪われる大変痛ましい事件であり、障がい者に対する

偏見や差別的思考から引き起こされたと伝えられ、障がい者やその家族のみならず、

多くの県民に、言いようもない衝撃と不安を与えた。このような事件が二度と繰り返

されないよう、県は県議会と一緒になって、平成28年10月、「ともに生きる社会か

ながわ憲章」を策定し、その啓発普及に取り組んできた。 

 

〇 しかし、県立施設において、利用者に対し、長時間の居室施錠など虐待が疑われる

ような不適切な支援が長期にわたり行われてきたことが有識者による検証から明ら

かとなった。また、指導すべき立場にある県自身も、支援内容は現場任せで、身体拘
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束に関する正しい知識が不足していたことも判明し、利用者の安全を主眼に置いた

管理的な支援ではなく、本人の望みや願いを第一に考え、その可能性を最大限引き出

す、障がい当事者の目線に立った支援、障がい福祉が求められた。 

 

〇 こうしたことから、県は、障がい当事者と意見交換を重ね、令和３年11月、芹が

谷やまゆり園の開所式において、「当事者目線の障がい福祉実現宣言」を発信するに

至った２。この宣言は、これまでの「支援者目線の障がい福祉」から「当事者目線の

障がい福祉」に転換し、障がい者差別や障がい者虐待のない、「ともに生きる社会」

の実現に全力を尽くすという県の決意を示すものであった。 

 

 

イ 検討の方向性 

 

（これまでの取組み） 

〇 津久井やまゆり園事件のような悲惨な事件を二度と繰り返さないという強い決意

で策定された「ともに生きる社会かながわ憲章」については、障がい福祉関係施策だ

けでなく、人権擁護の観点から取り組む諸施策の思想的支柱とされており、憲章とし

て引き続き残していくべきものである。 

 

〇 また、昨年（令和３年）11月に、県が発信した「当事者目線の障がい福祉実現宣

言」に込められた、「当事者目線の障がい福祉」への発想の転換、障がい者差別や障

がい者虐待のない、「ともに生きる社会」の実現についての県の決意は極めて重たい

ものである。 

 

〇 加えて、障害者権利条約は、障がい当事者が世の中を動かし、制度的に形作られ 

たものであり、我が国においても平成26年に同条約を批准し、障害者基本法等の改

正につながるなど、障がい福祉関係施策の普遍的な考え方を明らかにしているもの

と言うことができる。 

 

（求められる環境や支援） 

〇 障がい当事者が自分自身の思いや気持ちを考えるためには、様々な選択や体験を

経験することが必要である。県は、当事者がそうした選択や経験をできるよう、より

一層の社会参加ができる環境を整備すべきである。 

 

〇 尊厳が守られる社会の構築を実現していくことが肝要であるが、入所施設等にお

いて、居室施錠等の身体拘束を受けている当事者がいる状況は、尊厳が守られた社会
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とは言えない。県及び事業者は、障がい当事者の尊厳が守られた社会を創るため、身

体拘束ゼロの実現に向けた取組みを、さらに進めるべきである。 

 

〇 さらに、障がい当事者の安全確保といった観点から、支援者が実施困難である理 

由ばかりを言って否定することや、一方的に答えを出してしまうと、支援者と分かり

合えないと感じてしまう。障がい福祉に携わる支援者は、当事者の望みや願いといっ

たことをしっかりと聞き、当事者と一緒に悩み、もがきながら支援を行うといった姿

勢を大切にすべきである。 

 

〇 どのような取組みにおいても、様々困難な事情があっても取組みを進めることが

できるグループと、いろいろな手立てを講じても動くことができないグループに分

かれ、いわば「ふたこぶラクダの山」のような谷間ができてしまう。県は、いろい

ろな手立てを講じても動くことができていないグループに対して、取組みを進めら

れているグループの好事例を共有するなど、谷間を乗り越え、皆が取組みを進める

土壌を作ることが重要である。 

 

（当事者の目線に立った普遍的な仕組み作りの必要性） 

〇 今後、本報告書の提言を踏まえ、当事者の目線に立った、様々な障がい福祉関係 

施策が、神奈川において展開されていくことが期待されるが、長期的な視点をもっ

て、施策の実効性を検証しながら、着実に実施・継続していくことが重要であり、そ

のための普遍的な仕組みとして、条例の制定が検討されている。 

県は、当事者や関係団体等と適切に意見交換を行うとともに、政令指定都市や中 

核市を含む市町村とも十分に連携を図り、当事者の目線に立った障がい福祉の実現に

向けた取組みを、オール神奈川で進めるべきである。 

 

（条例化に当たり盛り込むべき理念） 

〇 このような経緯を踏まえると、新たに制定される条例全体に通ずる基本的な理念

については、上記の「憲章」や「宣言」に込められた「思い」や「決意」を出発点と

し、今日、障害者権利条約等によって確立した以下のような普遍的な考え方を軸とし

て、今後、全庁的、全県的に議論していくべきである。 

① 個人として尊重されること 

② 心の声に耳を傾け、お互いにいのち輝く支援であること 

③ 希望する暮らし方ができること 

④ 可能性を引き出す、専門性の高い個別的なサポートであること 

⑤ 政策決定過程への当事者の参加があること 

⑥ 持続可能で多様性と、違いを認め誰も排除しない社会を実現すること 
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⑦ 皆で地域共生社会を創っていくこと 

 

〇 障がい者差別や障がい者虐待のない、誰もがいのち輝かせて暮らすことのできる

地域共生社会を実現するため、県は、津久井やまゆり園事件を忘れず、オール神奈川

で当事者目線の障がい福祉を推進していくよう、前述の基本的な理念について、広

く、市町村や事業者、県民と共有できるよう、普及啓発に取り組むべきである。 

 

 

１）「〔精選版〕日本国語大辞典 第二版」編/小学館、2006 

２）津久井やまゆり園再生基本構想に基づき、令和元年度から施設整備を行ってきた新しい芹が谷やまゆり園が完成し、

11 月 16 日に開所式を行った。新しい津久井やまゆり園と芹が谷やまゆり園の 2 つの施設の開所を新しい障がい福

祉のスタートと位置付け、県が「当事者目線の障がい福祉実現宣言～あなたの心の声に耳を傾け、お互いの心が輝く

ことを目指します～」を発信した。（https://www.pref.kanagawa.jp/docs/dn6/tijisengen.html） 

 

  

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/dn6/tijisengen.html
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６ 先駆的な取組みや理念の積極的な取込み 

 

① 多様な価値観の取込み 

 

ア 現状・課題 

 

【文化芸術活動】 

〇 我が国における障がい者の文化芸術活動は、近年、障がい分野だけではなく、文 

化芸術分野からも機運が高まっており、平成30（2018）年には、議員立法により「障

害者による文化芸術活動の推進に関する法律（障害者文化芸術推進法）」が成立した。

もとより、平成７（1995）年に策定された「障害者プラン」には、障がい者の生活

の質の向上を目指し、芸術・文化活動の振興が施策の一つとして掲げられ、その後の

「障害者基本計画」においても文化芸術活動の振興が施策の一つとして位置付けら

れてきた。 

 

〇 文化芸術施策においては、平成29（2017）年に制定された「文化芸術基本法」に、

障がいの有無等にかかわらず、文化芸術の機会を享受することができる環境の整備

を図ることが基本理念として示され、これを受けて平成30（2018）年に制定された

「文化芸術推進基本計画（第１期）」において、文化芸術による社会包摂の推進や障

がい者による文化芸術活動の推進環境の整備等が重要な施策として位置付けられて

いる。 

 

〇 前後して、平成19（2007）年、文部科学省・厚生労働省により「障害者アート推

進のための懇談会」が開催され、美術・福祉の有識者による意見交換が行われた。平

成25（2013）年には文化庁・厚生労働省により「障害者の芸術活動への支援を推進

するための懇談会」が開催され、中間取りまとめでは、障がい者の芸術活動の支援を

より一層推進する「裾野を広げる」視点と、芸術性の高い作品を国内外に文化芸術と

して発信していく「優れた才能を伸ばす」視点を踏まえた仕組みづくりを行うことが

支援の方向性として重要とされた。 

 

〇 この中間取りまとめを踏まえ、平成26年度から平成28年度まで、国庫補助事業と

して、地域における障がい者の芸術活動を支援する「障害者の芸術文化活動支援モデ

ル事業」が実施されることとなり、平成29年度からは、そのモデル事業の成果を全

国に展開する「障害者芸術文化活動普及支援事業」が実施されている。また、文化庁

では、障がい者の優れた文化芸術活動の国内外での公演・展示の実施など、障がい者

による文化芸術活動の充実に向けた支援を実施している。 
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〇 県では、令和２年４月より「神奈川県障がい者芸術文化活動支援センター（運営：

認定ＮＰＯ法人ＳＴスポット横浜）」を設置し、障がい者の文化芸術活動を振興して

おり、令和２年度の主な実績としては、障がい者の芸術文化に関する相談支援が42

件、人材育成として実施した、コーディネーターの養成研修会への参加者が延べ188

名、ワークショップ実施事業が延べ12回、発表の機会の創出が延べ197名などとな

っている。 

 

〇 また、県は、障がいの程度や状態にかかわらず、誰もが文化芸術を鑑賞、創作、発

表する機会を創出する目的から、「神奈川県障害者文化・芸術祭」を年１回開催（受

託：公益財団法人神奈川県身体障害者連合会）しており、令和元年度には16の団体・

個人が出展するとともに、６団体が出演し、208名の来場があった（令和２年度は新

型コロナウイルス対策のため、出展のみ）。 

 

〇 さらに令和２年度からは、「ともに生きる社会かながわ憲章」の理念を踏まえ、障

がいの程度や状態にかかわらず、誰もが文化芸術を鑑賞、創作、発表する機会の創出

や環境整備を行い、障がい者が自ら楽しむための取組みを推進することにより、共生

社会の実現を図る目的で、「ともいきアートサポート事業」も実施している。 

 

〇 同事業の令和２年度実績は、県立特別支援学校の児童・生徒が県内外で活躍する 

アーティスト等と制作したアート作品をアートギャラリーなど地域で展示する「創

作×地域展示」を実施し、３校で延べ68人（全10日間）がワークショップに参加す

るとともに、４会場で展示会を実施し、6,631人の来場があった。令和３年度からは、

県立青少年センターでの常設展示、神奈川県民ホールギャラリーや神奈川県庁での

巡回展示も実施している。こうした取組みにより、障がい者の文化芸術活動の充実に

向けた環境整備を進めている。 

 

【ロボット・ＩＣＴ技術の活用】 

〇 近年、ＩＣＴ技術は目覚ましい発展を見せ、様々な技術革新を招来している。我 

が国においては、令和２年12月、「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」

が閣議決定され、「誰一人取り残さない、人に優しいデジタル化」といった趣旨がま

とめられた。 

 

〇 令和３年８月には、総務省及び厚生労働省が「障害者にやさしいＩＣＴ機器等の 

普及に関する勉強会」を開催し、同年９月に「障害者にアクセシブルなＩＣＴ機器等

の利用に向けて（主なご意見の整理）」が取りまとめられ、「誰もがデジタル活用の

利便性を享受し、多様な価値観やライフスタイルを持って豊かな人生を送ることが



139 
 

できる包摂的な社会（デジタル活用共生社会）の実現が求められる」とされた。 

 

〇 今次、ＩＣＴ技術を導入した様々なコミュニケーションツールが開発され、重い 

障がいがあっても意思疎通を図ることが可能となり、障がい者の在宅雇用が実現し

たり、通常の発語による会話では表明困難であった障がい当事者の意思世界を、文字

盤のポインティングやパソコンによるコミュニケーション方法を使って示すことが

可能となった事例も報告されている。 

 

〇 令和元年11月から、県の「共生社会アドバイザー」として委嘱を受けている髙野 

元氏は、筋萎縮性側索硬化症（ＡＬＳ）により全身性の重度の障がいがある。同氏は、

必要な医療・福祉のサービスを使いながら、インターネット、視線入力パソコン、合

成音声再生装置といったＩＣＴ技術を利活用して在宅生活を送っており、共生社会

の実現に向けた県の施策に対する助言、「ともに生きる社会かながわ憲章」の普及啓

発に関連した講演や研修会等を行っている。同氏は、重度の障がいがあっても適切な

支援とＩＣＴ技術があれば、社会参加しながら在宅生活が送れるということを体現

している。 

 

〇 現代社会において、ノートパソコン、タブレットパソコン、スマートフォン等がユ

ニバーサルで身近なＩＣＴ機器として爆発的に普及し、日常生活の中で活用してい

る障がい者も増えてきているが、高齢などを背景とした、ＩＣＴ機器に不慣れである

等の理由によって、その活用から取り残されている人もいることが課題となってい

た。 

このため、県では、障害者総合支援法に基づく「地域生活支援事業」に位置付けら

れた「障害者ＩＣＴサポート総合推進事業」により、「かながわ障害者ＩＴネットワ

ーク」（受託：公益財団法人かながわ福祉サービス振興会）を実施し、パソコン等の

ＩＣＴ機器の利活用による障がい者の社会参加の促進に努めている。同事業によるＩ

ＣＴ機器に係る情報提供及び利用支援の相談等の令和２年度実績は、専用サイトへの

アクセス数42,534件、相談件数17件となっている。 

 

【SDGｓと障がい者の社会参加】 

〇 SDGｓ（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）は、平成 27   

（2015）年９月の国連サミットで加盟国の全会一致で採択された 2030 年までに持

続可能でより良い世界を目指す国際目標であり、貧困層、障がい者、女性など弱い立

場に置かれやすい人たちを「誰一人取り残さない（leave no one behind）」多様性

と包摂性のある社会の実現を誓った、発展途上国のみならず先進国自身が取り組む

普遍的なものとされている。これは、誰もが住みなれた地域で、いきいきといのち輝
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かせて暮らすことのできる共生社会の実現に通ずる考えでもある。 

 

〇 SDGｓの 17 の目標（ゴール）において、「障がい」という言葉は、全ての目標に

出てくるわけではなく、目標４．質の高い教育、目標８．働きがいと経済成長、目標

10．不平等の是正、目標 11．住み続けられる街づくり、目標 17．パートナーシッ

プの５つの目標において、「障がい」が直接的な取組みの対象として取り上げられて

いる。 

 

〇 このうち、目標８「働きがいと経済成長」は、「包括的かつ持続可能な経済成長及

び全ての人々の完全かつ生産的な雇用と働きがいのある人間らしい雇用（ディーセ

ントワーク）を促進する」とされ、ターゲットとして「2030 年までに、若者や障が

い者を含む全ての男性及び女性の、完全かつ生産的な雇用及び働きがいのある人間

らしい仕事、ならびに同一労働同一賃金を達成する」と示されている。障がい者が、

自らの能力を発揮して、就労していくことが含まれるこの目標は、障がい者の社会参

加と自立にとって大変重要である。 

 

〇 また、ＩＬＯ（国際労働機関）も、「働きがいのある人間らしい仕事」を働き方の

目標として掲げており、現代社会においては、各人が生活との調和を保ちつつその意

欲及び能力に応じて就労する機会が必ずしも十分に確保されていないとの指摘があ

る。 

 

〇 加えて、神奈川の障害者雇用率は、対象企業の 2.16％（令和３年６月１日時点）

であり、法定雇用率の 2.3％に届いていない。企業等で障がい者の一般就労を進める

上で、「障がい者が活躍できる環境をどのように整えたら良いか分からない」と企業

等が感じていることが課題とされている。 

 

〇 近年、同じ思いを持った仲間が共に働く場として、労働者協同組合、ワーカーズ・

コレクティブ、労働統合型の社会的企業、支援付きの中間的就労などが注目されてい

る。これらは、労働市場から遠ざけられ、働き難さを抱えている人が働くことを実現

し、社会参加が拡がるのではないかと期待されている。令和４（2022）年 10 月に

は、「労働者協同組合法」が施行され、こうした共同労働の場が法人格を得やすくな

ることから、今後、ＮＰＯ法人と並ぶ新しい社会活動の形として、多様な社会参加を

実現する方法の一つとなる可能性がある。 

 

〇 障がいをはじめ様々な状況にある人々の社会参加と自立を後押しするため、 

SDGｓなどで掲げられた、誰もが受入れられる、包摂する社会を目指して、行政のみ
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ならず、民間の営利・非営利組織、地域住民が相互に役割を補完し合っていくことで、

より豊かな地域社会の構築が期待される。 

 

 

 イ 検討の方向性 

 

 （障がい者の文化芸術の普及啓発）  

〇 障がい者が生み出す文化芸術活動には、既存の文化芸術に対して新たな価値観を

投げかけるものも多く、また、既存の芸術理解を揺さぶる多様なあり方を示唆するも

のとされる。国の「障害者による文化芸術活動の推進に関する基本的な計画」１にお

いては、「障害者による文化芸術活動は、それまで見えづらかった障がい者の個性と

発揮することのできる力に気づかせるだけでなく、障害者を新たな価値提案をする

主役として位置付け、誰もが対等である関係を築く機会を提供するものである」とし

ている。こうしたことを踏まえ、県は、障がい者の文化芸術活動に取り組む障害福祉

サービス事業所、地域の学校、文化施設、文化芸術団体等と連携し、引き続き、障が

い者の文化芸術に関する啓発普及に取り組むべきである。 

 

（様々な表現、創造の機会の拡大） 

〇 障がい者の文化芸術活動は、芸術的に価値が高いものを作ることを目的とするの

ではなく、自己表現の一つとして行うという考え方を基本とすべきである。本検討委

員会の議論では、「「障がい者アート」という言葉もあるが、「障がい」をつけて区

別することや強調をする必要はない」とする意見もあった。県は、障がい者も自由に

創作活動に取り組むことができ、創作活動は自己表現の一つの方法であるというこ

とを、障がい当事者も含め、広く県民に発信していくことが重要である。 

 

〇 また、作品等の発表の場は、障がい者が多様な関係者や地域社会等と交流する機会

として重要である。県は、作品発表の機会を増やす取組みを進めるとともに、障がい

当事者の創作した作品を展示する際、障がい者であるかどうかに関わらず、共同創作

した作品なども区分けすることなく展示する等の取組みを進めるべきである。 

 

（ともいきアートサポート事業の更なる推進） 

〇 県は、「ともいきアートサポート事業」の取組みを企業やＮＰＯなど民間とも連携

を図りながら継続的に進めるとともに、併せて、障がい関係団体とも連携し、県内で

文化芸術の創作活動に取り組む障がい当事者の発掘、支援を進めるべきである。 
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（関係者のネットワークづくり） 

〇 障がい者の文化芸術活動が、学校や福祉施設にとどまらず、文化施設、社会教育施

設等や民間のダンス教室、美術サークル、劇団など、多様な場において行われること

を踏まえ、それぞれの場所で環境や内容の充実が図られ、障がい者が身近な場所で創

作活動に親しめるよう、県は、市町村や事業者と連携し、こうした関係者のネットワ

ークづくりを進めるべきである。 

 

〇 多様な人々が創造活動に参加することで、文化芸術の新たな価値や優れた作品を

生み出す契機となることや、人々の心のつながりや相互理解、多様性の受入れなどに

つながる可能性に鑑み、様々な主体が創造活動に参画できるような環境作りが重要

である。県は、地域における文化芸術に関する相談支援、ネットワーク形成、人材育

成等に取り組むとともに、芸術家や専門家が福祉施設等を訪問・巡回し、利用者等と

共に行う多様な創造活動を促進する取組みを進めるべきである。 

 

（障がい者文化芸術活動計画の策定と施策の推進） 

〇 「障害者による文化芸術の推進に関する法律」においては、文部科学大臣及び厚生

労働大臣は、障がい者による文化芸術活動の推進に関する施策の総合的かつ計画的

な推進を図るため、「障害者による文化芸術活動の推進に関する基本的な計画」を定

めることを義務付けており（第七条関係）、地方公共団体は、同計画を勘案して、当

該地方公共団体における障がい者による文化芸術活動の推進に関する計画を定める

よう努めなければならないこととしている（第八条関係）。 

 

〇 県は、文化芸術基本法に基づく「かながわ文化芸術振興計画」を策定し、子ども 

や高齢者、障がい者などのあらゆる人の文化芸術活動の充実等に取り組むとともに、

「かながわ文化芸術振興計画」及び「障がい者計画」には「障害者による文化芸術活

動の推進に関する法律」の趣旨を反映した障がい者の芸術文化活動についての項目

を盛り込んでいるが、障がい者の文化芸術活動のさらなる推進を図るため、「障害者

による文化芸術活動の推進に関する法律」に基づいた、障がい者による文化芸術活動

の推進に関する計画の策定についても検討すべきである。 

 

〇 障がい者の文化芸術活動を推進する上で特に重要となるのが、地域の文化芸術活

動を推進するための拠点である「障がい者芸術文化活動支援センター」である。現在、

県は、認定ＮＰＯ法人に同センターの運営委託を行っているが、同センターの運営を

さらに支援強化することにより、障がい者の文化芸術活動が全県に及ぶように努め

るべきである。 

 



143 
 

（ニーズを踏まえたロボット・ＩＣＴ機器開発） 

〇 県は、知見を有する民間団体等と連携し、障がいの種類や程度、ニーズに合った最

新の障がい者向けロボット・ＩＣＴ機器、サービスに関する情報提供の充実強化を図

るとともに、ＩＣＴ機器に不慣れな障がい者が、それぞれの状態像に応じた利用方法

を学び、また利活用のための支援が受けられる仕組みづくりを進めるべきである。 

 

〇 前述のとおり、利用しやすく練られたインターフェイス（接点、境界面）を持つ合

成音声読上げ装置といったＩＣＴ機器は、全身性の障がい者にとって円滑なコミュ

ニケーションを図る重要なツールであり、社会参加を実現し、地域での生活を実現す

るために極めて有用である。また、委員からは、他の人の発言などで聞き取れなかっ

た部分を再生する機器や、難しい言葉を分かりやすい表現などに翻訳するロボット

機器があると、社会参加がしやすくなるという意見があった。 

 

〇 先端技術であるロボットやＩＣＴ技術を活用して、障がい者の地域生活を支援す

るため、その状態像に応じた自立支援機器が持続的に開発されることが重要である。

そのためには、先端技術（シーズ）と本人の必要性（ニーズ）のマッチングが円滑に

行われることが必要である。先行する自治体もあるように、県は、経済産業局や関

東信越厚生局、国立研究開発法人産業技術総合研究所、公益財団法人テクノエイド

協会といった国の機関等と連携し、障がい当事者、関係機関・関係団体、ロボット・

ＩＣＴ機器の製造開発事業者や販売事業者とコンソーシアム（共同事業体）を設立

し、それぞれの障がい特性に応じた機器の開発や普及に努めることも検討すべきで

ある。 

 

（高齢者向けのＩＣＴ技術・機器の活用） 

〇 高齢者向けの見守り機器については、全国的に活用、普及が進んでいる。見守り機

器は、コミュニケーションロボットだけでなく、日常生活に身近なテレビやスマート

フォン、タブレット等と情報通信技術を組み合わせた双方向の会話によるものもあ

り、障がい者にとっても孤立感を感じずに生活でき、簡便かつ速やかに必要な支援を

求めることができるという利点がある。県は、既に開発されている有用な技術等を障

がい者が容易に利活用できるよう、機器開発及び販売事業者と連携し、適切に情報が

得られる環境の整備に取り組むべきである。 

 

（先端技術の利活用についての理解促進） 

〇 本検討委員会（第９回）では、県の共生社会アドバイサーの髙野 元氏により、全

身性の重度の障がいを抱えながら、ロボット・ＩＣＴ機器と医療・福祉サービスを活

用し、社会参加と地域生活を実現している姿が紹介された。 
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各委員からは、「何かすごい大変だと思った。しゃべれなくても何かできる、やれ

るんですね。病気になっても、頭脳がしっかりしてれば、ということを僕は感じた。

でもちょっとびっくりした。何か、訪問介護から看護師さんまでつくっていうのが。

本当にうちの人が大変だと思う」、「音声合成ソフトウェアによる音声が、全く遜色

なく、普通に会話をしていると感じられた」、「いろんな人の支援を受けながら生活

し、社会参加を実現しているという姿は、本当に重度の障がいを持つ人も地域で生き

ていけるんだということを如実に示していただいた。県立施設のあり方の検討を進め

る上で、とても良い話を伺った」、「（感銘を受けて）泣きそうになった。障がいの

あるなしに関わらず、自分を維持していくということはかなり大変なことだと思う

が、意志の強さを感じた」といった意見が出され、大きな驚きと感銘を与えた。 

 

〇 話をした髙野氏からも、「ＡＩ技術の進歩はすごい。褒めていただいて嬉しい。皆

さんの常識が変わると良いなと思う」とするコメントが送られたところであり、医療

や福祉のサービスに加え、ロボット・ＩＣＴ機器等が適切に利活用できれば、社会参

加の機会を得ながら、地域での生活が可能となることについて、県は、髙野氏のよう

な障がい当事者による講話等を通じて、広く県民に普及啓発を行っていくべきであ

る。 

 

（多様な価値観の取込み） 

〇 障がいのある人も多様な価値観を持っており、それぞれが発揮できる力にも個人

差がある。県は、障がい当事者が「個」の力を発揮することができるよう取り組むと

ともに、多様性や人それぞれに違いがあることを発信し、多様性の理解が深まる取組

みを進めるべきである。 

 

（SDGｓの考えの普及啓発と取組みの推進） 

〇 誰もが住み慣れた地域で、いのちを輝かせながら安心して暮らしていくためには、

福祉政策のアプローチだけではなく、地域の行政や関係機関・団体、住民が連携しな

がら、一人ひとりの「出番」を作っていくことが大変重要である。県は、地域におけ

る障がい者の多様な就労や社会参加の機会を作り出すことを念頭に、市町村と緊密

に連携しながら、むしろ福祉とは縁遠い企業者や商工団体、ＮＰＯ団体、地域住民の

参加を得て、連絡協議体の設立を検討するなど、「誰一人取り残さない」多様性と誰

もが受入れられる、包摂性のある社会を目指した活動につなげていく取組みを進め

るべきである。 

 

〇 併せて、県は、障害福祉サービス事業者に対して、SDGｓの考えが、障がい福祉 

と深く関連付けられることについて普及啓発を図り、同事業者等が積極的に関わる
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意識を醸成し、ポスト SDGｓに向けた議論の広がりを目指すべきである。 

 

（障害者差別解消法との関係） 

〇 SDGs の目標８「働きがいと経済成長」の「包括的かつ持続可能な経済成長及びす

べての人々の完全かつ生産的な雇用と働きがいのある人間らしい雇用（ディーセン

トワーク）を促進する」ことの実現に向けては、障がい者が、自らの力を発揮して、

就労していくことが重要な要素と位置付けられており、この目標８は障がい者の社

会参加と自立にとって大変重要な目標である。 

 

〇 平成 28 年 4 月から施行された「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法

律」（いわゆる「障害者差別解消法」）は、事業者に対し、障がいを理由とする不当な

差別的取扱いをすることにより、障がい者の権利利益を侵害してはならないことを

求め、また、社会的障壁の除去の実施について、状態像に応じた必要かつ合理的な配

慮をするよう求めている。県は、障害者差別解消法が SDGs の推進と相まって、障

がい者のそれぞれの状態像に応じて就労環境を改善するための仕組みの一つと捉え、

市町村及び事業者と連携を図り、適切な運用を図っていくべきである。 

 

〇 また、SDGs の目標 10 では、「不平等の是正」と設定され、具体には「人は、人

種、言葉だけでなく、性別、病気や障がい、好きなことや得意なことなど、互いに違

うことは多くあっても、誰が優れているわけではなく、違いがあるからこそ学び合

い、発見することができる」としている。 

この SDGｓの目標 10は、「それぞれが違っていることを知り、違いがあるのが当

然だと理解し、お互いの違いを認め、相手を尊重する気持ちが、何よりも大切であ

る」と解説されている。 

 

〇 本検討委員会においては、「重度の障がい者が小売店で販売員から冷たい対応をさ

れている場面を見かけ、びっくりした経験がある」との意見や、「障がい者本人や支

援者も、必要に応じ障がいがあることを伝えることがあっても良いと思う」との意

見があった。 

障害者差別解消法の考え方の下、企業や商店、県民が障がい当事者に対して、必要

な合理的配慮をすることで、この SDGs の目標 10 に向けた取組みと相まって、障

がい当事者の社会参加は大いに促進される。県は、それぞれの事業の主体が、当た

り前に必要な合理的配慮を行う社会を目指し、県民、事業者等に対して、その理念

の普及を図っていくべきである。 
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（障害福祉サービス事業所等との連携） 

〇 企業等の障がい者雇用に際しての「どのように障がい者が活躍できる環境を整え

たらいいのか」といった課題の解決に向けた方法の一つとして、就労系の障害福祉サ

ービス事業所や障がい者就労支援団体と連携・協働していくことが考えられる。「ジ

ョブヘルパー」といった企業との連携を図る人材の育成の提言も踏まえ、県は、関係

部局間との連携を図り、取組みを進めるべきである。 

 

〇 また、障がい者の就労の機会を作り出す可能性がある、社会的企業や労働者協同 

組合などについて、県は、全国の好事例を収集し広く情報提供するとともに、知見の

ある公益団体の力も活用し、「思い」のある人たちが社会的企業や労働者協同組合な

どを創設する際の支援に取り組むべきである。 

 

 

１）「障害者による文化芸術活動の推進に関する法律」第 7条の規定に基づき、厚生労働省と文化庁が平成 31 年 3 月に

策定した。障がい者による文化芸術活動を推進する上での基本的な方針や、施策の方向性等を定めている。  
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② 制度の持続可能性の確保 

 

ア 現状・課題 

 

 〇 我が国の社会保障費については、近年増加の一途を辿っており、令和３年８月に、

国立社会保障・人口問題研究所が公表した 2019 年（令和元年）度の社会保障費用

統計によると、ＯＥＣＤ（経済協力開発機構）基準の「社会支出」総額は 127兆 8,966

億円であり、対前年度比で２兆 3,982 億円、1.9％ポイントの増と、過去最高を更

新している。また、国の障害福祉サービス等予算額で見ると、平成 19年度は 5,380

億円であったところ、令和２年度は１兆 6,347 億円であり、13 年間で予算額は約

３倍となっており、その要因は、主に、公的なサービスを利用する人数が増えている

こととされている。 

 

 〇 県における社会保障関係費用について見てみると、令和３年度当初予算ベースで

は、県の一般会計歳出総額２兆 484億円のうち、福祉や子育てのための費用とされ

る民生費は 3,120 億円であり、全体の 15.2％を占めている。このうち、障害福祉費

については、約 725 億円である。 

 

 〇 全国の都道府県の財政力については、東京都を除く５区分に分類されており、県

は財政力指数 0.500 以上 1.000 未満の B グループ（神奈川県の他、愛知県、大阪

府、千葉県、埼玉県、静岡県、茨城県、福岡県、栃木県、群馬県、兵庫県、宮城県、

広島県、三重県、京都府、滋賀県、岐阜県、福島県、岡山県、長野県、石川県の計 21

団体）に属しているが、令和４年度当初予算編成方針における財政見通しでも 850

億円の財源不足が見込まれるなど、「県財政は引き続き危機的な状況」（「令和４年度

当初予算編成について（依命通知）」）としている。 

 

 〇 県の財政は、歳入は県税など自主財源の割合が高く、歳出は義務的経費の割合が

高い構造にある。バブル崩壊後や世界的な金融危機後に大量発行した県債の償還期

が重なっていることや、高齢化などに伴い民生費（介護・児童関係費等）が増えてい

ることで、歳出は一層の増加が予想されている。家計でいう貯金に相当する財政調

整基金の 2021 年度末残高は、300 億円と見込まれており、健全財政の目安とされ

る 660億円の半分以下である。このように、県の予算編成環境は非常に厳しいもの

があり、障がい施策分野についても、財源面の自由度は高くない。 

 

 〇 一方で、神奈川の近年の障がい者数の動向を見ると、身体障がい、知的障がい、精

神障がい全て増加傾向にあり、加えて高齢化も進んでいる。さらには、障害福祉事業
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従事者の処遇改善も待ったなしの状況であり、着実に実施することが求められてお

り、今後、障がい施策各事業の最適化と、より効率的な実施に注力していく必要があ

る。 

 

 〇 なお、社会保障に関する意識調査では、社会保障給付水準の維持を求める人の割

合が高く、そのための負担増はやむを得ないと答えた人の割合は、全体の 27.7％で

あった。今後の負担と給付のバランスの議論に影響を与えることが予想されるとこ

ろであり、注視していく必要がある。 

 

 

イ 検討の方向性 

 

 （公的サービスの制度見直し）  

  〇 支援費制度の財政問題を乗り越え、平成18年からスタートした障害者自立支援法

に基づく制度は、今日、障害者総合支援法に移行し、令和２年11月時点で、全国で

約130万人の障がい児・者が公的な障害福祉サービスを利用するに至っている。こ

の公的なサービスは、適時に法制度の見直しが行われており、また、公的価格であ

る障害福祉サービス報酬の改定は３年に一度実施されている。こうした制度見直し

等は、利用者の新たなニーズに対応するためや、制度を維持するための財政健全化

の要請から実施されている。 

 

  〇 障がい福祉の分野に限らず、社会保障制度は安心した暮らしに不可欠のものであ

り、今や、国民の共有財産であるとも言える。担い手である障害福祉サービス提供

事業者は、制度の維持、存続に向けた協働の視点が重要であり、県は、市町村や事

業者団体と連携を図り、政策動向に関する情報を、分かりやすく、迅速に情報提供

するとともに、第一線が抱える制度上の課題を国に対して提言するといった、双方

向の情報のやり取りを可能とする体制を整備することが必要である。 

 

〇 なお、公的なサービス費用の伸びについて、障がい者数の増加と単純に結び付け 

て説明することは、ややもすると障がい当事者を責めるような印象を与えることと

なるため、留意すべきである。いわゆる「財源論」については、必要な施策をどう進

めていくかを検討する上で、避けることのできない論点であるが、様々なデータや事

象の分析結果、有識者の意見等を踏まえ、しっかりと議論を深堀りしていくことが重

要である。 
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 （必要なサービスの最適化のためのデータ分析） 

 〇 障害福祉サービスの提供は、一人ひとりに個別化されたものとすべきである。そ

のためには、適切なアセスメントを行い、本人の望みや願いに寄り添った必要十分

な支援を行うことが重要である。こうした適切な支援の内容の検討に資するため、

県は、市町村及び国民健康保険組合団体連合会と連携を図り、障害福祉サービス報

酬の請求データ等を分析し、平均値との比較などの手法により、必要なサービスの

最適化についての調査研究に取り組むべきである。また、厚生労働省は全ての自治

体が参加する障がい者福祉のデータベース１を 2023 年度にも稼働させる方針であ

り、こうしたデータベースの積極的な活用にも取り組むべきである。 

 

（支援の視点と人員配置） 

〇 財源と人員配置は一直線のつながりがある。常に誰かがついている「手厚い」支援

が良い支援だとされる傾向にあるが、小さい頃から人がついていなくても頑張れる

力を育てていくという視点が重要である。保育園の早期の段階の支援を充実させ、年

長になって加配の保育士がいなくなってもしのいでいけるようにすること。本当に

必要なところに必要な財源をしっかり手当てする形を作っていくことが重要である。 

 

〇 県立施設において、人手が足りないから身体拘束するという事例が見られるが、民

間施設よりも県立施設の方が圧倒的に人員配置は厚く、運営費は障害福祉サービス

報酬に上乗せして予算措置されている。つまり、支援の質は人手の問題や予算の問題

ではなく、「暮らし方」の問題であると言える。暮らし方に着目した支援は、環境要

因と個人の要因と複合的な要素が組み合わさって、意欲的になって一人でできるこ

とが広がっていく。暮らし方に着目せず、人手がないという理由で、安易にただ構造

化していくという危険性があることを常に認識すべきである。 

 

 （新規事業所指定と指定更新時の審査の重要性） 

 〇 障害福祉サービス事業者は、常に利用者の立場に立って効率的にサービス提供を

行うとともに、提供サービスの質の向上に努めることが求められているが、補助金

（給付費）を目当てにした不適切な経営実態について報道される事案も散見される。

こうしたことから、県は市町村と緊密に連携を図り、新規指定及び指定更新の際、知

見を有する公益的な機関・団体と協働するなどして、当該事業者が、適切な事業実施

が可能かどうか、十分な審査を行う体制を整備すべきである。 

 

 （緩やかな連携、協働事業の推進、事務コストの縮減） 

 〇 障害福祉サービス事業者の経営規模は小規模なものが多く、節減が難しい固定費

のコストが経営を圧迫する場合が多いとの指摘がある。事業規模を拡大するための
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合併等を直ちに行うことは困難であることから、県は、各事業者が、社会福祉連携推

進法人制度の活用等により、共同で各種事業を実施できるよう、制度の情報提供や

助言を行うことに取り組むべきである。併せて、事業者の業務の効率化につながる

と期待されるＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の取組みを支援すること

にも注力すべきである。 

     また、障害福祉サービス報酬の請求に係る届出等の事務が、いわゆるローカルル

ールによって煩雑となっており、事務コストが増大しているとの指摘があることか

ら、県は、こうした届出事務等について、必要最小限で済むよう、不断の見直しを

行うことが重要である。 

 

（インフォーマルサービスとの組み合わせ） 

 〇 障がい当事者が地域で安心していきいきといのち輝かせて暮らしていくための支

援は、全てが公的な障害福祉サービスで賄われなければならないかというとそうで

はないだろう。「ともに生きる社会かながわ憲章」の理念が当たり前になるほど、地

域の人々が障がいを理解し、ごく普通に接するようになれば、公的サービスと相ま

って、地域での豊かな暮らしにつながるはずである。 

   地域包括ケアシステムにおいて障がい者を捉えるのは、そうした日常の中でお互

い様の支え合いがある社会を招来することであり、包摂する社会を作るということ

であると考える。こうしたことから、県は、引き続き、「ともに生きる社会かながわ

憲章」の普及啓発に努めるとともに、市町村とも連携し、地域包括ケアシステムの中

に障がい者も含めた取組みを続けていくことが重要である。 

 

 （本人活動の支援の重要性） 

 〇 私たちが目指す、誰もがいのち輝かせて暮らす地域共生社会は、当事者の自律を

尊重する社会である。いかなる障がいがあっても本人自身が人生の主役であり、そ

の人生において自ら決定することを最大限に尊重されることで、そのいのちは輝く。

障がい者は保護の対象ではなく、人生の主体者として、様々なサービスを活用しな

がら地域との関わりの中で生きていくことができるよう、ピアサポート活動のさら

なる充実はもとより、本人活動を活発にしていくことが重要である。 

 

 〇 このような取組みを進めることで、障がい当事者は、一方的な支援の対象ではな

く、地域の一員として、支援する立場に立つ場面が着実に増えてくるものと考えら

れる。県は、市町村と連携を図りながら、本人活動の推進に努めるとともに、支援す

る側、される側の立場を超えて、障がい関係の制度を皆の共通の財産として維持し

ていくことに関心が高まるよう、分かりやすい広報を行っていくべきである。 
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 （「障がい」を包含した関連領域の取組み） 

 〇 これまで障がい福祉は、いわゆるイノベーター（革新者）が、先駆的、開拓的に物

事に取り組み、障がい福祉の守備範囲を広げ、障がい福祉の制度として定着させて

いくというサイクルが基本となっていた。今後、限られた人的・物的資源を無駄なく

効率的に利活用していくには、ユニバーサルデザインの考え方のように、あらかじ

め「障がい」をその領域に含めたところから考えていくことが重要である。県は、こ

のような全ての人を受け入れる社会の考え方の重要性を、障がい福祉とは異なる領

域（商工、運輸、観光、土木など）に周知していく取組みを進めていくべきである。 

 

 （県が担うべき業務の見直し） 

 〇 県財政は今後も厳しい局面が続くことが予想されており、障がい福祉関係施策に

おいても、限りある財源、人的資源をどう活かしていくかが常に問われている。障が

い福祉関係施策を担当する県本庁部局は、企画立案業務にシフトし、政策実施業務

は、できる限り知見とノウハウのある民間機関・団体に切り出すことを検討すべき

である。 

   また、コミュニティワーカーとしての役割を果たす、各圏域の保健福祉に関する

業務を担当する職員を配置し、市町村の支援、広域的な相談支援、障がい福祉人材の

育成といった、県立施設に期待されていた業務を中心に担うこととするよう、業務

の見直しを進めていくことが重要である。 

 

 

１）厚生労働省は、障がい者が利用する介護や就労支援などの障害福祉サービスについて、全国の利用状況などを集積し

たデータベースを構築する方針を示している。令和４年度中に障害者総合支援法を改正し、令和５年度からの稼働を目

指しており、サービスの質の向上やばらつきの是正、制度見直しに活用することとしている。 
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７ 市町村支援について 

 

市町村支援に関しては、本検討委員会において、特段のテーマ（論点）設定はしなか

ったが、各論点の検討の過程で、以下に掲げる重要な提案がなされたので記述しておき

たい。 

 

〇 この検討委員会の報告をまとめるに当たって、県が市町村とどのような連携や取

組みを行っているのか、県と市町村のキャッチボールがどうなっているか非常に気

になる。神奈川は政令指定都市が３市、中核市が１市あり、その他が県域という非常

に複雑な構成であることから、より連携体制を強化していく必要がある。 

 

〇 今回の当事者目線の障がい福祉の推進に向けた取組みが県主導で行われており、

県がリードするのは素晴らしいことだが、やはり市町村の時代であり、市町村の中で

プランも組み立てなければならない。県がどこまで、市町村とどのような連携を行っ

ていこうとしているのか。「連携」という言葉が多く出てくるが、実体が伴うことが

重要である。 

 

〇 県立施設が地域生活移行に本格的に取り組むに当たっては、地域に社会資源が必

要となるが、市町村とそこをどのように共有していくかということについては、これ

からの課題である。 

 

〇 県立施設の利用者を地域生活に移行する、あるいは今まで地域で暮らしてきた人

が、親亡き後もずっと地域で生活するという仕組みを作るのは、やはり市町村であ

る。その時に、県がどんどん前に行ったら、市町村はなお引いていくのではないかと

危惧している。 

一方で、リーダーシップは必要であり、誰かがやらないといけないが、むしろ県は

黒子に徹して、全体を調整していくことが必要ではないか。一番の要は、市町村と一

緒に、県がどのようにやっていくかということである。 

 

〇 県は様々な取組みにおいて、市町村の後方支援の立場になっている。市町村は、頑

張ろうとするときに、やはり後ろの県を気にしたり、見たり、助言を仰いだりする。

また、応援してもらえるだろうかと、ある意味でははしごが外されないだろうかと、

そういう気持ちを持ちながら、割と恐る恐る取組みを進めていくという実感がある。 

全国のいろいろな自治体を見てきて感じるのは、局所的に頑張っている市町村や地

域はあるが、法則的に、県が頑張らないで取組みを進めている市町村がある県はない

ということだ。 
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〇 県が頑張らないで、市町村が頑張っているところはないというのが実感だ。県がど

うやって、市町村で暮らす一人ひとりを活性化するためのエンジンをどことどこに

作るかということがポイントである。県は、市町村や地域の事業所、相談支援事業所

とどうつながるかを、朝から晩まで考えてくれるエンジン、事業所と市町村の中核的

な人たちがつながるようなエンジンを作り、それをいつもボトムアップ、トップダウ

ンのやり取りをするメゾ的な取組みをどう作るかという、実効的な仕組みづくりの

中で、旗振り役になってほしい。 

 

〇 例えば廃校などの公立施設をもっと有効利用し、障がいを問わず利用できる、暮ら

しやすい広場を作ってほしい。運動したり、学んだり、本を読んだり、いろいろな活

動ができる広場を作ってほしい。また、県営団地や市営団地の空き家を工夫して、障

がい当事者と支援者が一緒に暮らせるように活用してほしい。 

神奈川は広く、いろいろな地域にたくさんの障がい当事者が暮らしている。県が本

気になって、市町村をまとめてほしい。 

  



154 
 

おわりに 

 

〇 冒頭に記述したとおり、本検討委員会は、県立施設の支援内容についてのこれまでの

検証等を踏まえ、今後、障がい者の地域生活への移行やその人らしい暮らしを実現する

ためには、何より地域づくりが重要であるとの認識に立ち、そのための施策等について

広範に検討を行った。その手法は、およそ 20年後（2040 年頃）の神奈川の障がい福祉

のあるべき姿を展望し、その実現に向け、行政のみならず、事業者や県民を含めオール

神奈川でどう取り組んでいくべきかというものであり、昨年の7月から10回にわたり、

精力的に議論を行った。 

 

〇 一般に、こうした検討を踏まえた対応策は、厳しい改革が予想される。しかし、今般

の報告書の提言は、お互いの心が輝く「ともに生きる社会かながわ」を目指して、障が

い当事者を含む関係者が支える・支えられる関係を越え、「自分ごと」としてその道行き

について議論し、合意した上で取り組む、いわば「温かい改革」によって実現すること

を期待している。 

 

〇 本検討委員会でのこれまでの幅広い議論を反映し、この報告書には、280 もの提言が

盛り込まれているが、当事者目線の障がい福祉の基底を成す考えを改めて示すと以下の

三つである。この報告書の内容が広く関係者に共有され、今後、総合的、計画的な施策

等の展開につながることを望む。 
 

① 個人の尊厳が守られる社会を作る 

  ～ 差別解消法、虐待防止法関連の措置を強力に進める 

  ～ 「ともに生きる社会かながわ憲章」「当事者目線の障がい福祉実現宣言」等の理念の普及啓発に 

努める 

  ～ 可能性を引き出す、一人ひとりに対応した専門的なサポートを確立する          など 

 

② 本人の自己決定、自己選択を尊重した障がい施策を展開する 

  ～ 本人活動、当事者の政策決定過程への参加を推進する 

  ～ 必要とする障がい者全てが意思決定支援を受けられるようにするとともに、伴走型の相談支援体制

を築く 

  ～ その人らしい暮らしを選択できるよう、地域の福祉資源の充実を図る           など 

 

③ 入所施設の役割を転換し、地域共生社会の実現にオール神奈川で取り組む 

  ～ 入所施設の役割の縮小、転換を図り、緊急時の対応と通過型のサービス提供に重点化する 

  ～ 地域包括ケアシステムの対象拡大、関連領域との連携等により包括的な支援体制を作る 

  ～ 圏域の自立支援協議会への県の関わり強化するなどにより、市町村支援に取り組む      など 
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【開催状況】 

回数 日時 内容 

第１回 
令和３年７月９日 

9:45～11:30 

○ 検討の進め方について 

○ 意見交換 

第２回 
令和３年８月６日 

14:30～16:55 

○ 障害福祉の将来展望について 

○ 事例紹介（国立のぞみの園） 

○ 事例紹介（千葉県袖ケ浦福祉センター） 

第３回 
令和３年９月３日 

15:30～17:50 

○ 事例紹介（長野県西駒郷） 

○ 障がい福祉の将来展望について 

第４回 
令和３年９月22日 

10:00～12:30 

○ 事例紹介（社会福祉法人同愛会 てらん広場） 

○ 障がい福祉の将来展望について 

～中間報告（たたき台について） 

第５回 
令和３年10月20日 

16:00～18:00 

○ 中間報告（案）について 

○ 今後の進め方について 

第６回 
令和３年11月24日 

9:30～12:10 

○ 事例紹介（ 日本グループホーム学会 ） 

○ 障がい福祉施策の充実強化について 

○ 普遍的な仕組みづくりについて 

第７回 
令和３年12月22日 

17:00～19:45 

○ 事例紹介（ 社会福祉法人沸子園 ） 

○ 地域の社会福祉資源の充実について 

○ 当事者目線の徹底と権利擁護について 

第８回 
令和４年１月24日 

13:30～16:15 

○ 事例紹介（ 逗子市社会福祉課地域共生係 ） 

○ 地域共生社会の実現について 

○ 先駆的な施策の積極的な取入れについて 

第９回 
令和４年２月21日 

9:30～12:00 

○ 事例紹介（ 県共生社会アドバイザー ） 

○ 委員会報告書（骨子案）について 

第 10 回 
令和４年３月29日 

15:30～17:40 

〇 本人活動の取組みの紹介 

（小西委員、冨田委員、奈良﨑委員） 

○ 委員会報告書（案）について 

 


